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【政府行動計画】 
 

  

資料２－１ 



行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

1
指定（地方）公

共機関
総論

Ⅱ-5.4.指定公
共機関の役割

10 指定地方公共機関について

指定地方公共機関として、医薬品卸売業の指定にあたり、県内の医薬品卸業
団体は法人格を取得していない。傘下事業者は、本社の籍が県外にあり、県
内には営業所がある状況である。都道府県ごとに指定地方公共機関として、指
定をするのか。その際は、都道府県ごとの指定にあたっての手続き方法で行っ
て問題ないか。

今般、５の回答のとおり指定地方公共機関の指定の考え方を整理
したこと等を踏まえ、医薬品卸売業の指定に関する考え方につい
ては、あらためて関係団体等と調整してまいりたい。

2
指定（地方）公

共機関
総論

新型インフルエ
ンザ等対策の実
施に関する基本
的な方針

- 指定（地方）公共機関の役割

法人格を持っていない医薬品卸業団体と都道府県において協定を結ぶことで、
指定地方公共機関に指定されない医薬品卸業団体にも指定地方公共機関と
同様の関係を担保するとの方針が出されましたが、この時の協定内容につい
て、ひな型を示していただきたい。

今般、５の回答のとおり指定地方公共機関の指定の考え方を整理
したこと等を踏まえ、医薬品卸売業の指定に関する考え方につい
ては、あらためて関係団体等と調整してまいりたい。

3
指定（地方）公

共機関
各論

未発生期
（４）予防・まん
延防止
（４）－１－５

32 （４）－１－５調査研究等
指定（地方）公共機関となる公共交通機関の運行について、調査研究を推進す
るとあるが、どのようなことを調査研究する予定なのか、現時点で分かれば教
えていただきたい。

まん延防止に関するガイドライン第３章１地域発生早期（３）③c公
共交通機関における対応に記載のとおり、主に新型インフルエン
ザ等緊急事態におけるさらなる方策の可能性について、今後国土
交通省を中心として検討することとなる。

4
指定（地方）公

共機関
各論

海外発生期
（６）国民生活及
び国民経済の
安定の確保

49
② 指定（地方）公共機関等は、その業
務計画を踏まえ、国及び都道府県と連
携し、事業継続に向けた準備を行う。

指定（地方）公共機関等の「等」は何を想定されているのでしょうか。
「指定公共機関等」とは、指定（地方）公共機関と登録事業者のこと
を指す。

5
指定（地方）公

共機関
Ⅲ

各段階における
対策
（１）実施体制

28

各期
（１）-2　② 国、都道府県、市町村、指定
（地方）公共機関は、相互に連携し、新
型インフルエンザ等の発生に備え、平素
からの情報交換、連携体制の確認、訓
練を実施する。（内閣官房、その他全省
庁）
　　　　ほか

複数の都道府県で事業を行う業者について、それぞれの都道府県が指定地方
公共機関として指定できないとされているが、いずれか１県が指定し、その他
の都道府県は、当該指定地方公共機関について行動計画に記載するととも
に、指定地方公共機関は、業務計画に関係する都道府県における計画を記載
することによって、各都道府県における指定地方公共機関としてみなすことは
可能か。
（事業を行う区域ごとに、当該都道府県が新型インフルエンザ等対策の総合調
整をしたり、指定した都道府県が中心となって他の都道府県における新型イン
フルエンザ等対策の総合調整をすることが考えられる。）
災害対策基本法、国民保護法の指定地方公共機関では、鉄道、バス等におい
て、重複して複数県による指定例があり、重複した指定も可としていただけない
か。

新型インフルエンザ等の発生時に一の指定地方公共機関に対し
複数の都道府県が総合調整・指示をする場合であっても、事前に
当該都道府県同士が調整することや政府対策本部長による総合
調整・指示により混乱を避けることができると考えられるため、同一
法人を複数の都道府県が指定地方公共機関として指定しても差し
支えない。
なお、指定に当たっては、特措法第２条第７号に基づき「あらかじめ
当該法人の意見を聴」くよう留意いただきたい。

新型インフルエンザ等対策政府行動計画に関する質問
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

6
行動計画の発

生段階
総論

Ⅲ　各段階にお
ける対策

- （全般）

政府行動計画の各段階における対策は、未発生期、海外発生期、国内発生早
期、国内感染期と分けられているが、国内発生早期、国内感染期には、地域未
発生期、地域発生早期、地域感染期が重複して含まれている。都道府県は、
地域の状況により対策をとることとなるが、各都道府県における統一した解釈
のためにも地域発生期ごとの対応について解説をお願いしたい。
※例えば、国内感染期と国内発生早期の差分が地域感染期の対応事項と解
釈してよいか。
　地域未発生期は、海外発生期及び国内発生早期（緊急事態宣言により実施
する事項を除く）の対応事項と解釈してよいか。
　
（都道府県の行動計画では、地域の発生期ごと（地域未発生期、地域発生早
期、地域感染期）に分けている例もある。）

発生段階の「状態」については、政府行動計画25ページに記載の
とおりである。個々の対策の具体的な実施時期は、段階の移行時
期とは必ずしも一致しないこと、当初の予測とは異なる状況が発生
する可能性もあることから、段階はあくまでも目安として必要な対
策を柔軟に選択し、実施するよう留意いただきたい。

7 有識者会議 総論

Ⅱ‐６．政府行動
計画の主要６項
目
（１）実施体制

13
都道府県における学識経験者の意見聴
取

有識者会議の構成員について、国は医学・公衆衛生等を含む幅広い分野の専
門家になっているのに対し、都道府県等は医学・公衆衛生の学識経験者になっ
ていますが、その理由はなぜでしょうか。また、定数に関して特段定めはないと
いうことでよろしいでしょうか

可能であれば、医学・公衆衛生学の学識経験者のみならず、その
他の学識経験者の意見を踏まえた上で、計画を作成していただき
たいと考えている。しかし、各都道府県、市町村の規模に応じて
は、その他の学識経験者等の意見を聴いた上で計画を作成するこ
とが困難な場合もあることから、政府行動計画では、最低限行って
ほしい「医学・公衆衛生学の学識経験者の意見を聴き、」を記載し
たものである。定数に関して特段の定めはなく、地域の実情等に応
じ判断いただきたい。

8 有識者会議 総論

Ⅱ－３　新型イ
ンフルエンザ等
対策実施上の
留意点

6 それぞれの行動計画及び業務計画

市町村の行動計画の策定に当たり、特措法第6条第5項により、感染症に関す
る専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴くこととされている
が、いわゆる有識者会議の設置は必須か。
また、例えば都道府県の保健所長は感染症に関する専門的な知識を有する者
として、解釈して良いか。
あるいは、都道府県の有識者会議において都道府県の行動計画に対して出さ
れた意見を踏まえて、市町村が計画を策定すれば、同項の規定をクリアしたこ
とになるか。

有識者会議の設置をしなくとも、あらかじめ、感染症に関する専門
的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴けば、特措
法の規定を満たすこととなるが、特措法の性格上、医学・公衆衛生
の専門家に限らず、可能な範囲で法律の専門家や経済界等にも
意見を聴くことが望ましい。都道府県の保健所長は感染症に関す
る専門的な知識を有する者として解釈してよいが、できれば外部
（公務員以外）の専門家から意見を聴くことが望ましい。市町村でも
学識経験者の意見を聴く必要があり、都道府県有識者会議の意見
を踏まえるだけでは不十分である。

9 有識者会議 総論

Ⅱ‐６．政府行動
計画の主要６項
目
（１）実施体制

13

都道府県、市町村においても、行動計
画の作成等に際し、医学・公衆衛生の
学識経験者の意見を聴き、発生時に
は、医学・公衆衛生の学識経験者の意
見を適宜適切に聴取することが求めら
れる。

市町村行動計画に係る学識経験者の意見聴取について、保健所の所管区域
内の市町が共同で学識経験者を選任して有識者会議を立ち上げ、当該有識者
会議に対し、当該区域内各市町の行動計画について意見を聴くことを検討して
いるが、このような方法で意見聴取を行うことは、特措法上・行動計画上、可能
であると考えるがどうか。

可能である。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

10 医療体制 各論
海外発生期
(5)-2 医療体制
の整備

48
①発生国からの帰国者であって、発熱・
呼吸器症状等を有する者について

当該帰国者の濃厚接触者の記載がない（発生早期にはあり）が、理由につい
て伺いたい。

海外発生期においては、発生国からの帰国者であって、発熱・呼
吸器症状等を有する者について、新型インフルエンザ等にり患する
危険性がそれ以外の患者と大きく異なるため、帰国者・接触者外
来にて診断を行うこととしているが、当該帰国者が患者と診断され
た場合には、国内発生早期となり、発生国からの帰国者や国内患
者の濃厚接触者であって発熱・呼吸器症状等を有する者が対象に
なると考えている。

11 医療体制 各論
未発生期
（５）医療

35
⑥ 都道府県等は、社会福祉施設等の
入所施設において、集団感染が発生し
た場合の医療提供の方法を検討する。

どのような場合に、例えばどのような方法を想定されているのか具体的にご教
示いただきたい。

集団感染が発生した場合に備え、社会福祉施設等や地域の医療
機関等と連携して、嘱託医等による投薬や医療機関への紹介等の
医療提供の方法について予め検討していただきたいと考えてい
る。

12 情報提供 各論
未発生期
（3）－2－③

31
③ 常に情報の受取手の反応や必要とし
ている情報を把握し、更なる情報提供に
いかす体制を構築する。

必要としている情報を把握する方法を具体的に示されたい。
更なる情報提供に生かす体制とは、どのように構築するのか示されたい。

平時からの新型インフルエンザ等の周知や対策の計画・立案等に
当たっての意見公募に際して、国民の意見を踏まえて、検討を行
い、更なる情報提供に生かしていただくことを意図している。

13 情報提供 各論
未発生期
（3）－2－④

31

④ 地域における対策の現場となる地方
公共団体や関係機関等とメールや電話
を活用して、さらに可能な限り担当者間
のホットラインを設け、緊急に情報を提
供できる体制を構築する。さらにイン
ターネット等を活用した、リアルタイムか
つ双方向の情報共有の在り方を検討す
る。

インターネット等を活用したリアルタイムかつ双方向の情報共有とは、どのよう
なイメージか。
検討については、いつ、どのような形で行い、いつあり方を示すのか。

例えば、インターネット回線を利用した会議を行うことが考えられ
る。
「インターネット等を活用した、リアルタイムかつ双方向の情報共有
の在り方を検討」については、今後検討していく。

14
都道府県行動

計画
総論 - - -

新型インフル特措法では、政府行動計画に都道府県が行動計画を作成する際
の基準となるべき事項を定める旨規定されている。
当方の理解力不足にも原因があると思われるが、その基準となるべき事項が
どの部分なのか判断ができない。明確に当該基準を示してほしい。（市町村行
動計画作成の基準を定める必要がある県行動計画を作成する際、どのような
表現で当該基準を明記すれば良いのか参考にしたい。）

政府行動計画において、「都道府県」、「都道府県等」、「市町村」が
実施すべき対策を記載しており、これら「都道府県」、「都道府県
等」、「市町村」を主語としている部分が基準となるべき事項であ
る。なお、国民保護法でも同様の解釈である。

15
都道府県行動

計画
総論 - - -

特別措置法では、政府行動計画で県行動計画の基準となるべき事項を定める
とされているが、今回作成された政府行動計画の具体的にどのような部分が
「基準」にあたるのか。都道府県、市町村などについて記載されている箇所など
が「基準」にあたるということか。

政府行動計画において、「都道府県」、「都道府県等」、「市町村」が
実施すべき対策を記載しており、これら「都道府県」、「都道府県
等」、「市町村」を主語としている部分が基準となるべき事項であ
る。なお、国民保護法でも同様の解釈である。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

16
都道府県行動

計画
総論 その他 - -

特措法第７条第五項の内閣総理大臣への報告、知事による助言、勧告は、内
閣官房新型インフルエンザ等対策室を経由して行うとのことだったが、県行動
計画完成後に報告することでよいのか。
事前に協議（照会）を行うことは可能か。
また、変更事項があった場合は、軽微な内容であっても法第７条９項に基づき
する必要があるのか。

都道府県行動計画がある程度形になったタイミング（例えばパブ
リックコメント実施時）に当室までご連絡をお願いできればと考えて
おり、事前に照会をいただくことは可能である。また軽微な内容で
あっても都道府県行動計画の変更等がなされる場合は法第７条９
項に基づき同条３項から８項までに基づく手続きを行う必要があ
る。

17
都道府県行動

計画
各論 未発生期 28 (1)-2③国は～支援する。

都道府県行動計画、市町村行動計画等の作成にあたり、同項に記載の「支援」
とは具体的には何を指すのか伺いたい。

都道府県行動計画等の作成に関する説明会の開催などを想定し
ている。

18
都道府県行動

計画
各論 未発生期 28

(1)-1 政府行動計画等の作成
特措法第７条第４項、第５項、第６項
県計画作成時の内閣総理大臣への報
告について

国民保護計画等と異なり、あらかじめ内閣総理大臣に対して協議することは不
要であると考えるが、当該報告については、具体的にはどのタイミングで行うべ
きか。（第６項の議会報告等と並行して行えばよいか）
国民保護計画等に準じ、事前審査・協議等を考えているのであれば、具体的な
作業の流れ及び要する時間等について示していただきたい。

報告については議会報告と同時に行っても差し支えないが、都道
府県行動計画がある程度形になったタイミング（例えばパブリックコ
メント実施時）で当室までご連絡をお願いできればと考えている。

19
都道府県行動

計画
各論

国内感染期
（６）－３－７－
④

69
（生活関連物資等の価格の安定等）
④「国、都道府県は・・・・、それぞれの行
動計画で・・・・。」

生活関連物資の適正な流通については、それぞれの行動計画で定めるとある
が、当該行動計画では具体的な記載はない。各省庁にて行動計画を作成する
と聞いているが、いつの時点で、どのように提示されるのか。また、各省庁の作
成する行動計画と今回の政府行動計画の位置づけについて伺いたい。

この記載における国の行動計画は、「新型インフルエンザ等政府
行動計画」（平成25年６月７日）であり、都道府県及び市町村にお
いても行動計画の作成について検討いただきたい。なお、各省庁
において、個別に行動計画作成を求めているものではない。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

20
市町村計画モ

デル
総論 - - -

以前から話が出ていた「市町村行動計画モデル」は、いつ頃提示してもらえる
のか。（市町村では、早期の当該モデルの提示を求めており、かつ、本県として
も、市町村に指導していくに当たり最も有用な資料だと考えている。）

21
市町村計画モ

デル
総論 - - -

国において、市町村行動計画のモデルを示していただくとされているが、いつ
お示しいただけるのか。

22
市町村計画モ

デル
総論

Ⅱ－３　新型イ
ンフルエンザ等
対策実施上の
留意点

6 それぞれの行動計画及び業務計画
市町村及び指定(地方)公共機関は、行動計画又は業務計画の策定義務が課
されるが、事務負担の軽減のため、それらのひな形を提示していただきたい。

23
市町村計画モ

デル
総論

Ⅱ-5.4.指定公
共機関の役割
【市町村】

9 市町村行動計画について
市町村行動計画作成にあたって、ひな形の提示はあるか。また市町村行動計
画の策定にあたって、期限はあるか。

24
市町村計画モ

デル
各論

Ⅲ．未発生期
(1)-2③

28

③ 国は、都道府県行動計画、市町村行
動計画、指定（地方）公共機関における
業務計画の作成、(中略)を支援する。
（内閣官房、厚生労働省、関係省庁）

市町村行動計画のモデルが示される時期をお示しいただきたい。

25
市町村計画モ

デル
各論

Ⅲ　未発生期
（１）－２③

28

国は、都道府県行動計画、市町村行動
計画、指定（地方）公共機関における業
務計画の作成、新型インフルエンザ等
対策に携わる医療従事者や専門家、行
政官等の養成等を支援する。

市町村行動計画のモデルの作成時期の明示をお願いします。

26
市町村計画モ

デル
各論

未発生期
（４）予防・まん
延防止
(4)-2-5-2③

34
国は市町村における接種体制につい
て、具体的なモデルを示すなど、技術的
な支援を行う。

これまでに、市町村も年度内に行動計画を策定するよう説明があったと思う
が、住民接種にかかる部分の比重が大きく、県内市町村から具体的なモデル
の提示時期について、照会がある。いつごろ接種体制に係るモデルを提示して
いただけるか。また、市町村行動計画のモデル提示についても検討していると
説明を受けているが、いつ頃の提示となるのか。

27
市町村計画モ

デル
各論

未発生期
（１）実施体制
(1)-1 政府行動
計画等の作成

28

国、都道府県、市町村、指定（地方）公
共機関は、特措法の規定に基づき、
発生前から、新型インフルエンザ等の発
生に備えた行動計画又は業務計画の策
定を行い、必要に応じて見直していく。

中間取りまとめの質疑でもありましたが、市町村行動計画モデル案の提示の
予定はいつ頃でしょうか。

市町村行動計画の作成に係る支援策については現在検討中であ
り、提示の時期等については現段階で未定である。速やかにお示
しできるよう努力してまいりたい。
なお、市町村行動計画については都道府県行動計画策定後速や
かに作成することが望ましい。

5



行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

28
業務計画、

BCP
総論

Ⅱ‐５．対策推進
のための役割
分担
６　登録事業者

11
重要業務の事業継続などの準備を積極
的に行う

登録事業者は、事業の継続を求められることから、ＢＣＰの策定を行うことにな
るが、小規模な診療所などの事務負担の軽減のため、ＢＣＰのひな形を提示し
ていただきたい。

各業種により内容が異なるため、モデルを示すことは困難である
が、業種に応じて作成されているものもあるので、それらを参考い
ただきたい。

29
業務計画、

BCP
各論

未発生期
（６）-１

36
国及び都道府県は、指定（地方）公共機
関に対して、（中略）業務計画等の策定
を支援し、その状況を確認する。

法第９条第４項において、指定地方公共機関は業務計画を策定したときは、速
やかに関係都道府県知事及び関係市町村長に通知することになっている。
当県で想定する指定地方公共機関は、その業務エリアが県下全域を対象とす
ることから、関係市町村とは全市町村になりそうだが、解釈をどのようにすれば
よいのでしょうか。

ご指摘のような場合には全市町村が指定地方公共機関と連携す
ることが望ましいことから、全市町村に通知していただきたい。

30
業務計画、

BCP
各論

Ⅱ－６（４）(ウ）
ⅱ）特定接種
ⅱ－１）

18 特定接種
指定（地方）公共機関においても登録事業者としての登録が必要との理解でよ
ろしいでしょうか。その場合、提出すべきBCPは、国、県に提出する業務計画で
よろしいでしょうか。

指定（地方）公共機関と登録事業者は別制度であり、指定（地方）
公共機関が作成する業務計画と登録事業者が登録の要件として
作成する業務継続計画（ＢＣＰ）は異なるものである。したがって、
指定（地方）公共機関においても登録事業者として登録する場合
は、ＢＣＰの作成が必要である。
なお、業務計画にＢＣＰで盛り込まなければならない事項が記載さ
れていれば、当該業務計画を作成することでBCPに代えることがで
きると考えている。

31
業務計画、

BCP
各論

未発生期
(6)-1　業務計画
等の策定

36
①国及び都道府県は、指定（地方）公共
機関に対して、～略～業務計画等の策
定を支援し、その状況を確認する。

指定地方公共機関の指定について、企業の理解と同意が必要となるが、国
は、監督省庁を通じて登録の必要性や業務計画の策定などの周知はしていた
だけるのか。

指定（地方）公共機関制度、業務計画作成については引き続き周
知を行っていきたい。ただし、指定地方公共機関の指定について
は、都道府県知事の権限において指定するものであるため、都道
府県から周知をお願いしたい。

32
業務計画、

BCP
各論

未発生期
(6)-1　業務計画
等の策定

36
①国及び都道府県は、指定（地方）公共
機関に対して、～略～業務計画等の策
定を支援し、その状況を確認する。

鉄道、路線バスの運営団体やガス会社等の業務に関しては、都道府県は所管
をしていないが、監督省庁は業務計画策定の技術的助言は行うのか。

特措法第9条第5項により、指定地方公共機関は業務計画を作成
するため必要があると認めるときは指定行政機関の長等に対し、
資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めること
ができる。

33
業務計画、

BCP
各論

未発生期
(4)-1-5　調査研
究等

32 (4)-1-5　調査研究等

公共交通機関の指定（地方）公共機関の指定について、所管省庁を中心として
調査研究を行い、行政や事業者の対応方針を検討するとあるが、当該指定
（地方）公共機関が業務計画を作成するにあたり、当該対応方針を業務計画に
反映していただく必要があると考えるが、現状について伺いたい。なお、方針が
示されない段階で業務計画の作成を求める場合、留意する点についてあわせ
て伺いたい。

まん延防止に関するガイドライン第３章１地域発生早期（３）③c公
共交通機関における対応に記載のとおり、主に新型インフルエン
ザ等緊急事態におけるさらなる方策の可能性について、今後国土
交通省を中心として検討することとなる。

現時点においては、本ガイドラインにおける「第3章　各段階におけ
るまん延防止対策」等を参考にされたい。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

34
業務計画、

BCP
各論

未発生期
(5)-2 国内感染
期に備えた医療
の確保

35
①医療機関の特性や規模等に応じた診
療継続計画の策定を要請し、マニュア
ルを示すなど

全ての医療機関に対する診療継続計画策定マニュアル等はいつ頃示されるの
か。また、この診療継続計画は、登録事業者におけるＢＣＰと同義と考えて良い
か。

特定接種の対象となっている医療機関は、「予防接種に関するガイ
ドライン」に基づき、BCPを策定することとされている。したがって診
療継続計画にBCPで盛り込まなければならない事項を記載してい
ただければ、当該診療継続計画を作成することでBCPに代えること
ができると考えている。

35
業務計画、

BCP
各論

未発生期
（１）実施体制

28

国、都道府県、市町村、指定（地方）公
共機関は、特措法の規定に基づき、発
生前から、新型インフルエンザ等の発生
に備えた行動計画又は業務計画の策定
を行い、必要に応じて見直していく。

行動計画及び業務計画の策定に関して注意すべき点についてお示しされた
い。

今後都道府県で検討が求められる主な事項については、別にお示
ししたとおり。

36
業務計画、

BCP
各論

未発生期
（１）実施体制

28

国は、国における取組体制を整備・強化
するために、新型インフルエンザ等閣僚
会議及び関係省庁対策会議の枠組を通
じて、初動対応体制の確立や発生時に
備えた中央省庁業務継続計画の策定の
対策のフォローアップを進める。

災害対策においてもBCPを作成されていると思慮するが、特に特措法における
BCPの特質と作成上の注意点等をお示しされたい。

「事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライン」
（175ページ)を参照されたい。

37 備蓄 各論

未発生期
（６）国民生活及
び国民経済の
安定の確保
(6)-5

37 物資及び資材の備蓄等
指定地方公共機関についても、対策に必要な医薬品その他の物資及び資材
等を備蓄等するとされているが、これらに係る費用についての助成制度（補助
金等）を創設する考えはおありか。

プレパンデミックワクチンについては国が備蓄、また、抗インフルエ
ンザウイルス薬については国と都道府県の役割分担の下備蓄して
いるが、それ以外の物資及び資材については、指定地方公共機関
の判断・責任の下で必要な物資等を備蓄していただくこととなる。
ただし、人工呼吸器、個人防護具、簡易陰圧装置などの整備につ
いては、保健衛生施設等施設・設備整備費補助金において補助対
象としている。７月16日の説明会で厚生労働省より別途説明する。

38 備蓄 各論
未発生期
（５）医療(5)-8

36 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 現在備蓄しているタミフルの有効期限延長の判断時期をお示しいただきたい。

「抗インフルエンザウイルス薬タミフルカプセル75の有効期間の延
長について」（平成25年7月1日付け厚生労働省医薬食品局審査管
理課長通知）でお示ししたとおり、タミフルの使用期限は10年に延
長されたところである。

39 備蓄 各論
未発生期
(5)-4　医療資機
材の整備

35

国及び都道府県等は、必要となる医療
資機材（個人防護具、人工呼吸器等）を
あらかじめ備蓄・整備する。国は都道府
県等に対し、医療機関において、必要な
医療資機材や増床の余地に関して調査
を行った上、十分な量を確保するよう要
請する。

１　都道府県等において、医療機関において必要となる医療資機材を確保する
との理解でよろしいでしょうか。その場合、前半部分でも国及び都道府県等は
あらかじめ備蓄・整備するとなっていますが、これは医療機関以外という理解で
よろしいでしょうか。
２　国からの要請について、調査すべき項目、方法等について示されるのでしょ
うか。
３　要請に基づき、備蓄する医療資機材について国からの補助があるのでしょ
うか。

1　都道府県等が、医療機関において、必要となる医療資機材を確
保するものであり、地域の実情に応じて、整備をすすめていただき
たいと考えている。
2  医療機関において、必要な医療資機材や増床の余地に関して
調査を行うものとしており、国からも必要に応じて調査すべき項目
や方法をお示しすることがあると考えている。
3  保健衛生施設等施設・設備整備費補助金は人工呼吸器、個人
防護具、簡易陰圧装置などの整備についても、補助対象としてお
り、適宜活用していただきたい。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

40 備蓄 各論
未発生期
（５)-4医療資機
材の整備

36

国及び都道府県等は、必要となる医療
資器材（個人防護具、人工呼吸等）をあ
らかじめ備蓄・整備する。国は、都道府
県等に対し、医療機関において、必要な
医療資器材や増床の余地に関して調査
を行った上、十分な量を確保するよう要
請する。

必要な医療資器材の備蓄に対して、国の財政措置は予定しているのか。
特に、今年度も使用期限を迎える備蓄物を更新する予定があるが、国の財政
措置はあるのか。

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金は人工呼吸器、個人防
護具、簡易陰圧装置などの整備についても、補助対象としており、
適宜活用していただきたい。
また、　「抗インフルエンザウイルス薬タミフルカプセル75の有効期
間の延長について」（平成25年7月1日付け厚生労働省医薬食品局
審査管理課長通知）でお示ししたとおり、タミフルの使用期限は10
年に延長されたところである。

41 政府対策本部 総論 - - -

新型インフルエンザが発生しても、病原性が季節性と同程度以下であれば、政
府行動計画は立ち上がらず、感染症法に基づく対応をすることとなっている
が、政府行動計画の立ち上がらない場合の対応も、行動計画の中に含まれて
いるのか。

以下ケースの状態の中での対応が、行動計画（国内発生早期、国内感染期
等）に含まれているという理解でよいか。
①新型インフルエンザ等が発生したが、政府対策本部が立ち上がっていない
状態
②新型インフルエンザ等が発生し、政府対策本部が立ち上がったが、緊急事
態宣言が発出されていない状態（かつ、病原性が弱い状態）
③新型インフルエンザ等が発生し、政府対策本部が立ち上がったが、緊急事
態宣言が発出されていない状態（かつ、病原性が高いが、まん延させるおそれ
が低い状態）
④新型インフルエンザ等が発生し、政府対策本部が立ち上がり、緊急事態宣
言が発出されている状態

ご指摘のすべてのケースにおける対策を盛り込んでいる。発生時
にどのような対策を選択するかどうかは、発生時に、発生した新型
インフルエンザ等の特性を踏まえ判断する。

42 特定接種 各論

未発生期
(4)-2-4 基準に
該当する事業者
の登録

33 基準に該当する事業者の登録
登録接種に係る事業者登録について、登録実施要領を作成するとあるが、い
つ頃示されるのか。また、事業者への周知の考え方についてもお示しいただき
たい。

実施要領の策定時期は、未定である。今後速やかにお示しできる
よう努めてまいりたい。
また事業者への周知については「予防接種に関するガイドライン」
に記載のとおり担当府省庁を通じて地方公共団体の協力を得なが
ら行っていきたいと考えており、詳細は今後策定予定の実施要領
においてお示ししたい。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

43 特定接種 各論
国内感染期
（５）医療

66

帰国者・接触者外来、帰国者・接触者相
談センター及び感染症法に基づく患者
の入院措置を中止し、新型インフルエン
ザ等の患者の診療を行わないこととして
いる医療機関等を除き、原則として一般
の医療機関において新型インフルエン
ザ等の患者の診療を行う。

新型インフルエンザ等の患者の診療を行わない医療機関は特定接種の登録
事業者に該当しないと思うが、「あらかじめ新型インフルエンザ等の患者の診
療を行わないこととしている医療機関等」は登録事業者になれないのか。ご教
示ください。

政府行動計画77ページの重大・緊急医療型に該当する場合は、特
定接種の対象となり得る。

44 特定接種 各論
未発生期
（４）予防・まん
延防止

33
（４）－２－４基準に該当する事業者の
登録

国の出先機関のうち、とりわけ地方厚生局はどのような役割を担われるのか。
特定接種に関する関係機関の役割については、今後策定予定の
実施要領において提示したいと考えている。

45 特定接種 各論
海外発生期
（４）予防・まん
延防止

46 ワクチンの供給、特定接種

「特定接種」のワクチンの流れ(流通)はどのようになるのか。特定接種において
は、ワクチンは都道府県へ提供等となる場合もあるのか。
(特定接種におけるワクチン配分・流れのフロー図やそのスケジュール等詳細
についてのお示しはあるのか。）

予防接種に関するガイドライン第３章の２②のとおり、ワクチン販売
業者及び卸売販売業者を通じてワクチンの接種場所に納入するこ
ととしている。具体的には、実施要領において定める予定である。

46
医療の要請・

指示
各論

Ⅱ新型インフル
エンザ等対策の
実施に関する基
本的な方針
Ⅱ-6政府行動
計画の主要６項
目

23

（５）医療（エ）医療関係者に対する要
請・指示、補償
　新型インフルエンザ等の患者等に対
する医療の提供を行うため必要がある
と認めるときは、医師、看護師等その他
の政令で定める医療関係者に対し、都
道府県知事は医療を行うよう要請等を
することができる。（略）

この要請・指示は、指定地方公共機関や協力医療機関も含み、全ての医療機
関が対象となるという理解でよいか。
また、一般の医療機関で診療する体制に切り替われば、要請の必要がないと
いう理解でよいか。

国、都道府県、指定公共機関、指定地方公共機関等の医療関係
者等をもってしてもなお不十分なおそれがあるときを想定している
が、ご指摘のとおり、全ての医療関係者が対象になり得ると考えて
いる。また、国内感染期で一般の医療機関で診療する体制におい
ても、必要に応じて要請・指示は行うものと考えている。

47
医療の要請・

指示
各論

Ⅱ新型インフル
エンザ等対策の
実施に関する基
本的な方針
Ⅱ-6政府行動
計画の主要６項
目

23

（５）医療（エ）医療関係者に対する要
請・指示、補償（略）
　都道府県は、国と連携して、要請等に
応じて患者等に対する医療を行う医療
関係者に対して、政令で定める基準に
従い、その実費を弁償する。また、医療
の提供の要請等に応じた医療関係者
が、被害を被った場合には、政令で定め
るところにより、その者又はその者の遺
族若しくは被扶養者に対して補償をす
る。

この補償の対象となるのは個別の要請や指示に基づくものという理解でよい
か。
医療機関全体に一般的に新型インフルエンザ患者に対する医療行為を要請し
た場合（一般の医療機関で診療する体制に切り替える場合など）にも補償の対
象となるのか。
また、一般の医療機関が帰国者・接触者外来での診療体制時に個別の要請に
基づかず新型インフルエンザ患者に医療行為を行い、被害を被った場合は補
償の対象外という理解でよいか。

特措法第 31 条の要請等に従って医療等を行った場合に、特措法
第62条および第63条による補償の対象となる。それ以外の場合に
は、ご指摘の通り、特措法第62条および第63条による補償の対象
外となる。

48
医療の要請・

指示
各論

国内感染期
（５）医療

66

（地域感染期の地域（都道府県）におけ
る対応）
①「・・・・・原則として、一般の医療機関
において・・・・・」

海外発生期や国内発生早期において、帰国者・接触者外来以外の医療機関を
患者が受診した場合に、その医療機関については、要請に基づく補償の対象と
なるか。また、国内感染期において、「原則として一般医療機関において診療」
とした場合は、従事要請、補償の対象となるかか解釈について伺いたい。

特措法第 31 条の要請等に従って医療等を行った場合に、特措法
第62条および第63条による補償の対象となる。それ以外の場合に
は、特措法第62条および第63条による補償の対象外となる。

49
施設の使用制

限
各論

未発生期
（４）-1-2

31

「また、国及び都道府県は、新型インフ
ルエンザ等緊急事態における施設の使
用制限の要請等の対策について周知を
図るための準備を行う。」

「周知」ではなく「周知を図るための準備」とされているが、具体的にどのような
内容か。学校、幼稚園等対象施設のリストアップを行うことやその他どのような
ことが考えられるか。

新型インフルエンザ等発生時に施設の使用制限等を円滑に行うた
めの周知方法の検討等が考えられる。

9



行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

50
施設の使用制

限
各論

国内発生早期
及び国内感染
期
(4)-4 緊急事態
宣言がされてい
る場合の措置

56

都道府県は、・・・特措法第24条第9項の
要請に応じず、公衆衛生上の問題が生
じていると判断された施設に対し特措法
第45条第2項に基づき・・・要請を行う。

「公衆衛生上の問題が生じている」と判断する際の例示等あれば示していただ
きたい。

施設の使用が制限されていないことで、施設に多数の者が集まる
ことにより、新型インフルエンザ等のまん延が懸念されるような状
況を指す。

51 住民接種 各論
未発生期
（４）予防・まん
延防止

34

②市町村は、円滑な接種の実施のため
に、あらかじめ市町村間で広域的な協
定を締結するなど、居住する市町村以
外の市町村における接種を可能にする
よう努める必要がある。そのため、国及
び都道府県は、技術的な支援を行う。

「協定を締結するなど」とあるが、ほかにどのようなことを想定しているのか。
国、都道府県がそれぞれ行う技術的な支援とはどのようなことを想定している
のか。
これまであらゆる場を通じて危機管理法制であること等を踏まえ、市町村間で
の協定締結ではなく、国レベルでの適切な処置を求めてきたことに応えられて
いないと考えるが、国としてどのようにお考えか。

住民接種については、市町村が実施主体と定められており、その
円滑な運営については、都道府県や厚生労働省の協力を得て、接
種体制の構築を図ることとされている。
都道府県には、たとえば、住民接種のための医療機関や医療従事
者の確保に関する広域的な調整や、効率的なワクチン供給の調整
の体制整備等についての要請があった場合の協力などが想定さ
れる。
このため、あらかじめ、市町村は、都道府県と連携しながら、事前
の準備として協定の検討を進めていただきたいと考えている。
国としては、市町村における住民接種の体制については、厚生労
働科学研究班において工夫事例等を含めた手引きを作成する予
定である。

52 住民接種 各論

未発生期
予防・まん延防
止
(4)-2-5-2

34

②市町村は、円滑な実施のために、あら
かじめ市町村間で広域的な協定を締結
するなど、居住する市町村以外での市
町村における接種を可能にするよう努
める必要がある。そのため、国及び都道
府県は技術的な支援を行う。

広域的な接種については問題点も多いため、当県では、接種場所を原則として
居住市町に限るとして行動計画を策定しようと考えているが、政府行動計画上
問題はないか。

住民接種の実施主体である管内市町村と十分に調整した上で策
定することが必要である。

53 住民接種 各論
国内発生早期
（４）予防・まん
延防止

55
区域内に居住するものを対象に集団的
接種を行う。

緊急事態宣言が出されていない際の予防接種（新臨時接種）について病原性
が低く、感染力が弱い場合には、集団接種の効果が低いと思われる。
その場合は、医学的ハイリスク者や希望するものなど、限定した対象者に対す
る接種での対応がいいのではないか。
また、自己負担での集団接種は、現実的に至難である。接種率も低下すること
が考えられるため、個別接種での対応をお願いしたい。

ワクチン製造の効率性から大部分が10mlなどの大きなバイアルで
供給されるため、住民接種は原則、集団的接種としている。
緊急事態宣言が出されない場合であっても、対象は原則、全住民
とされているが、発生時には接種順位の考え方が提示されるもの
と考えており、これに対応した住民接種の体制を構築する必要が
ある。
国としては、市町村における住民接種の体制については、厚生労
働科学研究班において工夫事例等を含めた手引きを作成する予
定である。

54 住民接種 各論
国内発生早期
（４）-3-1 55

③「原則として、当該市町村の区域内に
居住する者を対象に集団的接種を行う」

県行動計画に記載する場合、「原則として、当該市町村に住民票を置く者を対
象に」との表現にしてもさしつかえないか。
国内感染期では、「市町村は予防接種法第6条第3項に基づく新臨時接種を進
める。」と具体的に記載されているが、国内発生早期において同様の記載をし
ないのは、その時点で病原性等の状況が判明していないことが考えられるから
か。

住民接種については、市町村が実施主体と定められており、その
円滑な運営については、都道府県や厚生労働省の協力を得て、接
種体制の構築を図ることとされている。
管内市町村と十分な協議のもとに調整が必要と考えられる。
予防接種法第6条3項に基づく新臨時接種については貴見の通り。

55 ワクチン 各論
未発生期
(4)-2-2

32 ワクチン確保
鳥インフルエンザＡ（Ｈ７Ｎ９）のワクチン製造状況について可能であればご教
示いただきたい。
現在のパンデミックワクチン製造体制についての現状をご教示いただきたい。

鳥インフルエンザHA(H7N9)のワクチンについては、現在、国立感
染症研究所において、ワクチン製造用候補株の開発を行っている
ところ。
新型インフルエンザワクチンの生産体制については、全国民分の
新型インフルエンザワクチンを約半年で生産するワクチン生産体
制の構築に取り組んでいるところ。
現在、３事業者が事業を実施しており、平成25年度中の実用化を
目指し、薬事承認の取得に向けて取り組んでいる。また、平成24年
11月に、１事業者が撤退したことから、不足する2,500万人分につ
いて追加公募を実施している。
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行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

56
帰国者・接触

者外来
各論

国内発生早期
(5)-1 医療体制
の整備

57 医療体制の整備
患者が増加してきた段階に、帰国者・接触者外来から一般の医療機関での診
療への移行について、基本的対処方針等諮問委員会の意見を聴くとあるが、
都道府県の判断において、国との協議が必要となるということか。

医療体制に関するガイドライン第３章１（１）ア）②bにあるとおり、都
道府県等の判断により、移行していただきたいと考えている。した
がって、必ずしも国との協議が必要ではないが、必要に応じて、予
め国に協議していただきたいと考えている。

57 予防投与 各論
国内感染期
（４）-1③

64
患者の同居者に対する予防投与につい
ては、その期待される効果を評価した上
で継続の有無を決定する。

予防投与が有効と判断され、効果が期待されるとして、予防投与の継続が決
定されたとき、患者の同居者に対する費用の負担はどこが請け負うか。（医療
機関が判断し、保険適用外で自己負担となるのか）

保険適応外であり、自己負担であると考えている。

58
まん延防止対

策
各論

国内発生早期
（４）予防・まん
延防止

54

ウイルスの病原性等の状況を踏まえ、
必要に応じて、学校・保育施設等におけ
る感染対策の実施に資する目安を示す
とともに、学校安全法に基づく臨時休業
（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）を適切に行
うよう学校の設置者に要請する。

目安は都道府県等で定めるのではなく、国において定められたものを都道府
県等が示すと考えているがいかがか。

貴見の通り。

59
まん延防止対

策
各論

国内発生早期
国内感染期
（４）予防・まん
延防止

54

ウイルスの病原性等の状況を踏まえ、
必要に応じて、学校、保育施設等におけ
る感染対策の実施に資する目安を示す
とともに、学校保健安全法に基づく臨時
休業（学級閉鎖、学年閉鎖、休校）を適
切に行うよう学校の設置者に要請する。

臨時休業の要請について、学校保健安全法に基づく施設（学校・幼稚園）のみ
の記述しかないが、通所の福祉施設への臨時休業の要請を行うことを否定し
ている訳でないと理解しているが、見解相違はないか。（緊急事態宣言を発出
する前に、通所の福祉施設への臨時休業の要請を任意で行っても問題ない
か。）

法的根拠がある対策としては、特措法45条及び学校保健安全法
以外に、特措法第24条第９項に基づき必要な協力の要請をするこ
とも可能であるが、同法第５条の基本的人権の尊重を十分に考慮
の上、判断いただきたい。

60 サーベイランス 各論
小康期
（２）サーベイラ
ンス・情報収集

74

①国は、通常のサーベイランスを継続す
る。
②国は、再流行を早期に探知するた
め、学校等での新型インフルエンザ等の
把握を強化する。

学校等でのサーベイランスを強化するとあるが、これはいつまで続けるのか。
（そもそも緊急事態解除宣言が発出されれば対策本部が廃止されるがどこが
判断するのか。）

小康期のサーベイランスの強化は、再流行を早期に探知すること
を目的に実施するものであり、その期間については、流行の状況を
見極めながら適宜判断していくこととする。

61 予算 各論
未発生期
（５）医療

35
36

（５）－３-②　医療従事者等に対する研
修や訓練
（５）－４　医療資機材の整備
（５）－５　②　検査体制の整備

これらについて、Ｈ２６年度予算計上を検討しているが、新型インフルエンザ等
対策に関する国の予算措置があれば情報提供をお願いします。

人工呼吸器、個人防護具、簡易陰圧装置などを整備するために保
健衛生施設等施設・設備整備費補助金を設けているところである。
なお、平成26年度予算要求は、概算要求後に速やかにお示しした
い。

62 WHOフェーズ 総論

Ⅱー７発生段階
（参考）新型ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞにおける政
府行動計画の発
生段階とWHOに
おけるｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
のﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸﾌｪｰｽﾞ
の対応表

26 ＷＨＯのフェーズ

この対応表は、ＷＨＯのフェーズ改訂前に作成されたものであり、今後策定す
る都道府県計画では改訂後のＷＨＯのフェーズに対応させる必要があるものと
考えられます。そこで、改訂後のＷＨＯの各フェーズ１（通常期）、２（警戒期）、
３（パンデミック期）、４（移行期）は、行動計画の未発生期～小康期までの段階
とどのように対応すると考えればよいでしょうか。

本対応表については参考としてお示ししたものである。
新型インフルエンザの発生段階について、WHO新フェーズと１対１
で対応させるのではなく、発生時に有識者の意見を聴きながらリス
クアセスメントを行うことで対応する。

63 WHOフェーズ 総論

新型インフルエ
ンザ等対策の実
施に関する基本
的な方針

26 フェーズの対応表
ＷＨＯがインフルエンザ感染に関する警戒レベルの新定義を公表し、警戒段階
が簡素化されるが、このことに関して政府行動計画を見直しすることは考えて
おられますか。

現行の政府行動計画では、新型インフルエンザ発生に係るWHOの
フェーズについて、「フェーズ4宣言若しくはそれに相当する公表」と
の規定をしており、政府行動計画の見直しを直ちに行う必要はない
と考えている。

11



行動計画

番号 内容 分類 段落名 頁 該当部分 内容 回答

64 WHOフェーズ 各論 海外発生期
38
42

(1)-1②
(4)-2①②
(4)-3-1①

WHOのフェーズ見直しにより、従来のフェーズ1～6の概念はなくなったため、現
行計画中「フェーズ４の宣言若しくはそれに相当する公表」による厚生労働大
臣の発生公表や感染症危険情報の発出については、「それに相当する公表」
により行うこととなると考える。この「それに相当する公表」とは、現時点では具
体的にどのような内容を想定しているか。

6月10日にWHOが発表したリスクマネージメントガイドライン（暫定版）に
おける新しいパンデミックフェーズの基準は、新型インフルエンザウイル
スの世界的な拡がりに応じて「パンデミックとパンデミックの間の時期
（Interpandemic phase）」「警戒期（Alert phase）」「パンデミック期
(Pandemic phase)」「移行期（Transition phase）」の４段階とし、新型インフ
ルエンザウイルスの世界の平均的な流行状況を各国が理解するために
使用するものとしている。
新型インフルエンザ等対策政府行動計画には、「WHO が新型インフルエ
ンザのフェーズ４の宣言若しくはそれに相当する公表又は急速にまん延
するおそれのある新感染症の発生を公表した場合には、厚生労働大臣
は、新型インフルエンザ等が発生した旨を公表する」こととしており、WHO
及び発生国の公表により持続的なヒトーヒト感染等が確認されれば、厚
生労働大臣は、新型インフルエンザ等の発生を公表するものと考えてい
る。

65 その他 総論 - - -

これまでも意見や質問を受け付け、パブリックコメントも実施した上で公示され
た政府行動計画について、現時点で改めて質問を受け付ける趣旨は何か。
（今後、都道府県行動計画等を作成する際に疑義等が生じた段階等で随時質
問を受け付ければ良いのではないか。）

都道府県行動計画の作成等に当たっての質問や市町村等への説
明の際の応答ぶり等を文書の形としてまとめたもの。

66 その他 総論 - - 行動計画全般

パブリッコメント前の政府行動計画案では「感染拡大防止策」等と表記されてい
る箇所が「まん延防止対策」「感染対策」等の表記に変更されているが、理由に
ついて伺いたい。また、県計画作成にあたり、当該用語の使い分けの注意点等
があれば教示願いたい。

特措法の文言に合わせるため、「まん延」との単語に変更を行った
ものである。これに伴い、他の単語を見直したところであるが、「感
染対策」は個人や職場など一定の範囲における感染予防策・感染
防止策の総称であり、「まん延防止対策」は流行のピークをできる
だけ遅らせ、またそのピーク時の患者数等を小さくすることであり、
感染対策より広い範囲における対策や感染対策の総称のことであ
る。

67 その他 各論
未発生期
（４）予防・まん
延防止（４）-1-1

31 「感染対策」
「感染対策」とは、「感染予防策」と「感染拡大防止策」を含めた概念ということ
でよいか。

特措法の文言に合わせるため、「まん延」との単語に変更を行った
ものである。これに伴い、他の単語を見直したところであるが、「感
染対策」は個人や職場など一定の範囲における感染予防策・感染
防止策の総称であり、「まん延防止対策」は流行のピークをできる
だけ遅らせ、またそのピーク時の患者数等を小さくすることであり、
感染対策より広い範囲における対策や感染対策の総称のことであ
る。

68 その他 総論 全体 - 全体

これまでいただいた質疑応答の中で、以前の回答とニュアンスが異なってきた
ものがいくつかあると思います。今後の事務を進める上で、参考として行きたい
ので、これまでの質疑に係る最終的な応答をとりまとめた応答集をいただきた
い。

公表している資料及び都道府県宛に配布・送付した資料をご参照
いただき、その上でなお不明な点がある場合はお問い合わせいた
だきたい。
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都道府県からのご質問に対する回答 

【ガイドライン】 
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

1 総論 － － －
これまでいただいた質疑応答の中で、以前の回答とニュアンスが異なってきたも
のがいくつかあると思います。今後の事務を進める上で、参考として行きたいの
で、これまでの質疑に係る最終的な応答をとりまとめた応答集をいただきたい。

公表している資料及び都道府県宛に配布・送付した資料をご参照いただき、その上でなお不明な
点がある場合はお問い合わせいただきたい。

2 総論 － － －
パブリッコメント前のガイドライン案では「感染拡大防止策」等と表記されている箇
所が「まん延防止対策」「感染対策」等の表記に変更されているが、理由について
伺いたい。また、当該用語の使い分けの注意点等があれば教示願いたい。

特措法の文言に合わせるため、「まん延」との単語に変更を行ったものである。これに伴い、他の
単語を見直したところであるが、「感染対策」は個人や職場など一定の範囲における感染予防策・
感染防止策の総称であり、「まん延防止対策」は流行のピークをできるだけ遅らせ、またそのピー
ク時の患者数等を小さくすることであり、感染対策より広い範囲における対策や感染対策の総称
のことである。

3 総論 － －

①福祉施設
②保育施設等
③高齢者施設等
④多数の者が居住する施設等

行動計画やガイドラインに記載されている、用語の定義を例示を含めて、具体的
に示していただきたい。

それぞれの用語について、特に定義はなく、例えば①については、社会福祉施設を包括的に指す
ものであり、具体的には救護施設、特別養護老人ホーム、児童養護施設等が想定される。

4
サーベ

イ
第2章３．（１）

ウ）
14

ウ） 実施期間
海外発生期、国内発生早期及び
小康期（国内感染期には報告対
象施設の大学･短大への拡大は
中止するが、国内感染期であっ
ても地域未発生期・地域発生早
期の都道府県等においては、集
団発生の患者の検体の分析は
継続する。）

国内感染期に報告対象施設の大学･短大への拡大を中止するのはなぜか。

海外発生期等においては、いち早く新型インフルエンザ等の流行や再流行のきっかけを広く捕捉
することが必要であり、学校サーベイランスの対象を平時における小中高等から大学・短大まで拡
大するものである。しかし、国内感染期においては、感染がまん延している状態にあり、そのような
強化は不要と考えられるため、平時の対応に戻すこととしている。

5
リスコ

ミ
第２章４．（１）④ 27

④発生地域の公表に当たって
は、原則、市町村名までの公表
とするが、患者と接触した者が
感染している可能性を考慮し、
公衆衛生上、当該接触者への
対応が必要な場合はその程度
に応じて、患者が滞在した場所、
時期、移動手段等を発表する。
　こうした発表の方法等について
は、地方公共団体やマスコミ関
係者と予め検討を行っておく。

平成21年に新型インフルエンザの患者が発生した時、報道機関は、行政発表資
料に基づき、個人に関する情報を追求したことから、結果的に患者やその家族が
責められるような状況であった。
「報道の自由」と「患者の人権保護」を両立するため、次の件への対応が不可欠と
考えるが、国レベルで現在、具体的な検討をしていただいているか。
①患者情報の公表基準の設定（記者への報道モラルの要請、発表例の設定（○
○市東部と発表するのは可なのか？）、年齢、職種（学校）、家族構成、病歴等）
②わかりやすい感染症の基礎知識の広報（国内の通常生活において、誰もが感
染するリスクがあること）
③人権を侵害するような報道・事件等があった場合、直ちにそれに対応できる相
談窓口の設置

①国と発生した地方公共団体は、個人情報の公表の範囲について、事前に調整を行った上で、公
表することとしている。
②発生前（平時）より、鳥インフルエンザA（H7N9）をはじめとした感染症に関する情報について、
HP、Twitter、DVD、ポスター、リーフレット等を用いて、広く国民や医療関係者等への情報提供、
啓発活動を実施しているところ。
③誤報が出た場合は、その内容を具体的に把握し、個々に打ち消す情報を迅速に出すことが重要
と考えている。今後ＳＮＳの活用についても検討を行うこととしており、地方公共団体と連携しなが
ら、速やかに国民の誤解を解消するよう努めていきたい。

新型インフルエンザ等対策ガイドラインに関する質問
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

6
リスコ

ミ
第3章１．（２） 30

保健所等の医師・保健師等の専
門職が担当すべき他の公衆衛
生業務に支障を来さないように
することが重要である。　　（中
略）
d コールセンター機能を外部民
間業者へ全面委託する。

コールセンターを民間委託する際の財政面の措置は。入札に時間がかかる場合
は、全面委託にこだわる必要はないのか。

全面委託については、保健所等の医師・保健師等の専門職が担当すべき他の公衆衛生業務に支
障を来さないための工夫の一例として挙げたものであり、地域の実情に合わせて対応していただ
きたいと考えている。

7
リスコ

ミ
第3章２．③ 31

③新型インフルエンザ等に関す
る相談窓口を設け、

ガイドラインでは、国、都道府県はコールセンター、市町村は「相談窓口」としてい
る。行動計画では、市町村についても「コールセンター」としているが、表現の使い
分けは何か。

市町村にコールセンターの設置を求めると、負担が過大との意見もあるため、例えば、普段から使
用している電話回線を用いたり、物理的な窓口のブースを用意することにより、相談窓口を設置す
ることとしている。

8 水際 第２章２．（２）⑧ 40

⑧検疫所は、（中略）、救急隊員
等が必要とする個人防護具（マ
スク等の個人を感染から守るた
めの防護具）や車内の消毒用薬
剤等の資器材については検疫
所が用意することとする。

行動計画p35には、以下のように記載されており、計画とガイドラインに相違が見
られるがいかに。

「国は、地域感染期においても救急機能を維持するための方策について検討を進
める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等搬送従事者のた
めの個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要請するとともに、必要な支援
を行う。」

水際対策に関するガイドライン第２章の２（２）⑧P40では、検疫時に医療機関へ搬送すべき隔離対
象者が発見された場合を想定しており、その際の搬送主体は検疫所である。しかし、同時に多数
の隔離対象者が発生した場合等には、検疫所は消防機関等に対して応援を要請することを予定し
ている。このため、その際に必要となる救急隊員等の個人防護具や車内消毒用薬剤等の資器材
については検疫所が備蓄することとしている。一方、政府行動計画Ⅲ未発生期（５）－２⑧P35に記
載のとおり、国内感染期に備え、国は最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等搬送従
事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要請するとともに、必要な支援を行う
こととしている。本取組は、検疫所の取組とは別個のものであり、各消防本部におかれては、国か
らの要請を踏まえ、必要な備蓄を進めていただきたいと考えている。

9
まん延
防止

-
(まん延防止に
関する質問：指
定地方公共機

関)

－ －

府県をまたがるバス事業者（路線）については、関係府県においてどこか１府県の
みが指定することで調整がついた場合は指定可という回答が出されたところであ
るが、複数の府県が指定した場合でも関係府県による調整等により指定地方公
共機関に対して統一性のある調整・指示は可能であり、一律に複数府県による指
定を禁止する必要はないと考えるがいかがか。

新型インフルエンザ等の発生時に一の指定地方公共機関に対し複数の都道府県が総合調整・指
示をする場合であっても、事前に当該都道府県同士が調整することや政府対策本部長による総合
調整・指示により混乱を避けることができると考えられるため、同一法人を複数の都道府県が指定
地方公共機関として指定しても差し支えない。
なお、指定に当たっては、特措法第２条第７号に基づき「あらかじめ当該法人の意見を聴」くよう留
意いただきたい。

10
まん延
防止

第2章 63

国（政府対策本部）は、基本的
対処方針を定めるとともに、自ら
も広く国民、事業者に必要なま
ん延防止のための行動を呼び
かける。

基本的対処方針が示されるタイミングは政府対策本部が立ち上がると同時にか。

基本的対処方針は政府対策本部において定められることとなるが（特措法第18条第１項）、同本
部は、『新型インフルエンザ等発生時等における初動対処要領』（平成25年６月26日）において「政
府対策本部長は、設置後速やかに第１回会議を開催する」こととなっている。
したがって、基本的対処方針は、同本部の設置と同時に決定されるわけではないが、同本部の設
置後できる限り速やかに決定される。

11
まん延
防止

第2章（３）①bⅱ 64

ⅱ国及び都道府県は、ウイルス
の病原性等の状況を踏まえ、必
要に応じて、学校・保育施設等
におけるまん延防止策の実施に
資する目安を示すとともに、学校
保健安全法（昭和33年法律第56
号）に基づく臨時休業（学級閉
鎖・学年閉鎖・休校）を適切に行
うよう、学校の設置者に要請す
る。

学校・保育施設等におけるまん延防止策の実施に資する目安を示すとあるが、一
定期間（例えば1週間等）の指示は、国方針を受け、特定都道府県が要請すると
いうことになるのか。

国は、必要に応じて、学校等におけるまん延防止策の実施に資する目安を示す。また、都道府県
は、国が示す目安を踏まえ、必要に応じて、臨時休業を適切に行うよう、学校の設置者に要請する
ことになる。
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

12
まん延
防止

第４章３．⑥a 76

a 新型インフルエンザ等流行時
で、地域全体での学校・保育施
設等の臨時休業をとる場合、乳
幼児・児童等については、基本
的には、保護者が自宅で付き添
うこととなるが、事業所が策定す
る業務継続計画においては、こ
のための欠勤についても見込む
ことが求められる。

事業所が策定する業務継続計画については、学校・保育施設等が臨時休業と
なった場合、乳幼児・児童等の付き添いに保護者が欠勤することも見込むとの記
載であるが、この休業率等の数字は示されるのか。（同様に通所介護事業所等の
休業）

事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライン第１章２②において、ピーク時には最
大40%程度の欠勤率が想定されるとお示ししている。

13
まん延
防止

第４章３．③a 74

a第一段階として、特措法第24条
第9項による協力の要請を、施
設のカテゴリーごとに全ての規
模を対象に行う。

平成25年６月の会議では、1,000ｍ２以上の施設について事前のリストアップは必
要ないとのことであったが、特措法第24条第9項の要請について、どのような想定
をしているか、御教授願います。

都道府県知事による公表やホームページでの公表、施設のカテゴリーごとの業界団体を通じた要
請などが考えられる。

14
予防接

種
第２章４．④ 85

④・・・、一定程度は１ｍｌ等の小
さなバイアルを確保する。

小規模の診療所や、在宅医療の患者、集団接種の端数に人数への対応のため
の「一定程度」とされているが、各地域、医療機関で１ｍｌバイアル確保で混乱しな
いよう、十分な量の確保をお願いしたい。

特定接種等は、原則として集団的接種により実施することとしており、ワクチンの大部分を１０ｍｌな
どの大きな単位のバイアルで供給することとしている。現段階では、１ｍｌなどの小さな単位のバイ
アルでの具体的な供給量は決まっていない。

15
予防接

種
第３章及び第５

章
87
96

第３章ワクチン供給体制
第５章予防接種体制

ガイドラインでは、特定接種の配分量の決定、供給予定日等の伝達は都道府県
等の協力となっているが、特定接種の事業者の登録、接種予定、さらに実施確認
等は担当府省庁が把握することとなっているが、行動計画にはその協力体制や
情報伝達に関する具体的記載がない。
県においてはそれらの仕組みが必要となるが、それらの対応については、どのよ
うに考えているのか。

今後お示しする実施要領にて、都道府県にお願いする協力の考え方についてお示ししたい。

16
予防接

種
第４章１．（３）②

イ）

91～92

①・・・、「B.国民生活・国民経済
安定分野」は、以下の事業者基
準①②のいずれも同時に満たす
こと。
②産業医を専任していること
③事業継続計画（以下「BCP」と
いう。）を作成していること

特定接種の事業者について、平成25年6月の会議では、産業医の選任が必須で
あると回答されていたが、平成25年2月の会議では、接種体制が整っていればよ
いとの回答であった。産業医が必須となると対象事業者のうち特定接種の登録が
できない事業者が多数出てくる。事前に医療機関と契約する等の接種体制を構
築していれば産業医を設置しなくてもよいと解してよろしいか。

『新型インフルエンザ等対策有識者会議中間とりまとめ』（平成25年２月７日）を踏まえ、ガイドライ
ンにおいて「事業者基準」の１つとして「産業医を選任していること」を基準としたもの。この基準
は、特定接種を迅速に進め、住民接種をできるだけ早く実施するため、事業者自らが接種体制を
整えることが必要であること及び事業継続の担保となることから設けたもの。なお、介護・福祉系に
ついては、嘱託医に依頼するなどにより、産業医の選任を求めないこととしたところ。

17
予防接

種
第４章１．（３）① 90

このうち「国民生活及び国民経
済の安定に寄与する事業を行う
事業者」について、特措法上の
公益性・公共性が認められるの
は国及び地方公共団体と同様
の新型インフルエンザ等対策実
施上の責務を担う指定（地方）公
共機関制度であり、この制度を
中心として特定接種の対象業務
を定める。

指定地方公共機関である団体（地方医師会等）において、各診療所ごとに登録事
業者として登録をする必要があるとの理解でよろしいでしょうか。

ご質問の趣旨が、「指定地方公共団体である団体（地方医師会等）に属している各診療所は、団
体の方が登録されていても、個別登録は必要であるか。」という趣旨であれば、その通りである。
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

18

予防接
種

事業者

第４章１．（３）②
イ）

第２章

92

168

（事業者基準ⅱ）
③事業継続計画（以下「BCP」と
いう。）を作成していること

第２章　業務計画及びBCP策
定・実施の留意点

特定接種の事業者基準であるBCPの作成および指定地方公共機関のBCPの作
成方法について内容を示すとの回答を得たが、いつ頃示される予定か。

ＢＣＰの作成は登録事業者として登録する際の要件であり、詳細については実施要領に規定予
定。
今後、実施要領を策定したいと考えている。

19
予防接

種
第４章２． 94

２．特定接種の登録方法等につ
いて

特定接種の登録の手続きについては、所管行政機関が対応することになってい
る。県で対応する業種種別を示して欲しい。（※県庁内部で役割を早めに整理し
ておきたい。）
また、県内事業者の登録手続きを国の機関が行うことも想定されるが、接種体制
構築等のための（医師会等との説明等）調整等を図る必要があるのではないかと
思うが、手続きを行う中での国と県の調整・連携等の考え方を教えて欲しい。

今後お示しする実施要領にて、都道府県にお願いする協力の考え方についてお示ししたい。

20
予防接

種
第４章２．⑥ 94

⑥また、業種を担当する府省庁
等は、ある事業者が登録事業者
に該当する業種基準及び事業
者基準に該当するか、その事業
者のどのような従事者が従事者
基準に該当するかについて、厳
正に審査を行った上で、厚生労
働省に連絡する。

「業種を担当する府省庁等」とあるが、「等」には何が含まれるのか。他の個所で
は業種を「担当する府省庁及び地方公共団体」といった記述もあり、違いが不明
確である。また、単に「業種を担当する府省庁」と記載がある場合、地方公共団体
は含まず、国の機関のみを示めしていると理解してよいか。
「厳正に審査を行った上で」とあるが、例えば従業者については転勤や退職等に
より変動があるが、その都度、登録事業者に報告を求めて審査するのか（その都
度審査となると、事務量が経常的に発生することになり、法に基づく協力の範囲を
超えると考える）。

地方公共団体は原則として含めないが、業種によっては、地方公共団体も含め、担当する府省庁
以外の機関において審査する可能性も否定できないことから、担当する府省庁等としたもの。
個別事業者ごとに対象人数が登録される予定であり、個人レベルまで審査することは想定してい
ない。

21
予防接

種
第４章２．⑥ 94

⑥また、業種を担当する府省庁
等は、ある事業者が登録事業者
に該当する業種基準及び事業
者基準に該当するか、その事業
者のどのような従事者が従事者
基準に該当するかについて、厳
正に審査を行った上で、厚生労
働省に連絡する。

どの程度の基準となるのか。厳正なる審査についても基準が示されるのか。特定
接種に関する実施要領の提示はいつ頃となるのか。

審査の基準については、特段示す予定はない。業種毎に担当する府省庁等が判断するものであ
る。実施要領の提示の時期は未定である。

22
予防接

種
第４章２．⑤ 94

⑤・・・、都道府県、市町村・・・に
対して、労務又は施設の確保そ
の他必要な協力をもとめること
ができる。

具体的な内容と、スケジュールが分かればご教示ください。 今後、策定予定の実施要領において提示したいと考えている。

23
予防接

種
第４章２．⑨ 95

⑨特定接種の対象となる国家公
務員は、その所属機関、地方公
務員については、所属する地方
公共団体が対象者を把握し、厚
生労働省宛てに人数を報告す
る。

接種の対象となる職員の全体率や数等のお示しはあるのか。報告の時期は。 報告の時期については、今後提示したい。
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

24
予防接

種
第４章２．⑧ 94

⑧登録申請については、以下の
方法を基本とし具体的には特定
接種に関する実施要領において
定めるものとする。
a　登録事業者は、業種を担当す
る府省庁（必要に応じ、地方公
共団体も）を経由して厚生労働
省へ登録申請する。

必要に応じ、とは指定地方公共機関の登録申請などについてという理解でよい
か。

その理解で結構である。

25
予防接

種
第５章１．及び

２．
96～
106

１．特定接種の接種体制
２．住民接種の接種体制

特定接種・住民接種の接種体制の整備について、具体的なタイムスケジュールな
どあれば、また、都道府県・市町村の具体的な役割についてご教示いただきた
い。

今後、策定する予定の実施要領において提示したいと考えている。

26
予防接

種
第５章１．（２）③ 97

③接種に係る費用については、
特措法第65条の規定に基づき、
その実施について責任を有する
者が支弁する。

自治体以外の事業所分の接種費用は、国が支弁すると思われるが、その支弁方
法はどうか？お金の流れを教えて欲しい。（国→県→医師会→医療機関？） 支弁方法については、今後検討していきたい。

27
予防接

種
第５章１．（３）③ 97

③上記の方法によってもなお登
録事業者又は登録事業者が属
する事業者団体ごとに集団的接
種体制を構築することが困難な
場合には、厚生労働省は、必要
に応じ、都道府県や市町村の協
力を得て、事業者を支援し、接
種体制を構築させる。

そもそもP91では「事業者自らが接種体制を整える」とあり、自ら整えることができ
ない事業者は登録事業者としての要件を満たしていないのではないか。
「都道府県や市町村の協力」とは、どのような内容を想定しているのか。

ご指摘の部分については、効率的に集団的接種を行うための体制の確保に関する内容であり、登
録事業者の基準とは異なるものである。ワクチン供給の観点から、100人以上を単位として接種体
制を構築するとされていることから、これが困難な登録事業者に対しては、業種を担当する省庁及
び自治体が、100人以上の単位にするために、事業者や医療機関の調整を行うものと考える。

28
予防接

種
第５章１．（２）③ 97

③接種に係る費用については、
特措法第65条の規定に基づき、
その実施について責任を有する
者が支弁する

特措法第28条第5項では厚生労働大臣が行う特定接種は予防接種法第6条第1
項の規定による予防接種とみなして行うとあり、予防接種法第6条第1項の規定に
よる予防接種であれば、市町村が実施主体となり責任を有する者となると考える
が、責任を有する者とはだれを意味しているのか。費用の支弁はどうなるのか。

特措法第28条第5項は、予防接種法の各条項の読み替え規定であり、予防接種法において「市町
村長、市町村長又は都道府県知事」とある部分を「厚生労働大臣」としているものである。そのた
め、費用負担、実施主体、接種に係る健康被害救済の責任者は厚生労働大臣になる。

29
予防接

種
第５章１．（５）

ア）
98

ア）バイアルサイズ
ワクチンを緊急に接種するた
め、10mlなど大きな単位のバイ
アルでワクチンを供給することを
基本とし、原則として集団的に接
種を実施する。

使用バイアルは１０ｍｌで、集団接種が原則とされているが、流通されるもののうち
１０ｍｌの割合はどの程度か？
※集団接種が原則とされているが、個別接種での対応は可能か。

特定接種等は、原則として集団的接種により実施することとしており、ワクチンの大部分を１０ｍｌな
どの大きな単位のバイアルで供給することとしている。現段階では、１ｍｌなどの小さな単位のバイ
アルでの具体的な供給量は決まっていない。
なお、原則として集団的接種によるものとしているが、予防接種に関するガイドライン第５章の２
（６）エ③のとおり、１ｍｌなどの小さな単位のバイアルの流通状況等によっては、医学的ハイリスク
者などに対し、個別接種を行うことも考えられる。

30
予防接

種 第5章（３）⑤
102

⑤・・・。また、国は、市町村にお
ける接種体制について、具体的
なモデルを示すなど、技術的な
支援を行う。

具体的なモデルが示される時期はいつか。 今後、実施要領や事例を提示したいと考えている。
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

31
予防接

種
第５章（３）② 102

②市町村は、円滑な接種の実施
のために、予め市町村間及び都
道府県間等で広域的な協定を締
結し、居住する市町村以外の市
町村における接種を可能とする
よう努める必要がある。そのた
め、厚生労働省及び都道府県
は、技術的な支援を行う。

広域的な接種体制を構築するにあたり、市町村が個別に協定を締結するのは極
めて非効率的であるので、国が主体的に全国統一の取扱・ルール等を示す方向
で検討していただきたいと考えるが、前回意見回答では、「広域的な協定の締結
方法については、今後検討を進める。」とのことであった。この今後の検討により、
個別に協定締結といった方法とならない方向で考えていただけるのか。

住民接種については、市町村が実施主体と定められており、その円滑な運営については、都道府
県や厚生労働省の協力を得て、接種体制の構築を図ることとされている。
都道府県には、たとえば、住民接種のための医療機関や医療従事者の確保に関する広域的な調
整や、効率的なワクチン供給の調整の体制整備等についての要請があった場合の協力などが想
定される。
このため、あらかじめ、市町村は、都道府県と連携しながら、事前の準備として協定の検討を進め
ていただきたいと考えている。
国としては、市町村における住民接種の体制については、厚生労働科学研究班において工夫事
例等を含めた手引きを作成する予定である。

32
予防接

種
別添（１）A 110

(別添）
A　医療分野の表

重大・緊急医療型に公立病院、独立行政法人国立病院機構の病院が揚げられて
いるが、これらの病院についても専門病院（がん等）以外は、新型インフルエンザ
等医療型に含まれると理解してよろしいか。
（この表からでは、新型インフルエンザ等の医療の提供しないように受けとられ可
能性があるため）

重大・緊急医療型の業種小分類に記載されている病院であっても、新型インフルエンザ等医療を
行うと宣言した場合は新型インフルエンザ等医療型に含まれる。

33
予防接

種

別添（１）B社会
保険・社会福
祉・介護事業

112

業種小分類中
（中略）障害福祉サービス事業、
障害者支援施設、障害児入所
支援、救護施設、児童福祉施設

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第27号に
規定されている福祉ホームにおいても、障がい程度区分4以上の方がいる可能性
があるが、業種に「福祉ホーム」が入っていないのはいかに。

福祉ホームについては、従来、障害福祉サービスの体系の中で行われていたが、障害者自立支
援法施行に伴い、三障害を一元化し地域生活支援事業の一つとして定義されている。
ただし、居住系サービスの一つとしての役割は現在の枠組みの中でも変わらないことから、障害福
祉サービス事業と同様に対象として考えている。

34
予防接

種
第４章１．（３）②

イ）②
91

②産業医を選任していること
（中略）
また、医療分野については、当
該基準は適用しないこととする
が、事業者自ら接種体制を整え
ること

全国知事会を通じて提出した「特定接種に係る産業医選任要件の緩和」につい
て、「ガイドラインの記載を修正することはできないが、実際の運用の際に、接種
体制の整備を工夫することで検討していただきたい。」との趣旨の回答があったと
伺っているが、具体的にどのような工夫があればよいか。例えば、同業他社の産
業医や県で確保した医師による接種体制の整備は、産業医選任の代替措置とし
てよいか。

『新型インフルエンザ等対策有識者会議中間とりまとめ』（平成25年２月７日）を踏まえ、ガイドライ
ンにおいて「事業者基準」の１つとして「産業医を選任していること」を基準としたもの。この基準
は、特定接種を迅速に進め、住民接種をできるだけ早く実施するため、事業者自らが接種体制を
整えることが必要であること及び事業継続の担保となることから設けたもの。なお、介護・福祉系に
ついては、嘱託医に依頼するなどにより、産業医の選任を求めないこととしたところ。

35 医療 第２章２．（１）② 129

②厚生労働省及び都道府県等
は、医療機関の機能及び規模別
に診療継続計画の内容を検討
し、その作成を支援する。

支援とはどのような内容か。また、その時期がいつ頃になるのかお示しいただき
たい。

お示しした政府行動計画およびガイドラインに基づき、各医療機関においては診療継続計画を作
成していただきたいと考えているが、厚生労働科学研究班において医療機関における診療継続計
画の手引きについて研究しているため、できるだけ早く成果をお示ししたいと考えている。

36 医療 第２章２．（１） 129
第２章２（１）
診療継続計画の作成

すべての医療機関で「診療継続計画」を作成することとなっているが、指定地方公
共機関となっている医療機関は「業務計画」を、特定接種の対象となっている医療
機関は「業務計画（ＢＣＰ）」を作成することとなっている。これらは、別々に作成す
る必要はないと思っているが、如何か？
また、それぞれの計画では、主にどのような違いがあるのか？
なお、それぞれ雛形（※主な項目でもＯＫ）を示して欲しい。

指定公共機関に指定された医療機関にあっては特措法に基づき業務計画を策定することとされて
いる。したがって業務計画に診療継続計画で盛り込まなければならない事項を記載していただけ
れば、当該業務計画を作成することで診療継続計画に代えることができると考えている。また特定
接種の対象となっている医療機関は、予防接種に関するガイドラインに基づき、事業継続計画を策
定することとされている。したがって事業継続計画に診療継続計画で盛り込まなければならない事
項を記載していただければ、当該事業継続計画を作成することで診療継続計画に代えることがで
きると考えている。それぞれ個別の雛形をお示しする予定はないが、厚生労働科学研究班におい
て、医療機関の診療継続計画の手引きについて研究しているため、医療機関の規模別に雛形を
できるだけ早くお示ししたいと考えている。
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番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

37 医療 第２章２．（１）② 129

②厚生労働省及び都道府県等
は、医療機関の機能及び規模別
に診療継続計画の内容を検討
し、その作成を支援する。

機能や規模の基準及び作成のモデル等示される予定はあるのでしょうか。
お示しした政府行動計画およびガイドラインに基づき、各医療機関においては診療継続計画を作
成していただきたいと考えているが、厚生労働科学研究班において医療機関における診療継続計
画の手引きについて研究しているため、できるだけ早く成果をお示ししたいと考えている。

38 医療 第2章２．（５）⑤ 131

⑤病診連携、病病連携は、地域
の自助・互助のために重要であ
り、都道府県等は地域の自助・
互助を支援するため、平時より
新型インフルエンザ等を想定し
た病診連携、病病連携の構築を
推進することが望ましい。

現状の枠組みでどのような手順で推進が図れるのか好事例等があればお示しい
ただきたい。

政府行動計画やガイドラインを参考にしながら、二次医療圏等の圏域を単位として、対策会議を設
置し、地域の関係者と密接に連携を図り、地域の実情に応じた医療体制を整備していただきたいと
考えている。好事例等があれば適宜情報提供したいと考えている。

39 医療 第2章２．（８） 133
（８）医療関係者に対する要請に
ついて

要請を行う場合として「都道府県知事による通常の協力依頼のみでは医療の確
保ができない場合」が想定されているが、線引きが非常に難しいと感じているとこ
ろ。
特に、地域感染期になれば、すべての医療機関での診療が原則になる中、どうい
う運用をすべきか非常にわかりずらい。もう少し具体の事例をあげて説明をして欲
しい。
また、「医療の要請を受けた医療関係者のうち、医療機関の管理者であるもの
は、必要があると認めるときは、当該医療機関の医師、、、、、、を活用してその実
施の体制の構築を図ることが求められる。」という標記があるが、自院での診療を
行う場合にもこの当該要請の対象となるのか？また、その具体の事例をあげて説
明して欲しい。

地域により医療体制の実情が異なり、都道府県知事が必要に応じて要請等を行っていただきたい
と考えているが、例としては医療体制に関するガイドライン第２章２（８）③に記載の通り、地域発生
早期に帰国者・接触者外来や感染症指定機関等において医療関係者の確保ができない場合や、
地域感染期に臨時の医療施設等において医療関係者の確保ができない場合等を想定している。
また同じく医療体制に関するガイドライン第２章２（８）③に記載のように、地域のほとんど全ての医
療機関が診療を休止するなど当該地域における医療体制の確保が困難となり当該地域に所在す
る医療機関において医療体制を構築する際などに、当該医療機関で勤務する医療関係者に対し
ても要請等が行われることを想定している。

40
抗イン
フル薬

第4章３（１）及び
（２）

162～
163

（１）予防投与の対象者
（２）予防投与の実施に係る留意
点

保健所の医師及び保健師等現場の職員についても、十分な感染防止策を行わず
（又は感染防止策が不十分であった場合）に患者と接触した場合、予防投与の対
象となると考えてよいか。
備蓄薬を予防投与に使用するため、あらかじめ、一定量を帰国者・接触者外来を
設置する医療機関等に配布しておくことは可能か。

予防投薬は患者と濃厚に接触した者が対象であり、医療従事者も感染防止対策を十分に行わず
患者と接触した場合は、対象となると考えている。
備蓄薬を予め医療機関等に保管しておくことについて特に問題はないが、これを使用することにつ
いては、新型インフルエンザ等発生時において、市場の抗インフルエンザウイルス薬の流通状況
を鑑みながら決定するものと考えている。

41
抗イン
フル薬

第２章２． 157
２・我が国における抗インフルエ
ンザ薬の備蓄方針

幼児の治療、予防内服等に対応するため、ドライシロップ製剤の備蓄等について
の国の検討状況についてお伺いしたい。

現在備蓄している抗インフルエンザウイルス薬（タミフルカプセルとリレンザ）以外の抗インフルエン
ザウイルス薬の備蓄については、抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン第２章の２に
あるとおり、有効期間、諸外国の備蓄状況、抗インフルエンザウイルス薬耐性株の検出状況、臨
床現場での使用状況等を踏まえ検討する。
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ガイドライン

番号 GL 段落名 頁 該当部分 内容 回答

42 事業者 第２章１．（１） 168 （１）危機管理体制の整備
指定地方公共機関・特定接種登録事業者については、BCPの作成と一部提出が
求められているが、都道府県、市町村、医療機関（指定地方公共機関とならない
官公立病院等）については、BCPの作成や提出が求められるか。

都道府県及び市町村は、発生時において当該地方公共団体の役割を適切に果たすことができる
よう準備されるものと考えている。
医療機関（登録事業者以外）については、お示しした政府行動計画およびガイドラインに基づき診
療継続計画を作成していただきたいと考えている。

43 事業者 第２章 168
第２章　業務計画及びBCP策
定・実施の留意点

業務計画及びBCPの策定について、前回意見で全業種一律のモデル案を示すの
は難しく、一部の省庁や団体が作ったBCPについては、既存にあるとのことであっ
たが、厚生労働省または内閣府における、対象業種（例：医療、福祉施設等）を勘
案した本事業にかかる業務計画及びBCPの具体的なモデルを示していただきた
い。ガイドラインを受けての要綱等の提示をお願いする。

お示しした政府行動計画およびガイドラインに基づき、各医療機関においては診療継続計画を、各
福祉施設等においてはＢＣＰを作成していただきたいと考えているが、厚生労働省として一部の施
設類型においては、ＢＣＰのモデルの提示も今後検討していきたいと考えている。

44 事業者
第２章２．（２）

エ）①
173

エ）事業所で従業員が発症した
場合の対処
①病原性等の状況に応じ、発症
の疑いのある者を会議室等の別
室に移動させ、他者との接触を
防ぐ。発症者が自力で別室に向
かうことができない場合は、個人
防護具を装着した作業班が発症
者にマスクを着けさせた上で援
助する。

事業所で独自に個人防護服の整備が必要となるのか。

「事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライン」は、事業者・職場における新型イ
ンフルエンザ等対策の計画と実行を促進するため、感染対策と重要業務の継続を検討するにあた
り必要と考えられる内容を示したもの。発症又は発症疑いの従業員は出勤しないようにするのが
基本であり、万が一、職場において記載の事態となった場合は、個人防護具の装着は望ましい。
他方、ガイドライン「（参考）新型インフルエンザ等の基礎知識」において、医療関係者等の特殊な
業務を行う者の個人防護具については、通常、「一般の職場での使用は考えにくい」とも記載して
おり、個々の事業者においての整備については、事業等に応じて判断いただきたい。
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都道府県からのご質問に対する回答 

【ガイドライン（案）パブリックコメントに対するご質問等】 

 

 

※ガイドライン（案）パブリックコメント掲載時のガイドライン本文参照  

資料２－３ 



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

1

サーベイ
ランスに
関するガ
イドライ
ン

8

（４）インフルエン
ザ様疾患発生報
告（学校サーベイ
ランス）②

都道府県等は、幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学
校から、インフルエンザ様症状の患者による臨時休業の状
況及び欠席者数の報告を受ける。

日本学校保健会による欠席システムような統一した報
告形式を国から全国で導入するよう勧めてほしい。

幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校から、インフルエ
ンザ様症状の患者による臨時休業の状況及び欠席者数の報
告については、都道府県等に感染症サーベイランスシステム
（NESID）を利用していただき、全国統一の報告をしていただい
る。

2

サーベイ
ランスに
関するガ
イドライ
ン

36 第1章7

第1章　はじめに
７．以下、国全体の状況を把握するために必要なサーベイ
ランスを中心に記載するが、地域においては、必要性に応
じて、関係者の協力を得て、よりきめ細かなサーベイランス
を実施することが可能であり、それにより得られた情報も、
地域での新型インフルエンザ対策に活用する。
そのことからも、地方公共団体においては、平時より関係
機関と連携し、またそのための研究等も利用し、感染症の
情報収集及び分析を行える体制強化に努め、早期対応が
できるように準備することが重要である。

「地域においては、必要性に応じて、関係者の協力を得
て、よりきめ細かなサーベイランスを実施することが可能
であり、それにより得られた情報も、地域での新型インフ
ルエンザ対策に活用する」とは、具体的にどのような
サーベイランスを想定しているか。

厚生労働科学研究「健康危機事象の早期探知システムの実用
化に関する研究」において構築された「学校欠席者情報収集シ
ステム」等を利用した地域ごとに任意で行っているサーベイラ
ンス等を想定している。

3

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

29
１　都道府県等に
おける対応

○都道府県並びに保健所を設置する市および特別区（以
下「都道府県等」という。）は、・・・実務担当の責任者とは別
に、新型インフルエンザ等に関する広報担当官の下に情
報提供担当チームを置き、情報提供体制を整備する。

・広報担当官は国と同様複数名を設置し、情報提供担
当チームはマスコミ、医療機関等に対する窓口をそれぞ
れ編成することを想定しているのか。
・国の広報担当官や情報提供担当チームの人数や構成
を教えていただきたい。

・貴見のとおり。
・今後検討する予定である。
・なお、現時点では、発生の状況にもよるが、各分野の専門的
な知識と経験を有する担当者によって構成されるものと考えて
いる。

4

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

204

第２章 国における
対応
４．情報提供方法
（１）記者発表

原則、市町村名までの公
表とするが、患者と接触した者が感染している可能性を考
慮し、公衆衛生上、当該接触者への対応が必要な場合は
その程度に応じて、患者が滞在した場所、時期、移動手段
等を発表する。

発生地域の公表については、自治体によって公表基準
が異なるため、事前の調整をお願いしたい。

事前に調整することとする。

5

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

207
１都道府県等にお
ける対応（記者発
表）

○　都道府県等は、国内で新型インフルエンザ等の患者が
確認された段階で、上記の情報提供体制により、定例の記
者発表を実施するとともに、必要に応じて、臨時の記者発
表を行う。

労働省が関係する地方公共団体と情報を共有し、タイミ
ングと内容を合わせることによって、情報提供の一元化
を図る。」と整合しないのではないか。

・ご指摘を踏まえ、次のとおり修文済み。
→「○　都道府県等は、国内で新型インフルエンザ等の患者が
確認された段階で国と連携を図りつつ、上記の情報提供体制
により記者発表を行う。」

6

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

- - -
サーベイランス結果、確定検査結果、患者数等の発表
主体、内容（基本事項）について、あらかじめ定めておい
てはどうか？

今後の検討課題とさせていただく。

ガイドライン（案）パブリックコメントに対するご質問等

21



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

7

水際対
策に関
するガイ
ドライン

5 第2章1.総論

第2章1.総論
○　WHOが新型インフルエンザのフェーズ４宣言若しくはそ
れに相当する公表又は急速にまん延するおそれのある新
感染症の発生の公表を行っていない場合であっても、海外
において新型インフルエンザ等が発生した疑いが強く、政
府としての対策を総合的かつ強力に推進する必要がある
と判断される場合には、速やかに関係省庁対策会議又は
必要に応じ内閣総理大臣が主宰し全ての国務大臣が出席
する新型インフルエンザ等対策閣僚会議（以下「対策閣僚
会議」という。）を開催するとともに、必要に応じ基本的対処
方針等諮問委員会（以下「諮問委員会」という。）の委員の
意見を聴き、政府の初動対処方針について協議・決定し、
水際対策を開始する。

○　WHOが新型インフルエンザのフェーズ４宣言若しくはそ
れに相当する公表又は急速にまん延するおそれのある新
感染症の発生の公表を行った場合には、政府対策本部
は、その致命率、感染者が入国する可能性等を踏まえ、諮
問委員会の意見を聴きつつ、総合的に検討を行い、基本
的対処方針を決定する。

初動対処方針、基本的対処方針によりとられる措置は
具体的にどのような事項が想定されるか。その内容はど
のような違いが想定されるか。

「初動対処方針」は、感染症法に基づく新型インフルエンザ等
の発生が認められない段階であってもその発生が疑われる場
合に決定されるものであり、内容としては「情報収集」や「検疫・
入国審査の強化の準備」などが想定される。

「基本的対処方針」は、感染症法に基づく新型インフルエンザ
等の発生が認められ、新型インフルエンザ等対策特別措置法
に規定される政府対策本部が設置された場合に決定されるも
のであり、内容としては「情報収集」に限らず、「検疫・入国審査
の強化」「在外邦人への帰国支援」等が想定される。

しかし、これらに基づき実施される措置の具体的な内容は、ウ
イルスの特徴、流行の状況、発生地域の特性その他の状況を
踏まえ、患者等の人権への配慮や、対策の有効性、実行可能
性及び対策そのものが社会・経済活動に与える影響を総合的
に勘案して決定されるものである。

8

水際対
策に関
するガイ
ドライン

40
水際対策の実施
方針

（検疫の実施に関する体制の整備）
○ 厚生労働省は、検疫実施空港・港の集約化について、
新型インフルエンザ等発生時に迅速に対応できるよう、集
約化を実施する必要がある国・地域を予め想定しておく。
また、厚生労働省及び国土交通省は、集約対象の定期便
の検疫実施空港・港を指定するための具体的手順を策定
するとともに、運航計画の変更、乗客への周知、キャンセ
ル対応等について、航空会社等と調整し、必要な準備を進
める。
なお、航空会社等との調整には、必要かつ十分な時間を
確保する。

○国や地域により集約化を判断するならば、定期便・臨
時便の区別なく手順を策定するべきと考えられるが、定
期便のみを対象として集約化の手順を策定する理由は
何か。

集約化のためには、感染症対策への理解・協力を求めること
が不可欠であり、厚生労働省、国土交通省、航空会社、船舶
会社等の関係機関による事前調整が必要である。このため、
まずは定期便について集約化の検討・準備を進めていきたい
と考えている。なお、定期便の検討状況を見ながら、臨時便に
ついても今後検討していきたいと考えている。

9

水際対
策に関
するガイ
ドライン

49
停留しない者に対
する健康監視の実
施

　第三国を経由して入国した者に関連する停留や健康監
視については、停留ができない空港・港においては、関係
地方公共団体と連携の上、厳格な自宅待機（より厳重な健
康監視）により対応することとする。

「厳格な自宅待機」「より厳重な健康監視」による対応に
ついて、具体的な対応内容や根拠を示していただきた
い。

検疫法第18 条及び症法第15 条の３及び44条の３等の規定に
基づき、「検温及び体調の変化について本人が毎日記録する
こと」、「発熱や急性呼吸器症状等を認めるときは本人が保健
所に直ちに電話により報告すること」、「保健所が毎日に電話
等により健康状態を聴取すること」「外出自粛の協力要請を行
うこと」等を想定している。

10

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

53 第2章3）

３）地域対策及び職場対策
○　地域対策の実施に当たり、都道府県等においては、衛
生主管部局や危機管理部局だけでなく、他の様々な部局
や、教育委員会等が協力して対応する必要がある。

「地域対策及び職場対策」は、保健所を設置する市及び
特別区以外の市町村も関係する事項であり、「都道府県
及び市町村」としてはどうか。

地域対策や職場対策については、都道府県や保健所を設置
する市が中心となって取り組むことが適当と考えているが、保
健所を設置しない市町村の協力も得て実施することが望ましい
ので、次のとおり修文済み。
「地域対策の実施に当たり、都道府県等においては、衛生主管
部局や危機管理部局だけでなく、他の様々な部局や、教育委
員会等が協力して対応する必要がある。また、保健所を設置し
ない市町村の協力も得て対応する必要がある。」
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

11

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

54

第３章各段階にお
けるまん延防止対
策
１．地域発生早期

（２）濃厚接触者対策
○　都道府県等は、濃厚接触者に対し、感染症法第44条
の3又は第50条の2の規定に基づき、感染を防止するため
の協力を要請する。
　また、新型インフルエンザの場合、発症を予防するため
に、必要に応じ、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与
（※1）を行う。
　（※1）詳細は「抗インフルエンザウイルス薬に関するガイ
ドライン」参照

　平成25年5月17日一般社団法人日本感染症学会の提
言では、「鳥インフルエンザA(H7N9）への対応【暫定】」に
おいて、鳥インフルエンザA(H7N9)例（疑いを含む）への
抗インフルエンザ薬使用指針（成人の用法・用量）とし
て、
「重症化が懸念されるような例ではタミフルの投与期間
を5日から10日にする、リレンザは原則として推奨しな
い」
としており、国の備蓄方針は齟齬をきたしている。
　また、タミフルの有効期間を10年に延長する所要の試
験検査を行っているとの情報がある。
　ついては、上記諸事情を考慮した抗インフルエンザウ
イルス薬使用指針及び備蓄方針を明示していただきた
い。

抗インフルエンザウイルス薬の使用は、添付文書の記載を基
本と考えているが、新型インフルエンザ等発生時に、最新の知
見を踏まえて変更等が必要と考えられる場合は、所定の手続
きを取るものと考えている。また、「抗インフルエンザウイルス
薬タミフルカプセル75の有効期間の延長について」（平成25年7
月1日付け厚生労働省医薬食品局審査管理課長通知）でお示
ししたとおり、タミフルの使用期限は10年に延長されたところで
ある。

12

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56 第3章1（2）

第3章　各段階におけるまん延防止対策　1.地域発生早期
（2）濃厚接触者対策
○　自宅待機期間については、実際に新型インフルエンザ
等が発生した後に得られた知見等を基にして、必要に応じ
て、厚生労働省が目安を修正して示すこととする。

・患者の自宅待機期間の記載と合わせ次のとおり修正
してはいかがか。
○　濃厚接触者の自宅待機期間については、実際に新
型インフルエンザ等が発生した後に得られた知見等を
基にして、必要に応じて、厚生労働省が目安を修正して
示すこととする。

ご指摘を踏まえ、修文済み。

13

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56 第3章1（2）

1.地域発生早期（2）濃厚接触者対策
○　都道府県等は、新型インフルエンザ等の病原性が季
節性インフルエンザと同程度であることが判明した場合
等、季節性インフルエンザ対策よりも強い対策を実施する
必要性がないことが明らかになった場合には、特別の対策
を速やかに停止する。

本事項は、基本的対処方針等により、修正等が示され
て行う行為か、それとも、都道府県等が独自に判断し実
施する行為か。

新型インフルエンザ等の病原性が季節性インフルエンザと同
程度であることが判明した場合には、特措法21条に基づき政
府対策本部は廃止されることとなる。さらに、政府対策本部が
廃止された場合、特措法25条に基づき都道府県対策本部も廃
止されることになる。

14

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56 第3章1（3）

1.地域発生早期（３）地域対策及び職場対策
○　国及び都道府県は、通常、季節性インフルエンザ対策
として実施されている以下のような地域対策及び職場対策
を、より強化して実施する。

・以下として記載されている事項には、「強化して実施す
る」内容が含まれており、また、この事項は基本的対処
方針に示される事項と考えられるため、次のとおり修正
してはいかがか
○　国及び都道府県は、通常、季節性インフルエンザ対
策として実施されている地域対策及び職場対策を、基本
的対処方針に基づき、以下のとおり、より強化して実施
する。

ご指摘の内容については、基本的対処方針に記載することは
考えられるが、基本的対処方針については、発生後の状況に
応じた内容を、行動計画を踏まえながら記載するものであり、
特定事項のみを取り上げて、発生前の現時点でどのような内
容を基本的対処方針に記載するのか確定的に記載することは
適当ではないと考えている。

23



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

15

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56 第3章1（3）

1.地域発生早期（３）地域対策及び職場対策
➢　学校保健法に基づく学校（級）閉鎖（欠席率が一定基
準に達した際の学級・学年・学校閉鎖通常時より強化して
実施する。例えば実施の基準を欠席率１０％程度に引き下
げる、期間を１週間程度に延長する等。 ）よう、学校管理者
に要請する。

・文章の確認をお願いします。 修文済み。

16

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56 第3章1（3）

1.（３）地域対策及び職場対策
地域発生早期（緊急事態宣言がされている場合の措置）
○　緊急事態宣言がされている場合には、上記の対策に
加え、必要に応じ、以下の対策を行う。

基本的対処方針に示される事項と考えられるため、次
のとおり修正してはいかがか
1.（３）地域対策及び職場対策
地域発生早期（緊急事態宣言がされている場合の措
置）
○　緊急事態宣言がされている場合には、基本的対処
方針に基づき、上記の対策に加え、必要に応じ、以下の
対策を行う。

ご指摘の内容については、基本的対処方針に記載することは
考えられるが、基本的対処方針については、発生後の状況に
応じた内容を、行動計画を踏まえながら記載するものであり、
特定事項のみを取り上げて、発生前の現時点でどのような内
容を基本的対処方針に記載するのか確定的に記載することは
適当ではないと考えている。

17

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

56
１（３）地域対策及
び職場対策

「感染対策等を強く勧奨する」「受診を勧奨する。」
「強く勧奨する」と「勧奨する」と記述されているがその使
い分けに意図があるのか。

厳密な使い分けは意図していないので、「強く」は削除済み。

18

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

57 第3章1（3）

1.（３）地域対策及び職場対策
地域発生早期（緊急事態宣言がされている場合の措置）
○　緊急事態宣言がされている場合には、上記の対策に
加え、必要に応じ、以下の対策を行う。
➢　世界初発の場合の集中的医療提供対策

集中的医療提供対策とは、具体的にはどのような内容
か。
詳細は、新型インフルエンザに関する関係省庁対策会
議幹事会において定めるとされているが、具体的には何
時頃示されるか。

時期について具体的には定まっていないが、今後定めるもの
である。

19

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

57 第3章1（3）

（３）地域対策及び職場対策
地域発生早期（緊急事態宣言がされている場合の措置）
○　緊急事態宣言がされている場合には、上記の対策に
加え、必要に応じ、以下の対策を行う。
➢　事業者への時差出勤の要請など公共交通機関の混雑
抑制策の実施
３）公共交通機関
○　公共交通機関については、国民生活及び国民経済の
安定を図る観点から特措法第45条の施設制限対象とはし
ていないが、適切な運送を図る観点から、国、地方公共団
体及び事業者は、当該感染症の症状のある者が乗車しな
いことや、マスク着用等咳エチケットの徹底、時差出勤や
自転車等の活用、不要不急の利用の抑制の呼びかけなど
を行う。
さらなる方策の可能性については、国土交通省を中心に、
国立感染症研究所等関連機関の協力を得て、調査研究を
推進した上で検討する。

・見出しでは、「公共交通機関の混雑抑制策の実施」とさ
れているが、内容は混雑抑制策以外の事項も記載され
ている。
・ここでいう、事業者は、指定(地方）公共機関のことをい
うのか、雇用者のことをいうのか。

表題を両方「公共交通機関における対応」に修文。
事業者には、指定公共交通機関と雇用者の双方が含まれる。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

20

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

57 第3章1（3）

（３）地域対策及び職場対策　３）公共交通機関
○　公共交通機関については、国民生活及び国民経済の
安定を図る観点から特措法第45条の施設制限対象とはし
ていないが、適切な運送を図る観点から、国、地方公共団
体及び事業者は、当該感染症の症状のある者が乗車しな
いことや、マスク着用等咳エチケットの徹底、時差出勤や
自転車等の活用、不要不急の利用の抑制の呼びかけなど
を行う。
さらなる方策の可能性については、国土交通省を中心に、
国立感染症研究所等関連機関の協力を得て、調査研究を
推進した上で検討する。

マスク、うがい等について、調整を行うとのことだったの
で、こちらにも反映をお願いする。

該当の箇所は、他者にうつさないことを目的に記載しているた
め、記載通りとする。

21

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

57 第3章2

２．地域感染期
○　患者数の増加に伴い地域における医療体制の負荷が
過大となった場合には、適切な医療を受けられないことに
よる重症者・死亡者数が増加する可能性が見込まれるた
め、地域感染期においてもまん延拡大対策を講じる。

・例外としてのまん延防止対策のみではなく、原則であ
る、地域感染期はまん延防止対策を止めることについて
記載したほうがよいのでないか。
・まん延防止対策を行う条件である「医療体制の負荷が
過大となった場合」とはどのような状況を目処としたらよ
いか。

まん延防止対策はその効果の観点から主として国内発生早期
に行うものである。
なお「医療体制の負荷が過大となった場合」とは、治療を要す
る患者数が医療提供能力を超えることにより、治療を適時適切
に受けられないこととなる場合である。このような場合には、新
たな患者発生をできる限り抑制し、既存の患者を治癒させるた
めのあらゆる手段を講じることが必要であるため、修正はしな
いこととする。

22

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

57
１（３）地域対策及
び職場対策
３）公共交通機関

３）公共交通機関
○　公共交通機関については、国民生活及び国民経済の
安定を図る観点から特措法第45条の施設制限対象とはし
ていないが、適切な運送を図る観点から、国、地方公共団
体及び事業者は、当該感染症の症状のある者が乗車しな
いことや、マスク着用等咳エチケットの徹底、時差出勤や
自転車等の活用、不要不急の利用の抑制の呼びかけなど
を行う。
さらなる方策の可能性については、国土交通省を中心に、
国立感染症研究所等関連機関の協力を得て、調査研究を
推進した上で検討する。

特定市町村が指定された場合において、感染地域の囲
い込みのような措置を行うことは考えていないのか。

公共交通機関に対する要請等については、ご指摘の措置では
なく、ガイドラインの記載内容を考えている。

23

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

58 第3章2 ２．地域感染期（３）地域対策及び職場対策 地域発生早期の（３）と同じということでよいか。 そのとおりである。

24

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

58 第3章2

２．地域感染期（３）地域対策及び職場対策

なお、対策解除後にかえって患者数が増加する等のリスク
があることに留意して、制限期間経過後の延長ないし対策
について、的確に評価を行い、判断する。

どのような指標により評価を行うことを想定しているか。
地域における患者数や医療機関受診者数を考慮し、医療提供
能力の範囲内に抑制できるかどうかで判断することとなると思
われる。

25



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

25

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

58
第３章
２（３）

引き続き、国及び都道府県等は、通常、季節性インフルエ
ンザ対策として実施されている対策をより強化して実施す
る。なお、国民生活及び国民経済への影響を踏まえ、状況
に応じてこれらの対策を緩和することも考えられる。

地域発生早期よりも地域感染期の方が事態が進展して
いるにもかかわらず、１（３）の記載と比較すると記載が
簡略化されており、、２文目（緩和）の方が１文目（強化）
と比較して強調されているように読み取れてしまう。
１文目について、何をどの程度強化するのか具体的に
示していただきたい。

まん延防止対策はその効果の観点から主として国内発生早期
に行うものである。
感染期においては、治療を要する患者数が医療提供能力を超
えることにより、治療を適時適切に受けられないこととなる場合
に行うものである。
なお、強化については、発生早期に記載している対策を引き続
き行うものである。

26

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

59
１（イ）施設の使用
制限の要請等

なお、特定都道府県知事は、同条第４項に基づき、要請・
指示を行ったときは、当該施設に当該要請等の事実を知ら
ないままに来訪することのないように、その旨を公表する。

法令に基づく要件の公表でなく、個別の施設名の公表と
いう理解でよいか。

そのとおりである。

27

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

61 第４章
第４章　外出自粛要請・施設の使用制限の要請等
３　施設の使用制限等の運用
①　学校（③に掲げるものを除く。）

まん延防止のため、学校が使用制限施設の対象とされ
た場合、グラウンドや体育館などの付属施設については
対象外として取り扱ってよろしいか。（学校が使用する目
的以外の、地域開放等で貸し出す場合）

ご指摘の施設は、「体育館、水泳場、ボーリング場、スケート場
その他これらに類する運動施設又は遊技場」に含まれる。

28

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

61
３施設の使用制限
等の要請等の運
用

③～⑬の施設であって1,000㎡以下の施設についても、ま
ん延防止の目的が達成できない差し迫った状況が認めら
れる場合には、特措法施行令第11条第3項に基づき、厚生
労働大臣が特に定めたカテゴリの施設は、基本的対処方
針を改め、特措法第45条に基づき施設の使用制限の要請
等を行う。

特措法施行令第11条に第3項はあるのか。併せて、当該
「特措法施行令」以下について文意不明。

修文済み。

29

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

62 第4章3 ※　③～⑬の施設については、1,000㎡超の施設が対象。
③～⑬の施設についての記述もあるので、※の説明は
不要ではないか。

念のための記載である。

30

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

62 第４章

第４章　外出自粛要請・施設の使用制限の要請等
３　施設の使用制限等の運用
⑨　体育館、水泳場、ボーリング場、スケート場その他これ
らに類する運動施設又は遊技場

屋内施設・屋外施設の別は明記しないのか。
グラウンドやテニスコート、野球場などは対象外として取
り扱ってよろしいか。

人と人との接触機会を少なくすることを勘案すると、対象施設と
して屋内・屋外の別はない。このため、グラウンドやテニスコー
ト、野球場なども対象となり得る。

26



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

31

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

63 第4章3

○　さらに、特定都道府県知事は、上記①～⑬以外の以下
の施設等についても、特措法施行令第13条で定める使用
制限以外の対応を参考に、基本的対処方針を踏まえ、手
指の消毒設備の設置、入場者数の制限等の特措法第24
条9項による協力の要請を行う。
　・　政令で定める施設であって、1,000㎡以下の施設
　　　（特措法施行令第11条第3項に基づき、厚生労働大臣
が例外的に定めたカテゴリーの施設を除く。）

「政令で定める施設であって、1,000㎡以下の施設」と
は、①～⑬の1,000㎡以下の施設のことか。

そのとおりである。（ただし、①、②は入らない。）

32

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

72

第３章 各段階にお
けるまん延防止対
策
２．地域感染期
（３）個人対策並び
に地域対策及び職
場対策

○都道府県は、患者数の増加に伴い、地域における医療
提供体制への負荷が過大となり、適切な医療を受けられな
いことによる重症者・死亡者数が増加する可能性が見込ま
れる特別な状況においては、特措法第45条に基づく外出
自粛要請や施設の使用制限等の要請等などのピークを抑
制するための対策を実施する。なお、学校の臨時休業や
施設の使用制限等の要請等は、対策解除後にかえって患
者数が増加する等のリスクがあることに留意して、制限期
間経過後の延長ないし対策について、的確に評価を行い、
判断する。

都道府県の的確な評価・延長等の判断に資するよう、そ
の都度、全国の状況等を踏まえた国の知見を示してい
ただきたい。

都道府県の対策に資する情報提供を適宜行っていきたいと考
えている。

33

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

76
１　外出自粛等の
要請・施設の使用
制限等の要請等

○特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態
宣言がされている場合において、特措法第45条第1項に基
づき、住民に対し・・・みだりに外出しないことその他の感染
防止に必要な協力を要請する。

外出自粛要請と併せて要請する「その他の感染防止に
必要な協力」の例示は特に示されていないが、どのよう
なことを想定しているのか。

マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがい、人混みを避ける等の
基本的な感染対策等の個人対策を想定している。

34

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

82
３　施設の使用制
限の要請等の運
用

○地域全体での保育施設等の臨時休業等における対応に
ついては、以下の通り考えられる。
・勤務等の都合により保護者が自宅で乳幼児・児童に付き
添えない保護者・・・十分な集団感染予防策を講じた上で
一部保育施設の部分的開所について認めるが、・・・。

・一部保育施設の部分的開所とは、普段他の保育所を
利用している乳幼児等も部分的開所している保育所で
預かるということか。
・十分な集団感染予防策を講じた上でとあるが、集団保
育を行う以上、感染予防策は困難と考えるが、具体的な
予防策を例示いただきたい。

・医療提供者やその他の特定接種対象者が養育する児童等を
預かる保育所等の確保方法について、今後、関係省庁及び地
方公共団体と連携しながら検討することが必要である。
・集団感染予防策に関しては、「新型インフルエンザ等対策ガ
イドライン」における「まん延防止に関するガイドライン」や「保
育所における感染症対策ガイドライン」に基づき、飛沫感染対
策、接触感染対策などを行いながら、適切に対処していくことと
なる。

35

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン
医療体
制に関
するガイ
ドライン

49
66

- -

抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン
（P107）におい記載されていいる「医療機能の維持や感
染拡大防止のために行われる医療従事者等及び水際
対策関係者に対する抗インフルエンザウイルス薬の予
防投与」については記載しないか。

「抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン」第４章にお
いてまとめて記載している。

27



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

36

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

51

58

第2章

第4章

第2章　まん延防止対策の概要
都道府県対策本部は、基本的対処方針、本ガイドライン、
当該都道府県行動計画等に従い、まん延防止対策を地域
の状況に応じ機動的かつ柔軟に進めると同時に、サーベ
イランスにより得られる患者数等の情報、積極的疫学調査
結果、対策の実施状況等に基づき、まん延防止対策の効
果を検証し、その結果を踏まえ、対策の在り方を検討す
る。

第４章　外出自粛要請・施設の使用制限の要請等

全国知事会による行動計画に対する照会No107におい
て、「措置の発動については、地域間で差が出ないよう
配慮してまいりたい」との回答がされているところであ
り、都道府県において、行動計画に従い、地域の状況に
応じて機動的かつ柔軟に進められるよう、考慮すべき事
項や判断方法について具体的に記載していただきた
い。

照会No107では、外出自粛の要請や施設の使用制限について
意見をいただいたところ、これらの対策を実施すべきかどうか
は、発生時の国の基本的対処方針において記載する事項とな
る。

37

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

61

63
第4章3

○　施設の使用制限の要請等の運用の在り方は、国が基
本的対処方針で示すが、新型インフルエンザ等に関する研
究や、公衆衛生学の知見、国民生活や国民経済に与える
影響を踏まえて、施設の類型ごとに運用する必要があり、
その基本的な在り方は以下のとおりである。
特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等対策特別措
置法施行令（平成25年政令第122号。以下「特措法施行
令」という。」）第11条に掲げる施設（以下の施設）のうち、
(中略）
・　③～⑬の施設であって延べ床面積1,000㎡超のものに
ついては、その営業の自由や国民生活への影響を考慮
し、柔軟に対応することとし、第1段階として特措法第24条
第9項による協力の要請を行い、それに正当な理由がない
にもかかわらず応じない場合に、第2段階として特措法第
45条第２項に基づく要請、次いで同条第3項に基づく指示を
行う。

○　また、③から⑬の施設については、特措法第45条第2
項の要請の前に、特措法第24条9項の任意の協力要請を
行うが、その要請内容は、特措法第45条2項の措置を参考
に基本的対処方針において示すこととする。なお、特措法
第24条9項の任意の要請は、施設の公表等は行われない
一般的な要請である。
　　③から⑬の施設についての、要請から指示の流れにつ
いては、以下のよう行う。

記載内容が重複しており、整理してはいかがか。

有識者会議で議論すべくガイドライン案を作成する過程で、一
の都道府県から、中間とりまとめにも記載した施設の使用制限
の運用過程を記載してほしい旨の意見があったため、一部重
複はあるが、記載したものである。

38

予防接
種に関
するガイ
ドライン

94

第４章
１．特定接種の対
象者について
１）ステップＩ（業種
基準）に基づく選
定

○　このため、登録事業者として、指定公共機関を中心に
その基準を設けることが適当であり、具体的には別添のと
おりである。

特定接種を受けるためには、別途、登録事業者として登
録が必要であるが、指定（地方）公共機関となった事業
所は申請をすれば登録事業者として登録されるものと考
えてよいか。

そのとおり。

39

予防接
種に関
するガイ
ドライン

94
接種対象者につい
て

（事業者基準１）
○産業医を選任していること。

　従業員数が５０人未満の事業所であっても、産業医を
選任していれば、登録要件を満たすという理解でよい
か。

その理解でよい。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

40

予防接
種に関
するガイ
ドライン

95
接種対象者につい
て

（外部事業者の考え方）
○ 登録の基となる業務の継続には、関連会社等の外部事
業者の協力が必要な場合がある。このため、登録事業者
の登録の基となる業務を受託している外部事業者の職員
（登録事業者に常駐して当該業務を行う等不可分一体と
なっている場合に限る。）は、登録事業者の全従業員数の
母数に含むこととし、その要件に該当しない場合、外部事
業者に対しては、登録事業者が確実に当該業務従事者を
管理することを前提にその割り当てられたワクチンを外部
事業者の従事者に配分することを認めることとする。

　医療機関の場合、医療法に基づき、外部事業者に委
託可能な業務は、①検体検査、②滅菌消毒、③給食、
④患者搬送、⑤機器の保守点検、⑥ガス供給施設の保
守点検、⑦寝具類の洗濯、⑧施設清掃が挙げられてい
る。
　左記の考え方により、外部事業者として認められる業
務としてどれを想定しているか教示願う。

全て対象になる。

41

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106

住民に対する予防
接種の接種体制
（ｳ）未発生期にお
ける準備

　市町村は、円滑な接種の実施のために、予め市町村間
及び都道府県間等で広域的な協定を締結し、居住する市
町村以外の市町村における接種を可能とするよう努める必
要がある。そのため、厚生労働省及び都道府県は、技術
的な支援を行なう。

他地域での接種を可能とするためには、単価の統一、
全国統一の費用請求の仕組み等が必要であり、協定締
結等で自治体に委ねるのではなく、国で仕組みを構築す
べきと考える。

行動計画にも示されているように、住民接種の対象者は、当該
市町村に居住する者で、原則として集団的接種とされている。
まずは、市町村の居住者に関する接種体制を検討し、その上
で、例外的に当該市町村外で接種を受ける場合についても検
討する必要があると考えている。
居住者以外への予防接種については、里帰等の場合に既存
の通知によっても可能としている自治体もあるところである。地
方自治体の実務負担の把握等について今後ヒアリング等行っ
てまいりたい。

42

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106
予防接種体制につ
いて

（ウ）未発生期における準備
○市町村は、円滑な接種の実施のために、予め市町村間
及び都道府県間等で広域的な協定を締結し、居住する市
町村以外の市町村における接種を可能とするよう努める必
要がある。そのため、厚生労働省及び都道府県は、技術
的な支援を行う。

　都道府県間等で広域的な協定を締結することについ
て、県は技術的な支援を行うとしているが、具体的にど
のような内容を想定しているのか。

県内市町村間や他都道府県との協定の調整等が想定される。

43

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106

第５章 予防接種
体制について
２．住民に対する
予防接種の接種
体制
（ウ）未発生期にお
ける準備

○ 市町村は、円滑な接種の実施のために、予め市町村間
及び都道府県間等で広域的な協定を締結し、居住する市
町村以外の市町村における接種を可能とするよう努める必
要がある。そのため、厚生労働省及び都道府県は、技術
的な支援を行う。

予め締結すべき協定について、国においてモデル的な
ものの提示をお願いしたい。

あらかじめ国の制度として自治体間の協定について示すこと
はないが、住民接種の体制については、厚生科学研究班にお
いて工夫事例などを含めた手引きを示す予定。

44

予防接
種に関
するガイ
ドライン

108
予防接種体制につ
いて

（接種体制の構築）
○ 原則として集団的接種を行うため、市町村は、そのため
の体制を確保する。即ち、各会場において集団的接種を実
施できるよう予診を適切に実施するほか、医療従事者や誘
導のための人員、待合室や接種場所等の設備、接種に要
する器具（副反応の発生に対応するためのものを含む。）
等を確保する必要がある。

　定期接種が個別接種化されてから相当期間が経過
し、市町村においては、副反応発生時用の蘇生バック、
喉頭鏡等が整備されていない。国において支援制度を
創設する検討をされているか。また緊急事態時にこれら
器具を購入した場合、国の財政負担となるか。

市町村等へ、ヒアリングなどを行い実態の把握を検討する。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

45

予防接
種に関
するガイ
ドライン

115 第2章2

第２章　ワクチンの確保　２．研究開発等
○　厚生労働省は、新型インフルエンザ発生後、ワクチン
製造用のウイルス株が決定されてから6か月以内に全国
民分のパンデミックワクチンを国内で製造する体制を構築
することを目指し、細胞培養法等の新しいワクチン製造法
や、経鼻粘膜ワクチン等の新しい投与方法等の研究・開発
を促進するとともに、生産ラインの整備を推進する。また、
これらのワクチン開発に合わせて、及び、海外ワクチンの
最新知見を収集しながら、小児への接種用量について検
討を行う。

プレパンデミックワクチン、パンデミックワクチンそれぞれ
について、どの時期から一部準備ができる等具体的に
記載してはどうか。

細胞培養法や経鼻粘膜ワクチン等の新しい投与方法等の準
備状況については、ガイドラインに記載する性格のものではな
いため、具体的な状況を記載しない。

46

予防接
種に関
するガイ
ドライン

115 第2章2

第２章　ワクチンの確保　２．研究開発等
○　厚生労働省は、新型インフルエンザ発生時に医療従事
者や国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務に従
事する者等に接種するプレパンデミックワクチンの有効な
接種方法等の検討に資するよう、最新の流行状況を踏ま
え、ワクチンの有効性・安全性についての研究を推進す
る。

有識者会議の議論において、プレパンデミックワクチン
の効果や新型インフルエンザ等の状況によっては、医療
従事者等への接種ではなく、一般の方への接種をする
こともありうるとの議論があったが、プレパンデミックワク
チンはあくまでも医療従事者等への接種という整理がな
されたということで良いか。

新型インフルエンザ発生時において、プレパンデミックワクチン
が有効と判断された場合の接種については、医療従事者や国
民生活及び国民経済の安定に寄与する業務に従事する者
「等」に接種することとしており、ウイルスの病原性や流行状況
を踏まえ、住民を接種の対象とするかどうか、発生時に判断す
ることとなると理解している。

47

予防接
種に関
するガイ
ドライン

115 第2章3

第２章　ワクチンの確保　３．プレパンデミックワクチンの備
蓄・事前製剤化等について
○　厚生労働省は、新型インフルエンザの発生後、プレパ
ンデミックワクチンが発生したウイルスに対して有効性が期
待される際に迅速な接種が行えるよう、備蓄ワクチンの一
部を予め製剤化しておく。

備蓄ワクチンは何を示すのかわかりにくいため、前項の
名称から「プレパンデミックワクチン原液の備蓄から一部
を予め製剤化しておく」等記載してはどうか。

第２章の３は標題「プレパンデミックワクチンの備蓄・事前製剤
化等について」とあるように、プレパンデミックワクチンについて
述べていることは明らかであると考えられるので、原案のままと
させて頂きたい。

48

予防接
種に関
するガイ
ドライン

121
特定接種の対象と
なりうる業種・職務
について

食料品製造業（めん類製造業、パン・菓子製造業ほか）の
担当省庁／農林水産省

　特定接種の対象となり得る業種・職務について、担当
省庁が示されているが、食料品製造業（めん類製造業、
パン・菓子製造業ほか）が、厚生労働省ではなく、農林
水産省となっている理由を教示願う。

厚生労働省は、食品衛生の観点で関係しているが、食料品の
安定供給の観点から、農林水産省を担当省庁にしたものであ
る。

49

予防接
種に関
するガイ
ドライン

123
第４章
１　２）

事業者基準①
産業医を選任していること

労働安全衛生法に基づき、従業員数が50人以上の事業所
に選任義務あり。

業界団体（指定地方公共機関）の場合、従業員が５０人
未満の事業所もあると思われるが、その場合、接種体
制を整備すれば必ずしも産業医の選任は求めないとい
う理解でよいか。

指定地方公共機関においても、予防接種の体制を確保する観
点から産業医の配置が必要と考えている。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

50

予防接
種に関
するガイ
ドライン

125 第4章1（ウ）

第４章　接種対象者について　１．特定接種の対象者につ
いて
（ウ）特定接種の登録対象者の基準の考え方及び基準
また、パンデミックワクチンを特定接種に使用する場合は、
住民接種とトレードオフの関係にあり、備蓄ワクチンを使用
する場合も国民より先行的に接種を開始することに国民の
理解が不可欠であることは当然であり、基本的な関係は同
様である。

第４章　接種対象者について　１．特定接種の対象者に
ついて
（ウ）特定接種の登録対象者の基準の考え方及び基準
また、パンデミックワクチンを特定接種に使用する場合
は、住民接種とトレードオフの関係にあり、プレパンデ
ミックワクチンを使用する場合も国民より先行的に接種
を開始することに国民の理解が不可欠であることは当然
であり、基本的な関係は同様である。

第２章の３は標題「プレパンデミックワクチンの備蓄・事前製剤
化等について」とあるように、プレパンデミックワクチンについて
述べていることは明らかであると考えられるので、原案のままと
させて頂きたい。

51

予防接
種に関
するガイ
ドライン

125 第4章1（5）
（５）特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務
員について

項目番号が誤記となっている。 修文済み。

52

予防接
種に関
するガイ
ドライン

127

第４章　接種対象
者について
３．住民に対する
予防接種の接種
順位に関する基本
的考え方

○未発生期に、新型インフルエンザ等の発生後の状況に
応じてパンデミックワクチンの接種順位を決定する際の基
本的な考え方を整理し、それを踏まえて政府対策本部で的
確かつ迅速に決定しうるようにしておく。
○以下の4群に分類する。

する者等、発症することにより重症化するリスクが高いと考
えられる者
・　基礎疾患を有する者
※基礎疾患により入院中又は通院中の者をいう。平成21
年のパンデミック時にとりまとめられた「新型インフルエン
ザワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の基準 手引
き」を参考に、発生した新型インフルエンザ等による病状を
踏まえ、発生時に基準を示す。
・妊婦

予防接種が受けられない小児の保護者を含む。）

クが高いと考えられる群（65歳以上の者）

未発生期より、予防接種の接種順位に関する基本的考
え方の指針をより具体的に示していただき、発生期の政
府対策本部の決定で大きく市民が動揺することのないよ
うに希望する。

新型インフルエンザ発生時に、ウイルスの病原性や感染性に
より、最終的に優先接種対象者については判断されるため、あ
らかじめ明示できる内容については限界がある。いずれにして
も、迅速にかつわかりやすく優先接種対象者については周知
につとめ、市町村への情報提供も速やかに行うことに努めた
い。

53

予防接
種に関
するガイ
ドライン

131
1（オ）接種体制の
構築等（医療従事
者の確保）

（医療従事者の確保）
接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、
接種体制を構築する登録事業者、国、都道府県、及び市
町村は、地域医師会等の協力を得て、その確保を図る。

予防接種の実施に際して不足する医療従事者のため
に、自衛隊の医官、自衛隊看護士に応援を求めることを
規定することが望まれる。

「通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場
合、措法第31 条の規定に基づき、厚生労働大臣及び都道府
県知事は、医師、看護師その他政令で定める医療関係者 に
対し、特定接種の実施に関し必要な協力の要請又は指示（以
下「要請等」という。）を行うことを検討する。」とガイドラインで規
定されており、医療関係者が確保できるものと考えられるた
め、原案どおりとする。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

54

予防接
種に関
するガイ
ドライン

134 第5章2(ｲ)

第５章　予防接種体制について　２．住民に対する予防接
種の接種体制
（イ）法的位置づけ・実施主体等
○　接種費用については、接種に係るコスト等が適切に評
価されるよう設定する。

設定者、評価者はだれか。

住民接種については、実施主体は市町村であり、市町村が設
定するものと考えるが、国も国庫負担を行うことから必要な関
与を行うことになると考えている。

55

予防接
種に関
するガイ
ドライン

134

第５章　予防接種
体制について
２．住民に対する
予防接種の接種
体制
（イ）法的位置づ
け・実施主体等

（イ）法的位置づけ・実施主体等
○　新型インフルエンザ等緊急事態においては、特措法第
46条の規定に基づき、予防接種法第６条の規定（臨時の
予防接種）による予防接種として市町村が接種を実施す
る。

３項、第69条及び第70条の規定に基づき、住民に対する予
防接種の費用負担割合を、原則国1／2、都道府県1／4、
市町村1／4とするとともに、地方公共団体の財政力に応じ
て国庫負担割合の嵩上げ等を行う。
○　新型インフルエンザ等緊急事態ではない場合において
は、予防接種法第６条第３項の規定に基づく新臨時接種と
して、市町村が接種を実施する。

理由により接種費用を負担することができない、又は困難
であると認めた者に対し接種費用の減免措置を行うことが
できる。この場合の費用負担割合については、予防接種法
第21条、第22条第２項及び第23条第２項の規定に基づき、
国1／2、都道府県1／4、市町村1／4とする。

新型インフルエンザ等緊急事態ではない場合も、緊急事
態時と同様の費用負担（自己負担）で接種を実施できる
よう整備してほしい。

緊急事態宣言がされている場合は、特別措置法第４６条に基
づき、国、都道府県、市町村で費用負担することになっている。
緊急事態宣言されていない場合は、予防接種法の第６条３項
（新臨時接種）に基づき、接種費用は住民の自己負担となり、
低所得者に関しては減免されることとされている。
それぞれの場合については、ウイルスの病原性等に基づく緊
急性、あるいは予防接種に関する干渉の度合いの違いであ
り、そのため、それぞれの法令に基づき費用負担も定められて
いる。

56

予防接
種に関
するガイ
ドライン

135
第5章2(ｳ)、
(ｵ)

（ウ）未発生期における準備
○　市町村は、円滑な接種の実施のために、予め市町村
間及び都道府県間等で広域的な協定を締結し、居住する
市町村以外の市町村における接種を可能とするよう努める
必要がある。そのため、厚生労働省及び都道府県は、技
術的な支援を行う。

協定を締結して行うのではなく、国が示した制度として行
うことは出来ないか。

あらかじめ国の制度として自治体間の協定について示すこと
は考えていないが、予防接種の体制については、今年度の厚
生科学研究班において、住民接種の手引きについて検討して
いるところ。

57

予防接
種に関
するガイ
ドライン

135 第5章2(ｳ)

（ウ）未発生期における準備
○　市町村は、円滑な接種の実施のために、予め市町村
間及び都道府県間等で広域的な協定を締結し、居住する
市町村以外の市町村における接種を可能とするよう努める
必要がある。そのため、厚生労働省及び都道府県は、技
術的な支援を行う。
（オ）接種対象者
○　パンデミックワクチンは、全国民を対象とする（在留外
国人を含む。）。
○　実施主体である各市町村が接種を実施する対象者
は、当該市町村の区域内に居住する者を原則とする。
○　当該市町村に所在する医療機関に勤務する医療従事
者、及び入院中の患者等に対しても、接種を実施する場合
が考えられる。

(オ)の接種対象者として、職場等が他市町村にある場合
等が記載されていないが、広域的な協定により行う接種
はどのような範囲を想定しているか。

行動計画にも示されているように、住民接種の対象者は、当該
市町村に居住する者で、原則として集団的接種とされている。
まずは、市町村の居住者に関する接種体制を検討し、その上
で、例外的に当該市町村外で接種を受ける場合についても検
討する必要があると考えている。
居住者以外への予防接種については、里帰等の場合に既存
の通知によっても可能としている自治体もあるところである。地
方自治体の実務負担の把握等について今後ヒアリング等行っ
てまいりたい。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

58

予防接
種に関
するガイ
ドライン

137

第５章　予防接種
体制について
２．住民に対する
予防接種の接種
体制（キ）接種の
通知等

○　市町村は、予め流入・流出人口等を踏まえた各市町村
のワクチン需要量を算出しておく等、住民に対する予防接
種のシミュレーションを行うことも必要である。

ワクチン需要量を算出するためには、市町村一括でワク
チン供給がなされ、医療機関にはワクチン供給がないこ
とが前提である。ワクチン供給の流れについて確認した
い。

平成２１年時は都道府県が調整し、医療機関へ卸を通じて供
給したが、今般は、市町村の計画に基づき、卸から納入され
る。卸から、市町村に対して直接納入することは可能（一部改
正通知、平成２３年3月3１日薬食発３３１第１７号）。

59

予防接
種に関
するガイ
ドライン

138

第５章　予防接種
体制について
２．住民に対する
予防接種の接種
体制（キ）接種の
通知等

○　接種の通知等については、以下に掲げる方法等を参
考に、市町村は、地域の実情に応じて予めその手順を計
画しておく必要がある。

他市等で接種した市民について、対象外にすることを考
えると接種履歴の管理について課題である。

行動計画にも示されているように、住民接種の対象者は、当該
市町村に居住する者で、原則として集団的接種とされている。
まずは、市町村の居住者に関する接種体制を検討し、その上
で、例外的に当該市町村外で接種を受ける場合についても検
討する必要があると考えている。
居住者以外への予防接種については、里帰等の場合に既存
の通知によっても可能としている自治体もあるところである。地
方自治体の実務負担の把握等について今後ヒアリング等行っ
てまいりたい。

60

予防接
種に関
するガイ
ドライン

139 第5章2(ｸ)

（ク）広報・相談
○　また、病原性の高くない新型インフルエンザ等に対して
行う予防接種法第６条第３項の規定に基づく新臨時接種に
ついては、個人の意思に基づく接種であり、行政としては
ワクチン接種のための機会を確保するとともに、接種を勧
奨し、必要な情報を積極的に提供しておく必要がある。

「行政としては」は他の部分では用いられていないので、
他と同等の記載としてはどうか。

「国、都道府県及び市町村は」、に修文済み。

61

予防接
種に関
するガイ
ドライン

146 別添 類型Ａ－１、Ｂ－２、Ｂ－３

業界団体を指定地方公共機関に指定した場合、団体に
加盟している個別企業はＢ－２、Ｂ－３どちらの分類にな
るか。また、団体自体の職員はＢ－２又はＡ－１でよい
か。

Ｂ－３（指定公共機関同類型）になる。団体自体の職員につい
ては、医療分野であれば、Ａ－１が考えられ、国民生活・国民
経済安定分野であれば、Ｂ－２になる。

62

予防接
種に関
するガイ
ドライン

- - -
特定接種を実施した者をどのように見分けて予防接種
を行えばよいのか。

本人からの申告や確認により重複接種は回避され得ると考え
ており、住民接種の際には、特定接種を受けた者は該当しない
旨を十分に広報するべきと考えている。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

63

医療体
制に関
するガイ
ドライン

71 第2章(1)

第２章　未発生期から進める医療体制の整備について
(1)地域レベルの体制整備
○　都道府県等は、２次医療圏等の圏域を単位とし、保健
所を中心として、地域医師会、地域薬剤師会、指定（地方）
公共機関である医療機関を含む地域の中核的医療機関
（国立病院機構の病院、大学附属病院、公立病院等）、薬
局、市町村 、消防等の関係者からなる対策会議を設置し、
地域の関係者と密接に連携を図りながら地域の実情に応
じた医療体制の整備を推進する。

地域薬剤師会と薬局が記載されている一方、地域医師
会が記載され、診療所等が記載されていない。診療所
が記載されていない理由若しくは薬局が記載されている
理由について教えていただきたい。

ご指摘を踏まえ、政府行動計画P34の書きぶりに合わせ、「地
域医師会、地域薬剤師会、指定（地方）公共機関である医療機
関を含む地域の中核的医療機関（独立行政法人国立病院機
構の病院、大学附属病院、公立病院等）や医療機関、薬局、市
町村 、消防等の関係者からなる対策会議」と修文済み。この
場合、ご指摘の診療所は、追記した医療機関に含む。

64

医療体
制に関
するガイ
ドライン

72 第2章(2)3）

(2）医療機関等における体制整備　３）入院病床の確保
○　新型インフルエンザ等患者の国内初発例を確認してか
ら地域発生早期までは、新型インフルエンザ等患者は病状
の程度にかかわらず、感染症の予防及び感染症の患者に
対する医療に関する法律（平成10年法律第114号。以下
「感染症法」という。）第19条又は第46条の規定に基づく入
院措置等の対象となるため、都道府県等は新型インフルエ
ンザ等患者の入院可能病床数を事前に把握しておく必要
がある。

○　新型インフルエンザ等患者の国内初発例を確認して
から地域発生早期までは、新型インフルエンザ等患者
は病状の程度にかかわらず、感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第
114号。以下「感染症法」という。）第26条で準用する第19
条又は第46条の規定に基づく入院措置等の対象となる
ため、都道府県等は新型インフルエンザ等患者の入院
可能病床数を事前に把握しておく必要がある。

※その他部分についても、準用規定は記載した方が誤
解が生じないと思われる。

ご指摘を踏まえ、修文済み。

65

医療体
制に関
するガイ
ドライン

72 第2章(2)3）

３）入院病床の確保
２．結核病床を有する医療機関など新型インフルエンザ等
対策行動計画に基づき都道府県等が病床の確保を要請し
た医療機関（「協力医療機関」という。）
○　都道府県等は、地域の実情に応じ、感染症指定医療
機関等のほか、指定（地方）公共機関である医療機関又は
公的医療機関等（国立病院機構の病院、国立大学附属病
院、公立病院、日赤病院、済生会病院、労災病院等）で入
院患者を優先的に受け入れる体制を整備する。

「2.結核病床を有する医療機関など新型インフルエンザ
等対策行動計画に基づき都道府県等が病床の確保を
要請した医療機関（「協力医療機関」という。）」と指定地
方公共機関基準について（4/2）における医療機関の②
「相当数の入院病床があり、救命対応可能な医療機器
等が整備されている医療機関」は同一（重複）の医療機
関となると思われるが、いかがか。
　また、下記単語の使い分けについて教えていただきた
い。
・協力医療機関
・指定(地方)公共機関
・公的医療機関
・中核的医療機関(第2章(1)）
・中核病院（第2章（2）4））

指定地方公共機関とは、特措法第２条第７号で定義されている
とおり。一方、「協力医療機関」とは、地域の実情に応じて都道
府県等の行動計画に基づき都道府県等が病床の確保を要請
した医療機関を指す。このため都道府県が「協力医療機関」を
指定地方公共機関に指定している場合には同一の医療機関と
なる。公的医療機関、中核的医療機関はそれぞれの項で定義
している。また、中核病院については、ご指摘を踏まえ、中核的
医療機関に用語を統一した。

66

医療体
制に関
するガイ
ドライン

80
第3章1（1）1）(ウ)
①

第３章　発生期における医療体制の維持・確保について
１．海外発生期から地域発生早期における医療体制
（１）医療機関等における対応
１）帰国者・接触者外来の設置について
(ウ)具体的な対応①国の役割

インフルエンザ迅速診断キットの流通について記載され
ているが、その他の資器材、薬等の流通については記
載を行わないか。

その他の資器材や医薬品に関しても、必要に応じて、「医療体
制に関するガイドライン」や「抗インフルエンザウイルス薬に関
するガイドライン」等において記載している。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

67

医療体
制に関
するガイ
ドライン

81
第3章1（1）1）(ウ)
②

１）帰国者・接触者外来の設置について
(ウ)具体的な対応②都道府県の役割
○　新型インフルエンザ等に対するPCR等による検査体制
を速やかに整備する（詳細は『（３）検査体制の整備』を参
照）。

誤記
○　新型インフルエンザ等に対するPCR等による検査体
制を速やかに整備する（詳細は『（２）検査体制』を参
照）。

ご指摘を踏まえ、修文済み。

68

医療体
制に関
するガイ
ドライン

84 第3章1（1）3）(ア)

３）感染症指定医療機関等への入院措置の実施について
（ア）実施の目安
○　地域における発生段階が地域感染期に至らない段階
であっても、都道府県等の判断により、帰国者・接触者外
来を指定しての診療体制から、一般の医療機関（内科・小
児科等、通常、感染症の診療を行う全ての医療機関）で診
療する体制に切り替える際に、感染症法に基づく入院措置
も中止する。

具体的には、どのような場合を想定しているか。

具体的には、新型インフルエンザ等発生時に判断することにな
るが、患者数が増加し、帰国者・接触者外来や感染症指定医
療機関等での診療のキャパシティを越える場合等を想定してい
る。

69

医療体
制に関
するガイ
ドライン

86 第3章1（1）4）(イ)

４）一般の医療機関における診療　（イ）実施の内容
○　本来帰国者・接触者外来を受診すべき者であることが
受付等で判明した場合、帰国者・接触者外来へ受診するよ
う指導する。

・帰国者・接触者外来は公表されていないため、次のア
プローチとしては、帰国者・接触者相談センターに連絡
することとなるのではないか。（医療機関と患者のどちら
が行うのかも踏まえ、記載をお願いしたい。）

誤解がないように下記のように修文済み。
「本来帰国者・接触者外来を受診すべき者であることが受付等
で判明した場合、帰国者・接触者相談センターを通じて帰国
者・接触者外来を受診するよう指導する。」

70

医療体
制に関
するガイ
ドライン

86 第3章1（1）4）(イ)

４）一般の医療機関における診療　（イ）実施の内容
○　インフルエンザの異常な（季節外れ、大規模等）集団発
生の情報がある場合、新型インフルエンザ等に特徴的な
症状の急激な増悪がみられる場合等、新型インフルエンザ
等に感染している可能性が高いと考えられる患者を診察し
た場合は、保健所に連絡し、確定検査の要否について確
認する。

○　確定検査の結果が判明するまでは、新型インフルエン
ザ等に感染している可能性が高いと考えられる患者は、他
の患者と接触しない状況下で待機、入院、又は公共交通
機関を利用せずに帰宅し自宅において外出を自粛すること
とする。

「新型インフルエンザ等に感染している可能性が高いと
考えられる患者」は擬似症患者とは異なるのか。

疑似症患者は新型インフルエンザ等発生時に症例定義等によ
りお示しすることを考えているが、ここでは疑似症患者の症例
定義等に当てはまらなくても診察した医師がそう判断した患者
と考えている。

71

医療体
制に関
するガイ
ドライン

90 第3章1（2）(ウ）①

(2)検査体制　(ウ)具体的な対応　①国の役割
○　厚生労働省は、PCR等による検査体制を速やかに整
備するよう、都道府県等に対し要請するとともに、国立感染
症研究所を通じ、地方衛生研究所において新型インフルエ
ンザ等に対するPCR等による検査を実施するための技術
的支援を行う。

検体採取を含めた技術的支援をお願いしたい。
国立感染症研究所から、採取した検体の処理方法等について
の情報提供等を行っていきたいと考えている。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

72

医療体
制に関
するガイ
ドライン

97
第3章3（2）、
（3）

（２）今後の資源配分の検討
○　新型インフルエンザ等に罹患して復帰した医療従事者
等やボランティアについては、状況を踏まえ活用を検討す
る。

（３）対策の評価及び第二波に対する対策
○　新型インフルエンザ等に罹患して復帰した医療従事者
等については、状況を踏まえ活用を検討する。

10日程度での復帰（P162）が見込まれるため、小康期と
なる前に復帰となるのではないか。
ボランティアについて本箇所のみに記載しているのは何
故か。

小康期以前でも復帰した医療従事者等については適宜活用を
検討していただきたいと考えている。またボランティアについて
は、ご指摘を踏まえ、医療従事者等に含まれると考えられるた
め、削除済み。

73

医療体
制に関
するガイ
ドライン

132

第２章　未発生期
から進める医療体
制の整備について
（１）地域レベルの
体制整備

○国は、医療体制の確保について日本医師会等の関係機
関と連携し、都道府県並びに保健所を設置する市及び特
別区（以下「都道府県等」という。）に対し必要な助言等を
行うとともに、都道府県等の体制整備の進捗状況について
定期的にフォローアップを行う。

「必要な助言等」の内容、時期について可能な限り具体
的に提示願いたい。

医療体制は、行動計画、ガイドラインでお示ししたように、地域
の実情に応じて、都道府県が主体となり整備していただきたい
と考えているが、必要に応じてお問い合わせいただき、国が助
言等を行うものと考えている。

74

医療体
制に関
するガイ
ドライン

133

第２章 未発生期
から進める医療体
制の整備について
（２）医療機関等に
おける体制整備
２）帰国者・接触者
外来、帰国者・接
触者相談センター
の整備

 ○ 都道府県等は、市町村の協力を得て、地域医師会等と
連携して、予め帰国者・接触者外来を設置する医療機関や
公共施設等のリストを作成し、設置の準備をする。新たに
診療所を開設する場合の手続については、帰国者・接触
者外来は都道府県に帰国者・接触者外来の設置許可申請
書の提出を事前に行い、事態発生時には届出等をもって
直ちに許可を与える。また、並行して、帰国者・接触者相談
センターの設置の準備を進める。

保健所における帰国者・接触者外来の設置作業の指針
となるよう、渡航歴のない発症国内初事例や、地域での
初発事例等について、患者の増加や医療機関の応需状
況などのシミュレーション（例示等）の提示を是非ともお
願いしたい。

帰国者・接触者外来に関しては、ご指摘のような国内初発例等
も想定しながら、市町村の協力を得て、地域医師会等と連携し
て、地域の実情に応じて、2009年の経験も踏まえ、予め設置の
準備をしていただきたいと考えている。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

75

医療体
制に関
するガイ
ドライン

139
8)医療関係者に対
する要請等につい
て

　31条の規定に基づき医療の実施要請等を受けた医療関
係者のうち、医療機関の管理者であるものは、必要がある
と認めるときは、医師、看護師等の有資格者のみならず、
事務職員等を活用して実施体制の構築を図ることが求め
られる。

医療の実施要請（31条）に応じた際に発生した損害への
補償（63条）の対象は、政令に規定された有資格者に限
られ、事務職員等は対象外である。本ガイドラインの記
述は、実施要請の対象に、事実上事務職員を含めるこ
とにつながる。有資格者以外への補償の考え方を明確
にしていただきたい。

新型インフルエンザ等の発生時においても、質が高く、安心で
安全な医療を円滑に提供するためには、新型インフルエンザ
等の患者に対して医療を行う医療関係者の他、医務職員を含
め多くの職種の協力が不可欠であり、各医療スタッフ等がチー
ムとして医療提供を行うことが求められると考えている。また、
業務上損害を被った場合に用いられる補償制度としては、法
第31条の規定に基づく要請等に応じた場合における法第63条
の損害補償制度の他、労働者災害補償保険法、国家公務員
災害補償法、地方公務員災害補償法等に基づく損害補償制度
があり、これらの法令に基づく所定の要件を満たせば、補償さ
れるものであると考えている。

76

医療体
制に関
するガイ
ドライン

142 第3章1（１）１）ウ②

○ 帰国者・接触者外来の対象者や役割等の情報につい
て周知を行う。帰国者・接触者外来の場所については、帰
国者・接触者相談センターが相談を受け付け、受診が必要
であると判断した場合に知らせることを原則とし、一般への
公表は行わない。

指定地方公共機関の指定において告示すると、帰国者･
接触者外来が一般に知られる可能性がある（帰国者･接
触者外来＝指定地方公共機関の場合）があるが、支障
ないか。
それとも、国民保護法と同等な方法をとらず、告示等の
公表される手段をとらないほうが良いか。

帰国者・接触者外来は都道府県等が地域の実情に応じて設置
するものであり、必ずしも指定地方公共機関である医療機関に
設置されるとは限らない。一方、新型インフルエンザ等の発生
時においては、帰国者・接触者外来に患者等が殺到しないよ
う、帰国者・接触者相談センターに相談してから受診すること等
を住民に周知していただきたいと考えている。

77

医療体
制に関
するガイ
ドライン

81

86

第3章1（1）
1）(ウ)

4）(ウ)

１）帰国者・接触者外来の設置について
○　検査の結果が陽性であった場合、保健所は、検査結
果が陽性であった者の同居者又は帰国者・接触者外来に
おける連絡名簿に名前が記載されている者等に対し、必要
に応じ、感染症法第15条の規定に基づく積極的疫学調査、
第17条若しくは第45条の規定に基づく健康診断、又は第44
条の３若しくは第50条の２の規定に基づく感染を防止する
ための協力要請を実施する。

４）一般の医療機関における診療（ウ）その他
○　医療機関は、後に感染症法第15条に規定する積極的
疫学調査を都道府県等が実施することが想定されることか
ら、当該調査が迅速に実施できるよう、待合室等で新型イ
ンフルエンザ等の疑似症患者と接触したと思われる一般来
院者及び医療従事者について連絡先等の情報を整理した
名簿（以下「連絡名簿」という。）を作成しておく。

ここでいう「連絡名簿」とP81の連絡名簿の定義は同一
か。

ご指摘の箇所にあった「連絡名簿」の記載は削除済み。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

78

医療体
制に関
するガイ
ドライン

81

90

第3章1（1）1）(ウ)
②

（2）(ウ)①

１）帰国者・接触者外来の設置について
(ウ)具体的な対応②都道府県の役割
○　新型インフルエンザ等の疑似症患者が発生した場合
には、保健所が医療機関から提出を受けた検体を地方衛
生研究所に搬送して検査を行う。
○　検査の結果が陽性であった場合には、患者が受診した
医療機関に検査結果を伝えるとともに、感染症法第19条又
は第46条の規定に基づき、感染症指定医療機関等に入院
措置する（詳細は『感染症指定医療機関等への入院措置
の実施について』の項を参照）。

（２）検査体制
（ウ）具体的な対応
①国の役割
（PCR等による検査体制に係る要請等）
国立感染症研究所においては、都道府県等における検査
体制が整備されるまでの間、必要な検査を実施する。

現在、鳥インフルエンザA（H7N9)への対応においては、
国立感染症研究所における検査が必須とされている
が、新型インフルエンザ等の場合は、地衛研のみの判
定としてよいか。「都道府県等における検査体制が整備
されるまで」の判断は誰が行うか。

新型インフルエンザ等の発生当初は、地方衛生研究所におい
て検査した後に、国立感染症研究所において検査するものと
考えている。また、都道府県等における検査体制の整備が完
了したか否か、あるいは地方衛生研究所での検査のみをもっ
て新型インフルエンザ等の陽性が判定できる（国立感染症研
究所における検査を行わない）と決定する判断は、厚生労働省
が行うと考えている。

79

医療体
制に関
するガイ
ドライン

86
94

第3章1（1）6）、2
（1）5）

電話再診患者のファクシミリ等による処方について 取扱い等について通知等により具体的に示されるか。
本ガイドラインで具体的にお示ししたものを参照していただきた
い。

80

医療体
制に関
するガイ
ドライン

91
96

第3章1（3）、
2（3）

（３）病原性に基づく対策の選択
○　病原性に基づく対策の選択の目安については、表５を
参照する。

表5を記載いただきたい。 表５でなく、表１の記載誤りであり、修文済み。

81

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

101

第２章抗インフル
エンザウイルス薬
の備蓄について
２．我が国におけ
る抗インフルエン
ザウイルス薬の備
蓄方針

・・・・国民人口の４５％に相当する量を目標として抗インフ
ルエンザウイルス薬を計画的かつ安定的に備蓄し、タミフ
ルとリレンザの備蓄を継続する。

　平成25年5月17日一般社団法人日本感染症学会の提
言では、「鳥インフルエンザA(H7N9）への対応【暫定】」に
おいて、鳥インフルエンザA(H7N9)例（疑いを含む）への
抗インフルエンザ薬使用指針（成人の用法・用量）とし
て、
「重症化が懸念されるような例ではタミフルの投与期間
を5日から10日にする、リレンザは原則として推奨しな
い」
としており、国の備蓄方針は齟齬をきたしている。
　また、タミフルの有効期間を10年に延長する所要の試
験検査を行っているとの情報がある。
　ついては、上記諸事情を考慮した抗インフルエンザウ
イルス薬使用指針及び備蓄方針を明示していただきた
い。

抗インフルエンザウイルス薬の使用は、添付文書の記載を基
本と考えているが、新型インフルエンザ等発生時に、最新の知
見を踏まえて変更等が必要と考えられる場合には、所定の手
続きを取ることが必要と考えている。また、「抗インフルエンザ
ウイルス薬タミフルカプセル75の有効期間の延長について」
（平成25年7月1日付け厚生労働省医薬食品局審査管理課長
通知）でお示ししたとおり、タミフルの使用期限は10年に延長さ
れたところである。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

82

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

104 第3章3,4

３．海外発生期から地域発生早期における対応　１）都道
府県が講ずべき措置
４．国内感染期以降における対応　１）都道府県が講ずべ
き措置

４は国内感染期となっており、都道府県によっては、国
内感染期かつ地域発生早期となる場合もあり、混乱しな
いか。

ご指摘を踏まえ、地域感染期に修文済み。

83

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

104 第3章3,4

第３章　抗インフルエンザウイルス薬の流通調整について
３．海外発生期から地域発生早期における対応
１）都道府県が講ずべき措置
・　管内の卸業者及び医療機関等の抗インフルエンザウイ
ルス薬の在庫状況等を未発生期に整備した体制を用い
て、把握を開始する。

４．国内感染期以降における対応
１）都道府県が講ずべき措置
○　国内感染期以降は、原則として、全ての医療機関にお
いて、新型インフルエンザ等患者に対する医療を提供す
る。
　　このため、都道府県 は、各医療機関における抗インフ
ルエンザウイルス薬の使用状況 及び在庫状況に関する情
報を収集し、必要に応じて、卸業者に対し、各医療機関の
発注に対応するよう指導する。

・海外発生期から地域発生早期では、「在庫状況等」と
し、国内感染期以降では「使用状況及び在庫状況」とし
ているが、「在庫状況等」には、使用状況も含まれるの
か、その他含まれることは何か。

海外発生期から地域発生早期においても、必要に応じて使用
状況も把握する場合があると考えている。

84

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

108 第4章3（2）

第４章　抗インフルエンザウイルス薬の投与方法について
３．新型インフルエンザウイルスの曝露を受けた者に対す
る抗インフルエンザウイルス薬の予防投与
（２）予防投与の実施に係る留意点

○　予防投与については、投与対象者（小児の場合は保
護者を含む。）に、その有効性及び安全性について十分に
情報提供し、同意を得た上で行う。予防投与の方法につい
ては、添付文書に記載されている用法等に従うことを原則
とする。

1歳未満に対する投与（予防・治療）の方針について教え
ていただきたい。

新型インフルエンザの発生状況にもよるが、基本的には添付
文書の記載等に従うものと考えている。

85

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

108 第4章3（2）

３．新型インフルエンザウイルスの曝露を受けた者に対す
る抗インフルエンザウイルス薬の予防投与
（２）予防投与の実施に係る留意点

○　なお、海外発生期及び地域発生早期に、抗インフルエ
ンザウイルス薬の予防投与を行う際には、国及び都道府
県の備蓄薬を使用できるものとする。

医療機関が行った予防投与については、どのように薬
等の請求を行うか。

予防投与については保険の適用除外である。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

86

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

167

第３章 抗インフル
エンザウイルス薬
の流通調整につい
て
４．国内感染期以
降における対応
１）都道府県が講
ずべき措置

○ 都道府県は、市場に流通している抗インフルエンザウイ
ルス薬の在庫量が一定量以下になった時点で、都道府県
が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を、卸業者を
通じて医療機関等に供給する。

知事が備蓄薬の放出判断する上で重要な指標となる
「一定量以下」に係る政府、都道府県、医薬品メーカー
間協議については、具体的な方法を予め提示願いた
い。

都道府県が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を放出す
る具体的な判断基準については、新型インフルエンザ等発生
時において市場に流通している在庫状況等を考慮して、政府、
都道府県、医薬品メーカーが協議を行い、決定していくものと
考えている。

87

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

164
第2章1（2）1）、
3）

１．新型インフルエンザ等対策体制の検討・確立　（２）情報
収集・共有体制の整備
１）平時からの情報収集・共有
○　流行時における、従業員の発症状況や欠勤の可能性
等を確認する体制を構築する。
〔平時に確認する社内の情報〕
＊従業員の緊急連絡先や学校・保育施設に通う子どもの
有無、要介護の家族の有無、その他支援の必要性の有無
等

３）発生時の情報収集・共有
○　国内発生早期及び流行時においては、従業員の発症
状況や欠勤の可能性等を確認する体制を構築する。
〔確認する社内の情報〕
＊従業員の渡航状況、健康状況
＊従業員の緊急連絡先や学校・保育施設に通う子どもの
有無、要介護の家族の有無、その他支援の必要性の有無
等

・「流行時の確認体制の構築」と見出しにて記載がある
が、〔　〕では、「平時に確認する社内情報」となっている。

・1）では「流行時」、3）では「国内発生早期及び流行時」
となっており、「国内発生早期及び国内感染期」なのか、
それらをあわせて「流行時」としているのか整理していた
だきたい。

・1）と3）で確認事項が異なっているので、必要な情報が
何か明確に示したほうが良いのではないか。

・「流行時における」を「発生時を想定して」に改める。
・「国内発生早期及び国内感染期」に修正する。
・発生時においては、その時の「従業員の渡航状況、健康状
況」を把握する必要があるため記載している。

88

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

166 第2章2（1）

２．感染防止策の検討・実施　（１）平時における感染防止
策の検討
○　感染防止策に実効性を高めるため、職場で感染した可
能性がある者がいる場合を想定し、以下のような対応措置
を立案する。
・　職場で感染の疑いのある者が発見された場合を想定
し、 対処する作業班を決める。作業班のメンバー用に必要
な個人防護具を用意し、試用を行う。
・　感染防止策について日頃から訓練を行い習熟しておくと
ともに、必要な資器材等を備蓄する。

・「作業班のメンバー用に必要な個人防護具を用意し、
試用を行う。」は作業班のメンバー用の資器材の準備、
習熟を意味していると思うが、「・　感染防止策について
日頃から訓練を行い習熟しておくとともに、必要な資器
材等を備蓄する。」の対象者、資器材はどのようなもの
か。

・具体的な資器材の種類・数量等をリスト等により参考
に示したほうが、対策が進むと思われる。

・第2章４に訓練の項目があることから、本項目は「職場
にて感染の疑いのある者が発見された場合の対応方法
を検討する」等として、「対処作業班、対応者の指名や個
人防護具、消毒薬を用意することを検討する」等記載し
たらどうか。

「必要な資器材等」としては「消毒薬等」を想定している。
「職場で感染の疑いのある者が発見された場合を想定し、対処
する作業班を決める。」
「個人防護具（作業班メンバー用）や消毒薬等を備蓄する。」
に改める。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

89

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

166 第2章2（1）

２．感染防止策の検討・実施　（１）平時における感染防止
策の検討
○　感染防止策に実効性を高めるため、職場で感染した可
能性がある者がいる場合を想定し、以下のような対応措置
を立案する。
・　登録事業者は、予め特定接種対象者数を検討し登録す
る。その際、ワクチンについては、副反応のおそれがあるこ
と、効果が未確定であるため接種後にも感染防止策を講じ
なければならないこと、また、発生状況に応じて、特定接種
が行われない場合があることについて、説明して同意を得
る。
・また、登録事業者は、厚生労働省の登録システム（仮称）
に事業所名・特定接種対象者数・接種場所等を登録する。
（登録方法は追って提示される予定である。）

登録事業者は、発生時の事業継続のための制度であ
り、職場における感染者の発生を想定して行うものでは
ないため、別の項としてはどうか。

ご指摘を踏まえ修文済み。

90

事業者・
職場にお
ける新型
インフル
エンザ等
対策ガイ
ドライン

168 第2章2（2）4）
２．感染防止策の検討・実施　（２）発生時における感染防
止策　４）従業員の健康状態の確認等

1（2）3）の４つめの○「国内発生早期及び流行時におい
ては、従業員の発症状況や欠勤の可能性等を確認する
体制を構築する。」に重複している。

原案とおりとする。

91

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

168
２（２）６）従業員の
家族が発症した場
合の対処

○　同居家族が発症した場合、従業員自身が濃厚接触者と判断され、保健所等から外出自粛等を要請される可能性がある。このため連絡を受けた事業者は、保健所等に連絡して指示を受ける。
保健所に連絡し指示を待つのではなく、原則一律化した
対応を全国で実施すべきであり、出勤しない日数を決め
ておく必要があるのではないか。

以下のように修文済み。
「同居家族が発症した場合、従業員自身が濃厚接触者と判断
され、保健所等から外出自粛等を要請される可能性がある。事
業者は、国が提供する外出自粛等の期間の基準等の情報を
適宜入手する。」

92

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

169 第2章2（2）7）

７）継続的な情報収集・対処方針の検討
○ 国内発生早期は、全ての新型インフルエンザ等の患者
（疑似症患者であって当該感染症にかかっているに足りる
正当な理由がある者を含む）は入院措置の対象となり、感
染症指定医療機関等で治療を受ける。ただし地域感染期
には、入院措置は原則行わず、患者の症状の程度から入
院の必要性の有無を判断することになる。患者に入院治
療の必要性が認められなければ、必要に応じて投薬を行
い、極力自宅での療養を勧めることとしている。

本情報により、事業者が何を検討すればよいのか分か
りにくい。

記載場所を「事業所で従業員が発症した場合の対応」の冒頭
に移動し、前提としての説明とする。

93

事業者・
職場にお
ける新型
インフル
エンザ等
対策ガイ
ドライン

171
３（１）２）施設の使
用制限等の対象と
なる事業者

施設の使用制限等の対象となる事業者は、要請が行われ
ることを前提として、事業継続方針を立案しておく必要があ
る。

あらかじめ施設の使用制限等の対象となることが想定さ
れる事業者に対し、要請が行われることを説明するとと
もに、事業継続方針の立案について依頼しておく必要が
あるということか。

個別事業者に対する説明は想定していないが、地域の商工会
等との定例の会議等があれば、その機会に併せて御説明いた
だきたい。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

94

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

172 第2章3（2）
３．新型インフルエンザ等に備えた事業継続の検討・実行
（２）事業影響分析と重要業務の特定

指定（地方）公共機関においても本項目は重要なことか
ら記載してはどうか。

ご指摘を踏まえ修文済み。

95

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

177 第2章3（4） 図２

現ガイドラインでは、想定される期間（2ヶ月程度）等の記
載がなされており、必ずしもそのとおりとはならないが、
期間のイメージをもち、具体的な対策を立てやすくする
のため、記載してはどうか。

原案の図２においても期間（2ヶ月程度）は記載しているところ。

96

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

179 第2章3（5）4）

（５）新型インフルエンザ等発生時における事業継続計画
の立案・実行
４）小康期
・　感染した従業員の多くは、発症から10日間程度で治癒
すると考えられ、発症・治癒した者はウイルスに対する免
疫を持つ。小康状態においては、治癒した従業員も含めた
人員計画を立案する。

10日程度での復帰（P162）が見込まれ、小康期となる前
に復帰する方もいるため、人員計画立案の前提として小
康期のみに限定して記載する必要はないのではない
か。

ご指摘のとおり、国内感染期においても感染者が発症から10
日間程度で治癒し、治癒した者は職場に復帰するが、各期に
おいて主眼を置くべき内容について記載したものであり、原案
とおりとする。

97

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

180 第2章4

４．教育・訓練
○　新型インフルエンザ等対策に対する従業員の意識を高
め、発生時に的確な行動をとれるよう、新型インフルエンザ
等の発生に備えた訓練を立案・実施する。
・　国内発生早期に従業員が発症、国内感染期に進展など
複数の状況を設定した机上訓練
・　感染防止策に関する習熟訓練（例：個人防護具の着
用、出勤時の体温測定等）
・　職場内で発症者が出た場合の対応訓練（帰国者・接触
者外来への連絡、病院等への搬送、職場の消毒、濃厚接
触者の特定等）
・　幹部や従業員の発症等を想定した代替要員による重要
業務の継続に関わる訓練

４．教育・訓練
○　新型インフルエンザ等対策に対する従業員の意識
を高め、発生時に的確な行動をとれるよう、新型インフ
ルエンザ等の発生に備えた訓練を立案・実施する。
・　国内発生早期に従業員が発症、国内感染期に進展
など複数の状況を設定した机上訓練　⇒上記修正内容
によっては地域発生早期、地域発生期への修正
・　感染防止策に関する習熟訓練（例：個人防護具の着
用、出勤時の体温測定等）
・　職場内で発症者が出た場合の対応訓練（帰国者・接
触者センターへの連絡、病院等への搬送、職場の消
毒、濃厚接触者の特定等）
・　幹部や従業員の発症等を想定した代替要員による重
要業務の継続に関わる訓練

「帰国者・接触者相談センター」に修文済み。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

98

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

180
１　本ガイドライン
の概要と目的

○　また、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特
措法」という。）第３条の規定に基づき新型インフルエンザ
等対策を実施する「指定（地方）公共機関」については、新
型インフルエンザ等に関する業務計画（以下「業務計画」と
いう。）を作成する責務があり、・・・

・指定公共機関への相互乗り入れを行っている事業者を
指定地方公共機関として指定する場合、業務計画は指
定公共機関と整合性を保つ必要があるが、指定公共機
関の業務計画の策定状況や内容把握は事業者間で調
整すべきものなのか、県が調整すべきものなのか。県が
調整する場合、指定公共機関の業務計画策定に関与す
ることは難しいと考える。
・ＢＣＰ（新型インフル編）を両社とも策定している場合、
改定を行う際に調整するのか。また、調整する場合は事
業者間で行うのか、県が行うのか。県が行う場合、指定
公共機関への関与は難しいと考える。

・事業者間で調整すべきものと考えている。
・法施行に伴い改定があるものと考えている。

99

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

180～183

第３章事業継続計
画策定の留意点
２．感染防止策の
検討

-
新型インフルエンザ等の対応について、産業医の役割
や労働安全衛生法との関係性（法的な位置づけ、責任
も含めて）を明らかにしていただきたい。

産業医については以下厚労省ﾘｰﾌﾚｯﾄ「産業医について」をご
覧いただきたい。
http://www.mhlw.go.jp/new-
info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/080123-1a.pdf
厚労省ＨＰ→政策について→分野別の政策一覧→雇用・労働
→労働基準→安全・衛生→安全衛生関係ﾘｰﾌﾚｯﾄ等一覧→産
業医について

100

個人、家
庭及び
地域に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

186 第1章2

第１章　はじめに　２　国民の協力
・都道府県及び市町村の情報
都道府県及び市町村は、ポスター掲示、ホームページ、相
談窓口等を通して、地域の感染状況、新型インフルエンザ
等に係る帰国者・接触者相談センターや帰国者・接触者外
来に関する情報をその地域に提供する。
・国は、都道府県及び市町村を通じて情報提供を行うほ
か、マスメディア等を通じて直接情報を提供する。関連する
ホームページは、別添１を参照されたい。

・ポスター掲示が必ず行われるとは限らないため、国の
記載に準じ、「ホームページ、相談窓口、マスメディア等
を通じて情報を提供する」等の記載としてはどうか。
・マスメディアを通じての情報提供では、住民に対し「直
接情報を提供する」ことにならないのではないか。
・国において、コールセンターを設置することとなってお
り、次のようにその旨を記載いただきたい。
「国は、都道府県及び市町村を通じて情報提供を行うほ
か、相談窓口、マスメディア等を通じて情報を提供する。
関連するホームページは、別添１を参照されたい。」

・「ホームページ、相談窓口、マスメディア等を通じて」に修正す
る。
・マスメディアを通じて、行政の発言等がそのまま国民に提供
がなされるものは「直接」となるものと考えている。
・修文を検討する。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

101

個人、家
庭及び
地域に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ
イン

191 第2章2（5）

第２章　個人・家庭における取組　２．新型インフルエンザ
等の発生時（海外発生期）以降の対応　（５）医療の確保へ
の協力
○　また、新型インフルエンザ等に罹患し在宅で療養する
場合に支援が必要な患者について、患者や医療機関等か
ら要請があった場合には、市町村は、国及び都道府県と連
携し、必要な支援（見回り、訪問看護、訪問診療、食事の
提供、医療機関への移送）を行う。

・先日の照会では、国、都道府県の連携は、市町からの
相談との回答であり、次のような記載でどうか
「○　また、新型インフルエンザ等に罹患し在宅で療養す
る場合に支援が必要な患者について、患者や医療機関
等から要請があった場合には、市町村は、必要な支援
（見回り、訪問看護、訪問診療、食事の提供、医療機関
への移送）を行う。国及び都道府県は、必要に応じ、市
町村の相談に応じる。

趣旨は理解していただけると考えるので、原案どおりとする。

102

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

217 （３）埋葬の活用等

○　さらに、新型インフルエンザ緊急事態において、・・・を
考慮するものとする。その際、都道府県知事は、予め、新
型インフルエンザ等に起因して死亡したことを確認の上、
遺族の意思を確認するものとする。

遺族の意思の確認方法は具体的にはどのようにするの
か？

・　通常、埋葬を行う場合、ご遺族から埋葬許可の申請を受け
るため、この手続きによって遺族の意思を確認することができ
るものと考えているが、埋葬許可の申請に係る手続きを採るこ
とができないような緊急事態に、一律の方法を定めるものでは
ないが、ご遺族の意思を尊重するという観点から地域の実情
やケースの状況に応じた対応を図っていただきたいと考えてい
る。

103

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

219
国内感染期におけ
る対応

○ 都道府県は、市町村及び近隣の都道府県と連携し、遺
体の埋葬及び火葬について、墓地、火葬場等に関連する
情報を広域的かつ速やかに収集し、市町村の区域内で火
葬を行うことが困難と判断されるときは、他の市町村及び
近隣都道府県に対して広域火葬の応援・協力を要請し、広
域的な火葬体制を確保するとともに、遺体の搬送の手配等
を実施するものとする。

①「遺体の搬送の手配等」は、特措法56条3項の埋火葬
の規定についての具体的な内容を指すのか。
②　①であれば、例示されている「遺体の搬送の手配
等」以外にどのようなものを想定しているのか。
③　「遺体の搬送の手配等」とはどのようなものを想定し
ているのか。

① ②「遺体の搬送の手配等」は、特措法第５６条３項の措置を
直接含むものではない。
③遺体の搬送業者や関係団体に対する遺体の搬送への協力
依頼等を想定している。

104

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

219
国内感染期におけ
る対応

○ 都道府県は、市町村及び近隣の都道府県と連携し、遺
体の埋葬及び火葬について、墓地、火葬場等に関連する
情報を広域的かつ速やかに収集し、市町村の区域内で火
葬を行うことが困難と判断されるときは、他の市町村及び
近隣都道府県に対して広域火葬の応援・協力を要請し、広
域的な火葬体制を確保するとともに、遺体の搬送の手配等
を実施するものとする。

①都道府県による埋火葬の具体的内容については、今
まで議論がなされておらず、政府ガイドラインに記載する
にあたっては十分な調整が必要ではないか。

・　多くの死亡者が出て、市町村の区域内で火葬を行うことが
困難になり、ご遺体の広域的な火葬体制の確保が必要な状況
は、大規模災害の場合と基本的には同様であり、市町村の区
域内での円滑な火葬の実施が困難な場合における広域的な
火葬体制の確保のために必要な都道府県の取組について記
載したものであるので、ご理解をいただきたい。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 質問・意見 回答

105

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

219・220

５.国内感染期にお
ける対応

（３）埋葬の活用等

さらに、新型インフルエンザ緊急事態において、死亡者の
数に火葬場の火葬能力が追いつかず、火葬を行うことが
困難な状態にあり、火葬の実施までに長期間を要し、公衆
衛生上危害の発生を防止するため緊急の必要があると認
められるときは、特定都道府県は、新型インフルエンザに
感染した遺体に十分な消毒等を行った上で墓地に一時的
に埋葬することを考慮するものとする。その際、都道府県
知事は、予め、新型インフルエンザ等に起因して死亡した
ことを確認の上、遺族の意思を確認するものとする。また、
近隣に埋葬可能な墓地がない場合には、転用しても支障
がないと認められる公共用地等を臨時の公営墓地とした
上で当該墓地への一時的な埋葬を認めるなど、公衆衛生
を確保するために必要となる措置について、状況に応じて
検討するものとする。

・「公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必
要があると認められるとき」とはどのような場合を想定し
ているのか示していただきたい。
・「墓地、埋葬等に関する法律」でいう埋葬は、許可を受
けた「墓地」でしか行えないが、ガイドラインでいう「臨時
の公営墓地」は許可を受けた墓地を想定しているのか。
周辺住民の反対等によりなかなか許可を受けられない
現状にあって、死体を埋葬する墓地の許可をとるのは非
常に困難である。仮に、一時避難的に土中に保存・安置
するものとしても、法律の墓地としない（許可を受ける必
要がない）こととすべきではないか。
・新型インフルエンザに罹患し死亡した人の遺体が感染
力をもつ期間について明確にした上で、対応を示してい
ただきたい。
・「新型インフルエンザに感染した遺体に十分な消毒等
を行った上で～」とあるが、十分な消毒とは何か具体的
に示していただきたい。

・　「公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があ
ると認められるとき」については、死亡者が増加し、火葬場の
火葬能力の限界を超える中で、遺体安置所の収容能力も超
え、その拡充も困難な状況となり、ご遺体の火葬や保管に支障
が生じ、このままでは公衆衛生上の問題が生ずるといった場合
が想定される。
・　墓地の許可は必要となるが、東日本大震災において仮埋葬
のために公営墓地として転用した場合においても、公園等を臨
時の墓地に転用については地域の実情に応じて弾力的な手続
がとられるなどの対応が行われており、こうした地域の実情に
応じた運用についてご検討をいただきたい。
・　ほとんどの感染性病原体は遺体において４８時間を超えて
生存しないとされているが、新感染症を含む新型インフルエン
ザ等について、現時点で感染力をもつ期間をあらかじめ特定
することは難しいため、個々の感染症のケースに応じて適宜必
要な情報提供に努めてまいりたい。
・　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律第30条第２項において、ご遺体を火葬によらず埋葬する場
合には、十分な消毒を行う旨が定められているところであり、本
ガイドラインにおいてもこれを踏まえて従来から記載しているも
のである。これに係る消毒の方法について、特定の方法は定
められていないが、例えば、本ガイドライン４．（４）②の消毒措
置も参考としていただきたい。

106
全ガイド
ライン

- - -
各ガイドラインにおいて、記号等のつけ方、行間、文字
サイズ、表現の統一及び行為者の明確化を出来る限り
お願いしたい。

ご指摘を踏まえ修正済み。

107 その他 - - ガイドライン等の運用等についての説明の要望
政府行動計画、ガイドラインの内容及び具体的運用等
について、都道府県担当課長（担当者）への説明の場を
設けて頂きたい。

7月16日に説明会を開催。
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都道府県からのご質問に対する回答 
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※ガイドライン（案）パブリックコメント掲載時のガイドライン本文参照 

資料２－４ 



ガイドライン（案） パブリックコメントに対するご質問等＜特段の意見＞

番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

1

サーベイ
ランスに
関するガ
イドライ
ン

9

第２章
各段階にお
けるサーベイ
ランス

地域的な状況の把握のための地域の独自
の取組として、(中略）早期対応ができるよう
に準備することが重要である。

このような表記をされることにより、各種サーベイランス
以外のサーベイランス実施を強制される可能性がある。
従って、この表記を全て削除するか、文末を「準備するこ
とも検討する。」程度に止めるべきである。

（６）の地域ごとの実情に応じたサーベイランスについては、地域ごと
の取組として重要であると考えているが、強制できる様な事案ではな
いと考えている。

2

サーベイ
ランスに
関するガ
イドライ
ン

11 -

＜当初の基準（≒海外発生期）＞
（イ）確定患者
a 症状（38度以上の発熱、急性期呼吸器症
状等）
b PCR検査等の結果（陽性）
（ロ）疑似症患者
a 症状（38度以上の発熱、急性期呼吸器症
状等を基本とし、海外の情報等から特徴的
な症状が明らかな場合はその症状を考慮し
て追加する。）
b まん延国への渡航歴（一定期間内）
c インフルエンザ迅速検査キットの結果（Ａ
型が陽性、Ｂ型が陰性）

＜当初の基準（≒海外発生期）＞
（イ）確定患者
a 症状（38度以上の発熱、急性期呼吸器症状等）
b PCR検査等の結果（陽性Ｈ及びＮの亜型が確定したも
の）
（ロ）疑似症患者
a 症状（38度以上の発熱、急性期呼吸器症状等を基本
とし、海外の情報等から特徴的な症状が明らかな場合
はその症状を考慮して追加する。）
b まん延国への渡航歴（一定期間内）
c インフルエンザ迅速検査キットの結果（Ａ型が陽性、Ｂ
型が陰性）
ｄ PCR検査等の結果（Ｈ亜型が確定したもの）

追記してほしい。

ご指摘を踏まえ修正済み。

3

サーベイ
ランスに
関するガ
イドライ
ン

14 -

○　P14（４）新型インフルエンザによる死亡・
重症患者の状況　３行目
「新型インフルエンザによる一定以上（人工
呼吸器の装着等）の重症患者が・・」

「新型インフルエンザによる重症患者（人工呼吸器の装
着等）が・・・」
に修正願います。

○　理由：「一定以上」という表現があいまいで、どの時
点で報告すべきかが医療機関による異なってしまう恐れ
がある。また、重症患者を全数把握することが、ウイルス
の重症度の判定に有用である。

厚生労働省への報告を求める患者の要件として、一定の基準を設け
る必要があると考えているため、「一定程度以上」と記載している。
当該基準については、発生した新型インフルエンザ等の病原性等を
踏まえ、適宜通知等により提示することとする。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

4

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

- - -

厚生労働大臣が、政府対策本部を設置する必要がある
と、対策本部長である内閣総理大臣に意見具申する基
準が、これまでＷＨＯのフェーズ４だったが、ＷＨＯの基
準が変更されたので、厚生労働省は、どういった基準、
要件で意見具申をするのか、ガイドラインに明記してい
ただきたい。
政府対策本部設置後、速やかに都道府県対策本部を設
置するが、本部設置時には、相談窓口や帰国者接触者
外来、受入れ病院が整っていないと、区市町村を含め、
現場は混乱するだけである。
このため、ＷＨＯや国の情報を収集しながら、対策本部
設置までに、準備を進めるものであり、政府対策本部設
置の判断基準を国としてどのように考えているのか、厚
生労働大臣は、何をもって意見具申するのか、明確に示
していただきたい。

6月10日にWHOが発表したリスクマネージメントガイドライン（暫定版）
における新しいパンデミックフェーズの基準は、新型インフルエンザ
ウイルスの世界的な拡がりに応じて「パンデミックとパンデミックの間
の時期（Interpandemic phase）」「警戒期（Alert phase）」「パンデミック
期(Pandemic phase)」「移行期（Transition phase）」の４段階とし、新型
インフルエンザウイルスの世界の平均的な流行状況を各国が理解す
るために使用するものとしている。
新型インフルエンザ等対策政府行動計画には、「WHO が新型インフ
ルエンザのフェーズ４の宣言若しくはそれに相当する公表又は急速
にまん延するおそれのある新感染症の発生を公表した場合には、厚
生労働大臣は、新型インフルエンザ等が発生した旨を公表する」こと
としており、WHO及び発生国の公表により持続的なヒトーヒト感染等
が確認されれば、厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等の発生を
公表するものと考えている。

5

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

22
第２章
国における対
応

表ほか
情報提供については、「収集すべき情報」「収集源」はあ
るが、「どのような情報をどこと情報共有するのか」「適切
な収集手段」をどう考えるかの記載が必要ではないか。

今後の検討課題とする。

6

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

26
第２章
国における対
応

（１）記者発表
公益性との兼ね合いについて、ある程度の目安、基準を
定めておかなければ、恣意的判断ととらえられるのでは
ないか。

今後の検討課題とする。

7

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

27
第２章
国における対
応

（３）受け手に応じた情報提供

指定公共機関の役割を明記すべき。
全国ネットを有する団体を指定している場合は、その団
体を通じて、国の情報を提供する役割を担うものと思料
する。
また、自治体は、ネットワークから外れる部分を担うこと
により情報伝達の漏れがなく、また重複を防ぐよう役割
分担を明記するべきではないか。

指定公共機関との関係については、最終頁に「各省庁は、所管する
指定公共機関と適宜情報共有する。」と記載しているところ。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

8

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

- - -

発生地域の公表については、各自治体による独自公表
基準もあることから、公表を原則とすることについては、
表現の変更をお願いする。
６月の会議では、意見を踏まえ調整するとの回答であっ
たことから、再度国に事前の調整をお願いしたい。
その下にある、「こうした発表の方法等については・・・・」
の文章は方法等だけではなく、内容についてはも検討す
る必要はあることから、以下のとおり修正する必要があ
るのではないか。

修正案
「こうした発表の内容・方法等について・・・・・・・。」

ガイドラインにて記載されれば、国内初発例だけではな
く、各地域で発生した場合の公表基準となるが、状況・地
域により判断も異なるため。

原案とおりとする。
あくまで「原則」市町村名までであるが、いずれにしても発生時におい
て国において当該地方自治体とも調整の上、決定するものと考えて
いる。

9

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

28

第３章
地方公共団
体における対
応

○都道府県並びに・・・　実務担当者の責任
者とは別に、新型インフルエンザ等に関する
広報担当官の下に情報提供担当チームを
置き、情報提供体制を整備する。

国が行う情報提供と都道府県が行うものでは、求められ
る内容が異なるため、その体制も違ってくると思われる。
広報官、情報提供担当チームを設ける必要があるか
は、それぞれの都道府県で判断する表現にしていただき
たい。

以下のように修文済み。

○都道府県並びに・・・　実務担当者の責任者とは別に、新型インフ
ルエンザ等に関する広報担当責任者の下に情報提供担当チームを
置く等、国の体制を参考に必要な体制を整備する。

10

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

30

第３章
地方公共団
体における対
応

都道府県等は、厚生労働省より示された診
断、治療に係る方針について、管内の医療
機関に対して、周知する。

診断、治療に係る方針というのは、非常に重要な情報で
あり、確実に医療機関へ周知する必要がある。都道府
県等の事務が繁雑な時に厚生労働省より通知等がなさ
れた場合、迅速に医療機関へ周知できないことも想定さ
れるほか、従来もそうであるが、厚生労働省は都道府県
等を単なる「郵便屋」的な扱いをしている側面もある。そ
のため、このような重要な情報の医療機関への周知に
ついては、厚生局にも分担させるような表記にすべきで
ある。

原案とおりとする。
国としては、医師会等を通じて医療機関への周知を行うこととする。
なお、地方厚生局においては、国からの通知などを医療機関へ迅速
に情報提供を行うようなネットワークがなく、分担することは困難であ
るが、都道府県に対し通知等を発出する際には、都道府県が医療機
関に対し迅速に周知できるよう配慮してまいりたい。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

11

情報提
供・共有
に関する
ガイドラ
イン

31

第４章
国と地方公
共団体等と
の連携

新型インフルエンザ等の発生時において、
厚生労働省は、都道府県等や医師会を通
じ、できるだけ早期に新型インフルエンザ等
の診断、治療に係る情報を医療関係者に対
し提供する。

診断、治療に係る方針というのは、非常に重要な情報で
あり、確実に医療機関へ周知する必要がある。都道府
県等の事務が繁雑な時に厚生労働省より通知等がなさ
れた場合、迅速に医療機関へ周知できないことも想定さ
れるほか、従来もそうであるが、厚生労働省は都道府県
等を単なる「郵便屋」的な扱いをしている側面もある。そ
のため、このような重要な情報の医療機関への周知に
ついては、厚生局にも分担させるような表記にすべきで
ある。

原案とおりとする。
地方厚生局においては、国からの通知などを医療機関へ迅速に情
報提供を行うようなネットワークがなく、分担することは困難である
が、都道府県に対し通知等を発出する際には、都道府県が医療機関
に対し迅速に周知できるよう配慮してまいりたい。

12

水際対
策に関
するガイ
ドライン

41
第2章
水際対策の
実施方針

検疫所は、新型インフルエンザに対する
PCR検査等の実施体制を整備するとともに、
都道府県並びに保健所を設置する市及び特
別区と協議し、採取した検体を最寄りの地方
衛生研究所に依頼するなど相互協力体制を
整える。

地方衛生研究所に依頼することは、「検体の検査」では
ないか。

御指摘を踏まえ修文済み。

採取した検体の検査を最寄りの地方衛生研究所に依頼するなど相
互協力体制を整える。

13

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

66
第２章
まん延防止
対策の概要

（個人対策）
国は基本的対処方針を決定し、個人対策の
実施について国民の理解が得られるよう、
国民に対し、必要な情報提供を行う。
都道府県、市町村は、マスク着用・咳エチ
ケット・手洗い・うがい、人混みを避ける等の
基本的な感染対策を実践するよう促す。

P230に「うがい」は「インフルエンザの予防効果に関する
科学的根拠は未だ確立されていない」と記載はされてお
り、実際に厚生労働省では感染予防対策として「うがい」
を挙げていない。また、当県にも実際にその有効性につ
いて問い合わせもあり、混乱を避けるため「うがい」を勧
奨しないよう表現を統一した方がいいのではないか。

ご指摘のとおり、科学的根拠は確立されていないが、専門家と相談
し、日常の衛生行動の一環として記述している。

14

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

67
第２章
まん延防止
対策の概要

国及び都道府県は、ウイルスの病原性等の
状況を踏まえ、必要に応じて、学校・保育所
等におけるまん延防止策実施に資する目安
を示す（略）

都道府県でウイルスの病原性等を踏まえたまん延防止
策実施に資する目安を示すことは難しいと思われるた
め、都道府県という言葉を削除すべきである。

あくまで「必要に応じ」としていること、国の目安を踏まえた上で、県の
実施レベルにおいてより具体の目安を示すことも想定されることか
ら、原案とおりとする。

15

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

69

第３章
各段階にお
けるまん延防
止対策

なお、患者が学校などに通っていた場合に
は、集団感染の恐れがあることから、感染症
法に基づく対策以外に、学校保健安全法に
基づく学校の臨時休業の実施についても検
討する。

患者が小学生の場合、その患者が住んでいる地域の幼
稚園・保育所・中学校等については、臨時休業を検討す
るのか？

具体的な運用については、ウィルスの病原性等の状況を踏まえ、必
要に応じて、国が目安を示すこと等としており、それも踏まえ、地方自
治体等において判断いただくことになると考えられる。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

16

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

72

第３章
各段階にお
けるまん延防
止対策

通常、季節性インフルエンザ対策として実施
されている対策を、より強化して実施する。

「より強化」という点が、わかりにくい。どの程度なのか、
具体体に示していただきたい。

当該記載の下に例示している内容を発生時の状況を勘案して適宜
判断していくものであり、現時点において具体的にお示しすることは
困難である。

17

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

76

第４章
外出自粛要
請・施設の使
用制限等の
要請等

・ ③～⑬の施設であって延べ床面積1、000
㎡超のものについては、その営業の自由や
国民生活への影響を考慮し、柔軟に対応す
ることとし、第1 段階として特措法第24 条第
9 項による協力の要請を行い、それに正当
な理由がないにもかかわらず応じない場合
に、第2 段階として特措法第45 条第２項に
基づく要請、次いで同条第3 項に基づく指示
を行う。

使用制限等の要請等を行う対象施設のうち、⑤の集会
場又は公会堂、⑥の展示場、⑨の体育館、水泳場、
ボーリング場、スケート場その他、⑩のうち水族館、美術
館、⑫のうち学習塾などについては、設置等について規
定する法令が見あたらない。
これら施設の把握手段について、ご教示願いたい。
また、上記施設について延べ床面積1、000㎡超の施設
の確認手段等についてもご教示願いたい。

ご指摘いただいた区分３施設については、事前に把握し、リスト化等
しておく必要はなく、発生時において問題が生じている場合等におい
て個別に対応するものである。
延べ床面積1、000㎡超の施設の確認手段については登記簿謄本を
ネット上で閲覧する等により確認いただきたい（ネット上の閲覧は有
料（１回337円）、窓口の場合は無料）

18

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

- -

・ ③～⑬の施設であって延べ床面積1、000
㎡超のものについては、その営業の自由や
国民生活への影響を考慮し、柔軟に対応す
ることとし、第1 段階として特措法第24 条第
9 項による協力の要請を行い、それに正当
な理由がないにもかかわらず応じない場合
に、第2 段階として特措法第45 条第２項に
基づく要請、次いで同条第3 項に基づく指示
を行う。

「市町村の協力を得て、都道府県が要請する。」といった
ように、確認方法について加筆されたい。

・適正な権限行使に資するためにも、1、000㎡超の施設
確認は事前の準備行為が必要である。施設の把握及び
当該施設のうち延べ床面積1、000㎡超の施設の確認等
は、特定行政庁である市においても実態の把握が可能
であるため

1,000㎡については、基本的に登記簿謄本をネット上、又は窓口で閲
覧する等によりご確認いただきたい。

19

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

77 - -

図中の「区分３施設」については、ガイドラインから削除
してはどうか。
６月の会議で、「特に必要となってから定めることから、
予めリストアップしておく必要はない。」との回答があった
ため、リストアップの必要がないのであれば、削除しては
どうか。

対策の全体をお示しするものであるため、原案とおりとする。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

20

まん延
防止に
関するガ
イドライ
ン

79

第３章
各段階にお
けるまん延防
止対策

・また、仕事等の都合で、どうしても乳幼児・
児童に付き添えない保護者も一定数存在す
ることも見込まれることから、十分な集団感
染予防策を講じた上での一部保育施設の部
分的開所についても認めるが、・・・

集団保育を行う場合の十分な集団感染予防策及び保育
施設の部分的開所の実施は、実際には困難と思われる
ため、この部分は削除していただきたい。

原案とおりとする。

医療提供者やその他の特定接種対象者が養育する児童等を預かる
保育所等の確保方法について、今後、関係省庁及び地方公共団体
と連携しながら検討することが必要である。
集団感染予防策に関しては、「新型インフルエンザ等対策ガイドライ
ン」における「まん延防止に関するガイドライン」や「保育所における
感染症対策ガイドライン」に基づき、飛沫感染対策、接触感染対策な
どを行いながら、適切に対処していくこととなる。

21

予防接
種に関
するガイ
ドライン

- -
８８ページ「２－③-(イ）」、９９ページ「⑦－
（ホ）」

特定接種の配分量の決定、供給予定日等の伝達は都
道府県等の協力となっているが、特定接種の事業者の
登録、接種予定、さらに実施確認等は担当府省庁が把
握することとなっている。
供給予定等を都道府県が協力するのであれば、それに
関わる情報が必要となることから、情報共有・対応の仕
組み等の構築をお願いする。
また、実施について担当府省庁が行うのであれば、ルー
トを確立し対応すべきである。

今後の検討課題とする。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

22

予防接
種に関
するガイ
ドライン

94
第４章
接種対象者
について

　「Ｂ．国民生活・国民経済安定分野」は、以
下の事業者基準①、②のいずれも同時に満
たすこと。

○　産業医を選任していること
○　ＢＣＰを作成していること

個々の事業者で産業医を選任していない場合であっても、当
該事業者団体等の主導により事業者への接種体制を整える
ことも想定できるが、可か。（BCPは事業者毎に作成してい
る。）その場合、現状の書きぶりでは、事業者毎の産業医の
選任が絶対条件ととられかねないので、例外規定を明示され
たい。
特定接種の登録の要件として個々の団体単位で産業医の選
任が必要なことは承知したが、5.20付け内閣審議官通知によ
る指定地方公共機関の指定基準の中で、貨物等は事業者団
体を指定するのが基本としています。事業者団体は、産業医
を選任しなければならないほど規模が大きくないことが地方
においては多々あると思いますが、指定地方公共機関として
の役割を求めながら、特定接種の対象とはならない、というこ
とが発生しかねないと思うが、その点についての見解はいか
がか。
また、指定地方公共機関は個々の業者単位でなく事業者団
体を指定することが考えられる。（指定対象でない）個々の事
業者は産業医を選任しているが、（指定対象である）事業者
団体は選任していないことも想定されるが、指定地方公共機
関・登録対象者としての要件は満たすのか。その場合、上記
と同様例外規定が必要と思われる。（なお、当該団体につい
ては、傘下事業者との協議により、事業者選任産業医からの
接種を受ける方針。BCPは団体、事業者ともに作成。）
労働安全衛生法上の産業医の選任義務を有さない事業者・
団体等であっても、新型インフルエンザ等対策緊急事態措置
等を行うため、指定（地方）公共機関に指定する必要がある
場合は、特定接種の対象として認めるべきであるため。

指定（地方）公共機関と登録事業者については、別制度であり、登録
事業者となるためには、個々の事業者のみならず、指定（地方）公共
機関としての事業者団体としても産業医を選任することが必要であ
る。
指定（地方）公共機関として指定される法人においては、産業医選任
等の事業者基準を満たした法人が、登録されることとなる。

（事業者基準については、特定接種を迅速に進め、住民接種をでき
るだけ早く実施するため、事業者自らが接種体制を整えることが必要
との観点から、新型インフルエンザ等有識者会議の検討結果を踏ま
えたものであり、嘱託委への依頼等による介護・福祉事業以外に例
外を置いていない。）

23

予防接
種に関
するガイ
ドライン

95
第４章
接種対象者
について

事業者基準②　BCPを作成していること

意図することは理解できるが、BCPそのものは法律上作
成義務が事業者に負わされているものではないし、その
内容も様々である。しかしながら、社会機能の維持を考
えれば予防接種を行い、機能を維持していく必要もある
ことから、基準としてではなく、ある事業者の方が優先さ
れる程度にしてはどうか。

ＢＣＰの作成は登録事業者として登録する際の要件であり、詳細につ
いては特定接種における実施要領において規定予定。
特措法上BCPの作成自体が義務にはなっていないが、登録事業者
は国民生活及び国民経済の安定の確保に努める責務があるため
（特措法第４条第３項）、業務を継続していただくことが必要である。

24

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106
第５章
予防接種体
制について

市町村は、円滑な接種の実施のために、予
め市町村間及び都道府県間等で広域的な
協定を締結し、居住する市町村以外の市町
村における接種を可能とするよう努める必
要がある。そのため、厚生労働省及び都道
府県は、技術的な支援を行う。

自治体同士で広域協定を締結し、相互に接種を行なう
実施方法は非常に事務が煩雑となり現実的ではない。
各自治体から実施方法を見直し、国主導で共通ルール
を定めるよう多数の要望が出されている中では、当該記
載は削除すべきである。

住民接種については、市町村が実施主体と定められており、その円
滑な運営については、都道府県や厚生労働省の協力を得て接種体
制の構築を図ることとされている。
市町村における住民接種の体制については、厚生労働科学研究班
において工夫事例等を含めた手引きを作成する予定である。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

25

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106
第５章
予防接種体
制について

市町村は、円滑な接種実施のために、予め
市町村間及び都道府県間等で広域的な協
定を締結し、居住する市町村以外の市町村
における接種を可能とするよう努める必要
がある。そのため、厚生労働省及び都道府
県は、技術的な支援を行う。

広域的な接種体制の構築にあたり、市町村が個別に協
定を締結するのでは極めて非効率的であると思われ、
国が主体的に全国統一の取扱・ルール等を示して頂き
たい。また、「技術的な支援」の具体的内容が不明であ
る。市町村の不安を招くので、明確に記載されたい。（新
潟市を含む、大都市衛生主管局長会議等でも同様の意
見があり、市町村の不安に応えられたい。）

住民接種については、市町村が実施主体と定められており、その円
滑な運営については、都道府県や厚生労働省の協力を得て接種体
制の構築を図ることとされている。
市町村における住民接種の体制については、厚生科学研究班にお
いて工夫事例等を含めた手引きを作成する予定である。

26

予防接
種に関
するガイ
ドライン

106
第５章
予防接種体
制について

市町村は、円滑な接種実施のために、予め
市町村間及び都道府県間等で広域的な協
定を締結し、居住する市町村以外の市町村
における接種を可能とするよう努める必要
がある。そのため、厚生労働省及び都道府
県は、技術的な支援を行う。

なお、全国知事会経由の事前の本県意見に対し、「市町
村における接種が円滑に実施されるように、実務担当者
レベルの研究会を設置して、具体的な事務のツメをおこ
ない、実施例を自治体規模別に示すことを考えている」
との回答をいただいているところであるが、具体的なツメ
を行い方針が固まった後に盛り込むべきで、現在の表記
でのガイドラインへの記載は見送るべきではないか。

有識者会議等での議論を踏まえ記載したところ。
なお、ご指摘のとおり厚生労働科学研究班において住民接種の実施
方法を研究しており、また今後お示しする住民接種の実施要領でも
円滑な接種が実施されるよう記載してまいりたい。

27

予防接
種に関
するガイ
ドライン

114

第６章
特定接種の
対象となり得
る業種・職務
について

全文

行動計画、ガイドラインとも、患者の搬送・移送について
の記載が殆どありません。医療機関に自力で行ける程
度の患者は軽度であり、重傷者に着目すれば、搬送は
非常に重要な対策です。
感染症法では、搬送は保健医療部門で行うことになって
いますが、実態は、疑い患者は消防で救急搬送せざる
を得ません。
しかし、消防業務であるとの法的な整備がされておら
ず、また、特定接種の対象は区分２として、インフルエン
ザとは別の国民の生命維持の緊急業務に「救急」が位
置づけられています。
新型インフルエンザ疑いの患者搬送は誰が実施すると
の整理でしょうか。消防業務とするのであれば、特定接
種は、最も感染者に積極的に接触する医療と同等でな
いとこの業務は維持できません。「救急」は、「医療」と同
等の区分にすべきと考えます。
また、感染が確定した場合、病院間の移送は、実際、誰
が実施すると想定さていますか。
東京空港検疫所支所は、搬送車が１台しかありません
が、水際対策で各検疫所が対応する際、厚生労働省は
車両や人員の増加など、対応強化をどのようにされる予
定でしょうか。

新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討結果を踏まえて、「医
療関係者」→「新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員」の
順で接種を行うことになる。
「新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実
施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とす
る業務や国家の危機管理に関する業務」については、区分２である
が、救急については、区分１となっている。
患者の病院間の移送に関しては、未発生期より、都道府県等におい
て、保健所を中心として、地域医師会、地域薬剤師会、指定（地方）
公共機関を含む地域の中核的医療機関や医療機関、薬局、市町
村、消防等の関係者からなる対策会議を設置するなど、地域の関係
者と密接に連携を図りながら地域の実情に応じた医療体制の整備
し、それに従い発生時に行動していただきたい。
検疫所から感染症指定医療機関に疑い患者を搬送する場合、原則、
検疫所の搬送車両等により搬送を行うが、その時の状況に応じて適
宜連携を図っていくこととしている。

53



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

28

予防接
種に関
するガイ
ドライン

119、124

（別添）特定
接種の対象
となり得る業
種・職務につ
いて

特定接種の対象となり得る業種・職務の一
覧表中「Ｂ　国民生活・国民経済安定分野」
に機械排水業の業種を加える。
　また、特定接種の対象となり得る国家公務
員及び地方公務員の区分３に、同様職務と
して機械排水業の職務を加える。

河川下流域等の低標高地域であって、常時排水機場の
運転による強制排水を実施しなければ一帯が浸水する
可能性のある地域において、浸水被害による交通、都
市機能の寸断を回避するため、排水機場の運転を維持
するための操作・管理人員及び同様業務を担う公務員
について、「予防接種に関するガイドライン」における特
定接種の対象業種とすべきである。

特定接種の対象となる業務等は新型インフルエンザ等有識者会議
の議論により、基本的には住民接種よりも先に特定接種が開始され
るものであることを踏まえ、特措法上高い公益性・公共性があると認
められるものとなっている。この考え方により定められたものに該当
すれば特定接種の対象となり、そうでなければ対象とはならない。
浸水被害に関係する排水業については、「新型インフルエンザ等発
生時における必要な水道、工業用水の安定的・適切な供給に必要な
水源及び送水施設の管理」等、本ガイドラインで規定された特定接種
の登録対象者になり得る業種に該当しなければ、特定接種の対象に
ならない。

29

医療体
制に関
するガイ
ドライン

130 -

新型インフルエンザ等患者の入院に係る医
療を提供する医療機関は、次に掲げる医療
機関とする。
（イ）感染症指定医療機関
（ロ）結核病床を有する医療機関など都道府
県等の新型インフルエンザ等対策行動計画
に基づき都道府県等が病床の確保を要請し
た医療機関（「協力医療機関」という。）

結核病床を有する医療機関→呼吸器専門医等新型イン
フルエンザ等の入院の受入が可能な医療機関に、修正
してはどうか。
今般、本府からの問い合わせに対し、厚生労働省から、
結核病床に感染症患者を入院させることはできないとの
回答があったところ、結核病床を有する医療機関と記載
すると、結核病床に入院可能と誤った認識を生じさせる
ため。

感染症指定医療機関と、結核病床を有する医療機関など都道府県
等の新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき都道府県等が病
床の確保を要請した医療機関（「協力医療機関」という。）と明記して
あり、都道府県等においては地域の実情に応じて入院病床の確保を
していただきたいと考えている。

30

医療体
制に関
するガイ
ドライン

133

第２章
未発生期か
ら進める医療
体制の整備
について

医療機関は、（中略）診療継続計画を作成す
る必要がある。

民間医療機関にも診療継続計画作成を義務付ける一
方、特措法には規定がない内容であるため、しっかりと
根拠条文を欄外に明記すべきである。（各医療機関へ協
力を求める際、本ガイドラインを活用する予定であるた
め、何か民間医療機関にも義務付けるようなことがある
場合は、法的根拠を明記してほしい。）

本ガイドライン（医療体制に関するガイドライン）に限らず、新型インフ
ルエンザ等対策ガイドラインに盛り込まれた事項は、必ずしも全てが
特措法等に法的根拠を置くものではない。しかし、新型インフルエン
ザ等対策ガイドラインは、特措法第６条に基づき策定された『新型イ
ンフルエンザ等対策政府行動計画』（平成25年６月７日閣議決定）を
踏まえ、各分野の具体的な内容等を定めたものとなっている。医療
体制の構築に当たっては、本ガイドラインに従って、管内の医療機関
に対してできる限りの協力を求めていただきたい。

31

医療体
制に関
するガイ
ドライン

134

第２章
未発生期か
ら進める医療
体制の整備
について

新型インフルエンザ等患者の国内初発例を
確認してから地域発生早期までは、新型イ
ンフルエンザ等患者は病状の程度にかかわ
らず、感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律第19条又は第46条
の規定に基づく入院措置等の対象となるた
め～

帰国者・接触者外来受診患者で、渡航歴や接触状況、
簡易検査の状況から新型の疑いがある場合、PCR検査
で新型の亜型判明までの間の患者の扱いはどうすべき
か。疑似症要件にもよるが、通常は入院の必要がない
重症度の場合、入院費の公費負担がない段階でも入院
させるのか、自宅待機とするのか整理しておく必要があ
るのではないか。

「医療体制に関するガイドライン」に以下のとおり記載している。
b 感染症指定医療機関等は、帰国者・接触者外来において新型イン
フルエンザ等の疑似症患者と判断された者について、患者とは診断
できないが感染の疑いが残ると診断した場合、当該者に対して、任
意入院を勧奨する。
c 上記の任意入院の勧奨に同意した者（以下「入院同意者」という。）
への対応及び同意しなかった者（以下「入院非同意者」という。）への
対応は、次に掲げるとおりとする。

54



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

32

医療体
制に関
するガイ
ドライン

135

第２章
未発生期か
ら進める医療
体制の整備
について

新型インフルエンザ等患者の入院に備え、
医療機関は、病床利用率や診療継続計画
に基づき入院可能病床数（定員超過入院等
を含む。）を試算しておく。（略）

民間医療機関にも試算を求める一方、特措法には規定
がない内容であるため、しっかりと根拠条文を欄外に明
記すべきである。（各医療機関へ協力を求める際、本ガ
イドラインを活用する予定であるため、何か民間医療機
関にも義務付けるようなことがある場合は、法的根拠を
明記してほしい。）

本ガイドライン（医療体制に関するガイドライン）に限らず、新型インフ
ルエンザ等対策ガイドラインに盛り込まれた事項は、必ずしも全てが
特措法等に法的根拠を置くものではない。しかし、新型インフルエン
ザ等対策ガイドラインは、特措法第６条に基づき策定された『新型イ
ンフルエンザ等対策政府行動計画』（平成25年６月７日閣議決定）を
踏まえ、各分野の具体的な内容等を定めたものとなっている。

33

医療体
制に関
するガイ
ドライン

135

第２章
未発生期か
ら進める医療
体制の整備
について

一般の医療機関は、新型インフルエンザ等
患者が帰国者・接触者外来以外の医療機関
を受診する可能性があることも踏まえて対応
する必要があるため、新型インフルエンザ等
患者を診療する場合に備えて、研修の実施
等の通常の院内感染対策とともに、個人防
護具の準備等を進める。

帰国者・接触者外来と異なり、適切なPPEなしで診察等
により濃厚接触する場合も想定される。新型患者を診た
ことでその後の診療を規制されると疑い患者報告の隠
匿や診療拒否に繋がりかねないため、例えば予防内服
を行い発症兆候がなければ潜伏期間と考えられる期間
においても診療を自粛しない等ガイドラインないし通知
等で明示できないか。

新型インフルエンザ等患者が帰国者・接触者外来以外の医療機関を
受診する可能性があることも踏まえ、「医療体制に関するガイドライ
ン」に以下の通り記載している。

「（４）院内感染対策
①　一般の医療機関は、新型インフルエンザ等患者が帰国者・接触
者外来以外の医療機関を受診する可能性があることも踏まえて対応
する必要があるため、新型インフルエンザ等患者を診療する場合に
備えて、研修の実施等の通常の院内感染対策とともに、個人防護具
（マスク等の個人を感染から守るための防護具）の準備等を進め
る。」

「④　一般の医療機関における診療
（イ）目的
　　a 一般の医療機関は、新型インフルエンザ等患者が、帰国者・接
触者外来以外の一般の医療機関の外来を受診する可能性があるこ
とを踏まえて対応する必要がある。
　　b 本来帰国者・接触者外来を受診すべき者であることが受付等で
判明した場合、帰国者・接触者外来へ受診するよう指導する。」

34

医療体
制に関
するガイ
ドライン

143 -

b 感染症指定医療機関等は、帰国者・接触
者外来において新型インフルエンザ等の疑
似症患者と判断された者について、患者と
は診断できないが感染の疑いが残ると診断
した場合、当該者に対して、任意入院を勧奨
する。

「感染症医療機関等は、保健所と連携し、帰国者・接触
者外来において新型インフルエンザ等の疑似症患者と
判断された者について、患者とは診断できないが感染の
疑いが残ると診断した場合、当該者に対して、任意入院
を勧奨する。」

「保健所と連携し」を挿入

感染症医療機関等における任意入院であっても、措置
入院への変更等も考えられ、保健所との連絡調整等が
不可欠であるため。

この項では、感染症医療機関等における任意入院のみについて記
載しており、ご指摘の入院措置、保健所との連携については、後段で
詳しく記載しているので、原案とおりとする。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

35

医療体
制に関
するガイ
ドライン

145 -

⑤　医療関係者に対する要請等について
（イ）新型インフルエンザ等が発生した場合、
都道府県等の行動計画に定めるところによ
り、医療の提供が行われることとなるが、病
原性が非常に高い場合など、「都道府県知
事による通常の協力依頼のみでは医療の
確保ができないような場合」に要請等を検討
する。なお、実際の要請等は慎重に行うべき
である。

⑤　医療関係者に対する要請等について
（イ）新型インフルエンザ等が発生した場合、都道府県等
の行動計画に定めるところにより、医療の提供が行われ
ることとなるが、病原性が非常に高い場合など、「都道府
県知事による通常の協力依頼のみでは医療の確保がで
きないような場合」には、国（地方厚生局）の協力を得
て、医療関係者の確保にかかる要請等を検討する。な
お、実際の要請等は慎重に行うべきである。

２次医療圏で医療体制を整えるという原則は理解してい
るが、現実として、医療機関に勤めていない医師等の医
療従事者の把握は不可能である。
そこで、２年に１回の医師からの届出を受け、医籍登録
名簿等をもっている厚生労働省（地方厚生局）の協力は
不可欠と考えている。研究者や主婦（夫）等の医師等の
確保やその方法について検討していただくとともに、ガイ
ドラインに国（地方厚生局）が医療関係者の確保に協力
する旨を明記していただきたい。

医師等の確保やその方法については、今後検討していきたい。な
お、医師等の確保については、まずは医療機関に勤めている医師の
確保策について検討すべきであると考えている。
また、医療等の実施の要請等については、地域における各職能団体
や病院団体等を通じても行っていただきたい。

36

医療体
制に関
するガイ
ドライン

148

第３章
発生期にお
ける医療体
制の維持・確
保について

　（略）新型インフルエンザ等に感染している
可能性が高いと考えられる患者を診察した
場合は、保健所に連絡し、確定検査の要否
について確認する。

保健所では、確定検査が必要かどうかの技術的知見を
持ち合わせていないため、要否について「確認」ではなく
「相談」と表記すべきである。

保健所においては、一般の医療機関からの問い合わせについては、
高次医療機関への紹介等も含め、対応していただくものと考えてお
り、ついては、「相談」でなく、「確認」の方が適切な表現と考えてい
る。

37

医療体
制に関
するガイ
ドライン

148

第３章
発生期にお
ける医療体
制の維持・確
保について

医療機関は、（中略）名簿（以下「連絡名簿」
という。）を作成しておく。

民間医療機関にも名簿作成を求める一方、特措法には
規定がない内容であるため、しっかりと根拠条文を欄外
に明記すべきである。（各医療機関へ協力を求める際、
本ガイドラインを活用する予定であるため、何か民間医
療機関にも義務付けるようなことがある場合は、法的根
拠を明記してほしい。）

本ガイドライン（医療体制に関するガイドライン）に限らず、新型インフ
ルエンザ等対策ガイドラインに盛り込まれた事項は、必ずしも全てが
特措法等に法的根拠を置くものではない。しかし、新型インフルエン
ザ等対策ガイドラインは、特措法第６条に基づき策定された『新型イ
ンフルエンザ等対策政府行動計画』（平成25年６月７日閣議決定）を
踏まえ、各分野の具体的な内容等を定めたものとなっている。

56



番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

38

医療体
制に関
するガイ
ドライン

149

第３章
発生期にお
ける医療体
制の維持・確
保について

５）医療関係者に対する要請等について

医療関係者に対する要請等については、要請する医療
関係者の確保策について記載すべき。（既に医療に携
わっている医療関係者に要請は困難であり、例えば医
籍登録名簿等をもっている地方厚生局に確保協力等の
役割を果たすよう明記してもらいたい。
また、２次医療圏で医療体制を整えるという原則は理解
している。しかし現実問題医療機関に勤めていない医師
などの医療従事者の把握は不可能である。そこで、２年
に１回の医師から届出を受け、名簿をもっている厚生労
働省（地方厚生局）の協力は不可欠と考えるがいかが
か？ぜひ現在の検討中である研究者や主婦（夫）等の
医師等の確保の方法において検討していただくととも
に、ガイドラインにも国（地方厚生局）が医療関係者の確
保に協力する旨を明記していただきたい。

未発生期より、二次医療圏等の圏域を単位とし、保健所を中心とし
て、対策会議を設置し、地域の関係者と密接に連携を図りながら地
域の実情に応じた医療体制の整備を推進していただきたいと考えて
いる。患者が増加し、都道府県知事による通常の協力依頼のみでは
医療の確保ができないような場合には、地域の実情に応じて、医療
関係者に対する要請等も考慮されると考えている。
また、医師等の確保やその方法については、今後検討していきた
い。なお、医師等の確保については、まずは医療機関に勤めている
医師の確保策について検討すべきであると考えている。
医療等の実施の要請等については、地域における各職能団体や病
院団体等を通じても行っていただきたい。

39

医療体
制に関
するガイ
ドライン

153

第３章
発生期にお
ける医療体
制の維持・確
保について

なお、新感染症の場合は、（中略）地域にお
ける診療体制を検討する。

誰が検討するのか明記すべきである。（都道府県等で
は、新感染症に係る技術的知見を持ち合わせていない
ため、国及び都道府県等が検討する旨明記してほし
い。）

ご指摘を踏まえ、修文済み。

40

医療体
制に関
するガイ
ドライン

159

第４章
患者搬送及
び移送につ
いて

第４章　患者搬送及び移送について

国において、搬送及び移送に係る手引き等を整理する
旨明記してほしい。（感染症の患者の移送の手引きにつ
いては、平成１６年以降改正されていないようで、中国に
おける鳥インフルエンザ(A/H7N9)発生の際にも疑義が
生じた。）

本ガイドラインで具体的にお示ししたものを参照していただきたい。

41

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

164

第２章
請うインフル
エンザウイル
ス薬の備蓄
について

抗インフルエンザ薬の備蓄について
業者等における流通備蓄や自治体における備蓄の更新
や廃棄についても記載が必要。

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄方法などの詳細な部分について
は、本ガイドラインではなく、通知等でお示している。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

42

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

168 - 第4章3-(2)-③

なお、海外発生期及び地域発生早期に、抗インフルエン
ザウイルス薬の予防投与を行う際には、国及び都道府
県の備置薬を使用できるものとする。

県が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬は、患者
に使用するためのもので流通が枯渇した場合に卸売業
者に放出するものとしており、県財政課や県議会にも同
様の説明を行っていて、濃厚接触者への予防投与に使
用すること想定していない。
もし、濃厚接触者に対する予防投与分を県備蓄分から
充当するとするなら、卸売業者への放出量が減ることに
なり、本県の放出方法等の計画に影響するものとなるの
で、集中的医療提供対策と同様に、国の備置薬により対
応すること。

記載のとおり、国及び都道府県の備蓄薬を使用するものと考えてお
り、原案とおりとする。

43

抗インフ
ルエンザ
ウイルス
薬に関
するガイ
ドライン

168 - 第4章3-3-(2)-①-(ｲ)

積極的疫学調査の結果、濃厚接触者と判明した者に対
し、保健所等接触者外来を担う医療機関の医師が国の
備蓄薬により予防投与を行う。

本県の保健所で医師として勤務しているのは、各保健所
とも所長１名のみである。保健所長は現地対策本部の
副本部長であることから医師として従事することは、ほ
ぼ困難である。濃厚接触者に対する予防投与実施者を
接触者外来を担う医療機関の医師とすること。
また、県が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬は、
患者に使用するためのもので流通が枯渇した場合に卸
売業者に放出するものとしており濃厚接触者へ保健所
が直接交付することは想定していないので、国の備蓄薬
により対応すること。

保健所等の医師と記載しているので、地域の実情に応じて、運用し
ていただきたい。

44

事業者・
職場に
置ける
新型イン
フルエン
ザ等対
策ガイド
ライン

177

第２章
業務計画及
びＢＣＰ策定・
実施の留意
点

業務計画及びBCP策定・実施の留意点

前回意見でモデルは示さないとあるが、業務計画及び
BCPの策定については、全ての指定公共機関及び登録
事業者において作成がされるものであるため、全国にお
いて、平均的な策定を図るにあたり、具体的な雛形等の
提示をお願いする。

各業種により内容は異なるため、モデルを示すことは困難。各省や
事業者団体等から示されたものは一部存在する。
なお、登録事業者申請の際のBCPの詳細については、実施要領に
規定予定。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

45

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
対策ガイ
ドライン

176

第２章
業務計画及
びＢＣＰ策定・
実施の留意
点

ピーク時（約２週間）に従業員が発症して欠
勤する割合は、多く見積もって５％程度と考
えられるが、従業員自身の罹患のほか、む
しろ家族の世話、看護等（学校・保育施設等
の臨時休業や、一部の福祉サービスの縮
小、家庭での療養などによる）のため、出勤
が困難となる者、不安により出勤しない者が
いることを見込み、ピーク時（約２週間）には
従業員の最大40％程度が欠勤するケース
が想定される。

国専門家会議の社会機能分科会における事業者ヒアリ
ングを見ても、業務継続計画の欠勤率の想定を国の被
害想定より過大に設定するなど、企業の一部には被害
想定の考え方に混乱が見受けられるため、流行期間（8
週間程度）の中で、どのようなスパンで欠勤者が増え、
ピークに達し、減っていくのかを、欠勤理由別の内訳が
分かるような図表で示すことで、企業が欠勤想定をイ
メージしやすいものとしてほしい。

図２において示しているところ。
有識者会議においてアンケート（欠勤理由）結果を示しているところ。
新型インフルエンザ等の被害想定は、引き続き周知してまいりたい。

46

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
対策ガイ
ドライン

185

第２章
業務計画及
びＢＣＰ策定・
実施の留意
点

（指定公共機関・）登録事業者については、
特措法が想定する公益性・公共性を有して
おり、新型インフルエンザ等発生時にも適切
な事業継続が求められる。

医療機関・ライフライン事業者は平時と同様の業務継続
が求められているうえ、場合によっては業務が増大する
ことも考えられることから、40%が欠勤すると想定すると、
完全な業務継続は極めて困難と考えられる。このことに
よって、場合によっては、指定地方公共機関や登録事業
者として業務継続を義務付けられることを忌避すること
が考えられることから、平時と同様の業務継続が困難な
場合は重要業務の一部休止もありうる旨を追記するべ
きと考える。

平時と同様の業務継続が求められるものではない。
なお、登録事業者は行政側から登録を求めるものではない。

47

事業者・
職場に
おける新
型インフ
ルエンザ
対策ガイ
ドライン

192 -

（３）本人、家族等が発症した場合の対応
①　地域発生早期の段階
（イ）感染した可能性のある者は、極力、他
の人に接触しないよう以下の対応を行うこと
が必要である。
a 発熱・咳・関節痛などの症状がある場合、
事前連絡なく医療機関を受診すると、万が
一、新型インフルエンザ等に感染していた場
合、待合室等で他の疾患の患者に感染させ
てしまう「二次感染」のおそれがある。その場
合はまず、保健所等に設置される帰国者・
接触者相談センターに電話等で問い合わせ
をし、その指示に従って指定された医療機関
で受診する。

その場合はまず、都道府県等が設置する保健所等に設
置される帰国者・接触者相談センターに電話等で問い合
わせをし、その指示に従って指定された医療機関で受診
する。

帰国者・接触者情報センターについては、設置先が必ず
しも保健所ではないため、例示で保健所と記載すること
により、かえって国民に誤解を与え、混乱を招く。
　ちなみに本府の場合は、府は本庁舎に、５つの保健所
設置市はそれぞれの市が設置することとなっている。

「保健所等」と記載しているので、地域の実情に応じて、運用していた
だきたいと考えている。

48

個人、家
庭及び
地域に
おける新
型インフ
ルエンザ
等対策
ガイドラ

200
第１章
はじめに

都道府県及び市町村は、ポスター掲示、（中
略）帰国者・接触者外来に関する情報をその
地域に提供する。

P142で帰国者・接触者外来の場所については一般への
公表は行わないとしていることから、地域への情報提供
とは言え「帰国者・接触者外来」は明記しない方が良いと
思われる。

地域の住民が、発生国からの帰国者もしくは患者との濃厚接触者で
あり、かつ発熱・呼吸器症状等を有する場合には、帰国者・接触者外
来を受診していただく必要があるため、情報提供は必要と考えてい
る。
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番号 資料名 資料頁 該当項目 該当部分 意見及び理由 回答

49

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

219
第２章
各段階にお
ける対応

（２）遺体の保存対策
○ 死亡者が増加し、火葬場の火葬能力の
限界を超えることが明らかになった場合に
は、都道府県は、市町村の協力を得て、遺
体を一時的に安置するため、臨時遺体安置
所を直ちに確保するものとする。

「臨時遺体安置所」を、都道府県が確保するとした根拠
法令等をご教示いただきたい。
（遺体安置所の確保は、市町村が実施すべきものと思
料する。）

都道府県は、域内における火葬体制の整備等必要な体制の整備や
調整を図るほか、市町村が行う個別の埋火葬に係る対応及び遺体
の保存対策等を広域的な視点から支援・調整する役割を担う立場。
実際の確保の作業は市町村が行うことも想定されるところであるが、
都道府県は、上記の立場から、必要な支援・調整を行い、域内の臨
時遺体安置所の確保ができるようにするものである。

50

埋火葬
の円滑
な実施
に関する
ガイドラ
イン

219-220
第２章
各段階にお
ける対応

○（前文省略）火葬の実施までに長期間を
要し、公衆衛生上の危害の発生を防止する
ため緊急の必要があると認められるときは、
特定都道府県は、新型インフルエンザに感
染した遺体に十分な消毒等を行った上で墓
地に一時的に埋葬することを考慮するものと
する。その際、都道府県知事は、予め、新型
インフルエンザ等に起因して死亡したことを
確認の上、遺族の意思を確認するものとす
る。また、近隣に埋葬可能な墓地がない場
合には、転用しても支障がないと認められる
公共用地等を臨時の公営墓地とした上で当
該墓地への一時的な埋葬を認めるなど、公
衆衛生を確保するために必要となる措置に
ついて、状況に応じて検討するものとする。

新型インフルエンザ等に起因して死亡した遺体の埋火葬
については、火葬が遅延した場合にあっても、臨時遺体
安置所の確保に努めるべきである。また遺体の感染防
止策については対応基準等を具体的に示していただき
たい。

「公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると認め
られるとき」については、死亡者が増加し、火葬場の火葬能力の限界
を超える中で、遺体安置所の収容能力も超え、その拡充も困難な状
況となり、ご遺体の火葬や保管に支障が生じ、このままでは公衆衛
生上の問題が生ずるといった場合が想定される。
また、感染防止策としては、本ガイドラインにおいて、遺体の搬送作
業及び火葬作業の従事者の感染防止策に準じた取扱いをすること
が考えられる。

51

（参考）
新型イン
フルエン
ザ等の
基礎知
識

231

６.新型インフ
ルエンザ等予
防の基本
表（清掃・消
毒）

消毒剤については、インフルエンザウイルス
には次亜塩素酸ナトリウム、イソプロパノー
ルや消毒用エタノールなどが有効である。消
毒剤の噴霧は、不完全な消毒やウイルスの
舞い上がり、消毒実施者の健康被害につな
がる危険性もあるため、実施するべきではな
い。

前回回答で、現在の知見をまとめてエビデンス集の作成
をされたとのことでしたが、記載されていないものもあ
る。（例えば、左記については記載されていない。）記載
されていないものについては、記載根拠を明示してほし
い。噴霧によりインフルエンザウイルスに暴露した事例
が報告されているのでしょうか。

ご指摘を踏まえ、また有識者とも検討し、「舞い上がりの可能性」と修
文済み。
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